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◆第１章  
序論 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 
１ 序論 
 
１．１ 研究の背景・目的 
 
１．１．１ ４ｍ未満細街路残存の現状 
東京区部では２度にわたる無秩序開発（スプロール）によって基盤未整備な
まま市街化され、今日に至った地域が広範に存在する（図１－１）。「区部にお
いては、区画整理等の面的整備により形成された区域が、全体の３割強にすぎ
ない」注１－２）とも指摘されている。 
そのため現在でも、区部平均では区内全住戸の３０パーセント超、中野区、
杉並区、豊島区では４０パーセント超が、前面道路幅員が４ｍに満たない敷地
へ建築されている（図１－２）。そして、区部全体でみても、10年前から大きな
変化は無く、全住戸数の３割超が４ｍ未満の前面道路に接道している。 
これを割合の高さ別にみると、上位７区のうち杉並区を除くすべてが、２度
にわたるスプロールで市街化された地域と重なっている（図１－３）。 
さらに、１０年前の同データと現在とを、４ｍ未満接道住戸の絶対数で比較
したところ、大幅に戸数が増加している区が７区（練馬、目黒、墨田、大田、
新宿、杉並、板橋）あり（図１－４）、いずれもその増加率が２０パーセントを
超えていた（図１－５）。これらの区では、2 項道路で道路中心線から 2m後退し
て合法的に戸建て住宅敷地の細分化やアパートなどの集合住宅が建設されるも
のの、片側拡幅でしかないために、それらの住戸も現状では 4m未満道路に接し
た住戸でしかなく、住宅更新による住宅戸数の増加スピードが、両側拡幅によ
る４ｍ未満の解消スピードを、上回ってしまう現象が起きているものと推察さ
れる。 
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出典；石田頼房 2004「日本近現代都市計画の展開」１－１）   
 
図１－１ 第１次・第２次スプロール区域重ね合わせ図注１－１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１－２ ４ｍ未満接道住宅戸数の全住戸数に対する割合 
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図１－３ ４ｍ未満接道住宅戸数割合多寡別分布図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１－４ ４ｍ未満接道住宅戸数の推移 
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図１－５ ４ｍ未満接道住宅戸数増減率 （1993→2003年度） 
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１．１．２ ４ｍ未満細街路残存がもたらす防災上の問題点 
首都直下地震への備えを迫られている東京区部において、これら幅員４ｍを
満たさない細街路がもたらしている防災上の問題点は、第一に、災害発生時の
避難・消火・救援等の対応活動空間の不足という市街地性能の問題、第二には、
地震災害時に被害拡大の誘因ともなる脆弱な老朽建築物の建て替え更新を阻害
する問題である。後者は、２項道路問題注１－３）を内包している制度的な問題であ
る。 
 
１．１．３ 細街路整備諸施策のあり方に関する既往研究 
こうした建物更新・市街地整備と、細街路整備諸施策のあり方に関する研究
は、1980 年代に始められ、その集大成として高見澤邦郎等監修（1996）の「狭
隘道路とまちづくり」１－２）や、井上隆監修（2001）の「狭隘道路と生活道路の
整備方針」１－３）などが先駆的研究である。その後も小浪晋ら（2002）１－４）は、
京都市における連担制度運用初動期の事例を取り上げ、密集市街地において、
建築基準法集団既定に対する柔軟な設計対応を可能とする本制度の活用は、建
て替え促進の可能性が高いことを論じた。川崎興太（2006）１－５）は、3 項道路
の指定を地区単位で計画的に活用した月島地区の先進事例を検証し、3項道路型
地区計画は、建物更新の速度自体には一団地型地区計画と比較して大きな作用
を及ぼしているとは言えないものの、「防災性の向上」と「定住性の高い住宅の
立地誘導」に、効果を発揮していることを明らかにした。田中友章ら（2008）１
－６）は、川崎市・幸町３丁目のケーススタディから、密集市街地における連担制
度の活用は、区域内の合意を基に、まちづくりに寄与する計画を特定行政庁が
認定し、集団既定の適切な運用を図るため、認定基準や運用の改善を進めるこ
とが重要であることを明らかにした。また、小泉秀樹（2008）１－７）は、路地空
間の魅力を、歴史的成果として積極的に位置づけるために、京都市袋路再生事
業、大阪市法善寺横丁、荒川区近隣まちづくり制度等における連担建築物設計
制度および、京都市祇園町南地区、中央区月島地区における建築基準法 42 条 3
項指定の事例等を取り上げ、全国画一の接道条件・幅員規定の適用ではない、
自治体ごとの制度の構想と実践の必要性を提起した。 
6 
1995 年阪神・淡路大震災の際、基盤未整備の狭隘道路地区では、甚大な被害
が集中し、復旧・復興過程での個別住宅再建も困難な状況となった。このよう
な教訓から、密集市街地における細街路整備の新たな促進手法が模索された。
中林一樹（2008）１－８）は、建ち並ぶ家屋と一体となって「生活空間」として形
成された「路地」を、「互」の空間として見直し、そこに息づく「向こう三軒両
隣」の「互助の近隣関係」を担保とする将来拡幅の路地協定を締結して、建物
更新を許容し、来る大地震に「減災の先手を打とう」と提唱している。 
一方、東京２３区すべてを対象として、各区の地域特性の異なりと、細街路
整備に関する取り組み方の差異とに着目し、整備に関する課題と方向性を論じ
た研究は、未だ行われていない。 
 
１．１．４ 本研究の目的 
本研究では、基盤未整備地区が広範に残存する東京区部で、どのような細街
路整備に関する取り組みの変化が起こったのか、経年比較によりを明らかにす
る。また、各区の市街化の歴史的経緯の観点から地域分類し、各自治体におけ
る細街路整備のあり方を地域間比較により考察する。さらに、各自治体におい
て取り組まれている街づくり事業地区に焦点を当て、各地区での細街路整備の
取り組み内容を詳細に把握・分析し類型化を試みる。また、東京区部の既成市
街地を都市基盤形成経緯の重なり方の種別により詳細に地域分類し、整備類型
との対応関係を考察する。このように東京区部の細街路整備の現状と課題を、
実践面から網羅的に把握し、時間軸および地域間による比較、考察を行うこと
で、市街地の地域的特徴を考慮した、より防災性能向上に役立つ細街路整備諸
施策のあり方への示唆を得ることを目的とする。 
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１．２ 論文構成 
 
 まず第一章では研究の背景として、地域社会の市街地性能に密接に関わる「４
ｍ未満接道住宅」に焦点を当て、その増減の状況や分布について整理する。ま
た４ｍ未満接道住宅数が多く分布する背景にはどのような歴史的経緯があった
のか、既往研究に基づき振り返ることとする。 
これらを踏まえ研究の目的は、市街化の歴史的経緯に基づく既成市街地の地
域的特徴を見据えながら、東京区部の既成市街地の防災性向上に役立てるため
には、今後どのような細街路整備の方向性を目指せばよいのか検討することで
あることを確認する。 
 
 第二章では、本研究の枠組み及び調査概要として、まず用語の定義および概
念規定を行う。 
また、1996年と 2009年の２時点調査の調査項目を比較するとともに、その質
問内容について全容を整理する。その上で、これら調査結果の分析の枠組みは、
スポット的細街路整備に関する分析とエリア的細街路整備に関する分析との両
輪により行うことを述べ、後者は区内全域を対象としたものと地区を対象とし
たものとに区分して分析を進めることを確認する。 
さらに、本研究第一回目調査のあらましについて述べ、２時点間比較の意義
は何かを確認することとする。 
 
第三章では、スポット的細街路整備の現状と課題と題して、これに密接に関
わる「判定問題」の所在を確認し、その問題が及ぼす影響は何なのかを分析・
考察する。 
また、スポット的細街路整備である「狭隘道路整備事業」の進捗状況から、
今後の整備進捗へ向けどのような教訓が導き出されるのか検討する。 
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第四章では、エリア的細街路整備のうち区内全域を対象とした整備である「区
内全域の道路網計画による細街路整備」に関して、区レベルの分析により経年
比較を行った結果について述べる。 
また、第三章で述べたスポット的細街路整備である「狭隘道路整備事業」の
取り組み状況と併せ、区レベルの分析により地域間比較を行った結果について
論じる。 
 
第五章では、エリア的細街路整備のうち地区別の整備である「街づくり事業
による細街路整備」に関する地区レベルの分析の結果から明らかになったこと
について述べる。 
ここでは、細街路整備のあり方と市街地の地域的特徴との関係をより詳細に
みるために、新たに街づくり事業地区に焦点を当て、ヒアリング調査を実施し
た結果について分析・考察する。分析にあたっては、第一に、東京区部の市街
化の履歴に着目し詳細な地域分類を行う。第二に、ヒアリング調査の中から浮
かび上がってきた共通のテーマに基づき、各地区の細街路整備に関する取り組
み内容の類型化を試みる。第三に、これら地域分類と整備類型との突合せを行
うことで、両者の対応関係を考察する。 
このように、詳細な地域分類と類型化した細街路整備のあり方との対応を分
析することで、市街地の地域的特徴に見合った細街路整備手法とはどのような
ものであるのかについて考察する。 
 
第六章では、前章までにみてきたスポット的細街路整備の現状と課題、およ
びエリア的細街路整備に関する区レベル・地区レベルでの分析結果を総括し、
既成市街地の防災性向上のためには、東京区部では細街路整備諸施策のあり方
としてどのような方向性を目指すべきなのか結論を述べる。 
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注 
注１－1)石田頼房 2004「日本近現代都市計画の展開」に掲載されている「図４
－１東京市隣接部郡部における人口密度増加」および「図８－５東京の木賃
アパート地帯（1969年末）」をトレースし、重ね合わせを行ったものである。 
注１－2)石田頼房編「未完の東京計画」ちくまライブラリー,1992年 
注１－３)高見沢邦郎・小場瀬令二・池田孝之「既成市街地の狭隘道路問題」（総
合都市研究第 10号 1980年）では、２項道路の問題として①２項道路の存否・
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位置に関する現状把握が十分でないこと②４ｍへの拡幅が遅々として進まな
いこと ③後退用地の整備・維持管理を誰が・いつまで・どの程度行うか明確
にされていないことが提起された。 
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２ 調査概要及び研究枠組み 
 
本章では、２時点調査の概要と研究の枠組みについて述べる。 
 
２．１ 用語の定義および概念規定 
以下、本論文で用いる用語並びに概念規定は、本節に定めるとおりである。 
 
２．１．１ 細街路 
既往研究における本用語の使い方は、幅員６ｍ以下の街路を指すケース２－１）、
幅員４ｍ未満を指す狭隘道路（２．１．７参照）と同等の意味合いで使用され
るケース２－２）、幅の狭い街路一般を細街路と表現するケース２－３）、街路と街路
を繋ぐ路地で不特定の人に利用されるものと定義するケース２－４）と様々であり、
特に統一されたものは見当たらない。 
これらより、本研究では、細街路をより広い概念として捉え、幅員４ｍ未満
の狭隘道路から幅員６～８ｍの地区内の骨格道路までを含むものとして定義す
る。 
 
２．１．２ 細街路整備 
法制度の整備を含めた以下の二点の取り組みを総称するものとして定義する。 
一点目は、防災上の課題を抱えた既成市街地における避難・消火・救援活動
空間不足の問題を、地区内の骨格道路整備や行き止まり解消等により解決しよ
うとする取り組みである。 
二点目は、老朽建築物が建て替えできない問題に対して、現行法制度の弾力
的運用により解決を図る取り組みである。 
 
２．１．３ 細街路整備先進地区 
本研究において、細街路整備先進地区を「各自治体で取り組まれている街づ
くり事業地区のうち細街路整備に関し顕著な取り組み実績のある現在進行中の
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地区」と定義した。 
 具体的には、一の自治体の各街づくり事業地区において、同一の働きかけ方
で細街路整備を行っている場合には、ヒアリングした整備の進捗率の数値が最
も高い路線・箇所を含有する地区を、細街路整備先進地区と定義した。 
また、一の自治体の中でも、各街づくり事業地区の細街路整備手法が異なる
場合には、ヒアリング調査結果から、行政側からの整備推進の働きかけが明確
な地区を、細街路整備先進地区と定義した。例えば、地区計画で拡幅路線を定
めているだけでは、「細街路整備に関して顕著な取り組み実績のある地区」に該
当するとはみなせず、要綱・条例等で建て替え誘導方策を明確に位置づけ、建
て替えに合わせた拡幅整備を推進している場合に、これに該当するものとした。 
「現在進行中の地区」とは、2010年現在、事業中の地区を指す。 
 
２．１．４ 細街路優先整備路線・箇所 
各細街路整備先進地区の中で、最も整備が進んでいる路線・箇所を、「細街路
優先整備路線・箇所」と定義する。 
ヒアリング調査では、各自治体行政が継続的に整備を推進する路線・箇所の
進捗状況について、特に詳しく聞き取りを行った。複数の路線に関して異なる
整備手法が選択されている場合には、最も進捗しているものを、「最も整備が進
んでいる路線・箇所」と判断した。 
 
２．１．５ ２項道路 
建築基準法第４２条第２項に基づく道路のことを指す。 
「建築敷地は幅員４ｍ以上の道路に２ｍ以上接道しなければならない」とい
う建築基準法上の原則があり、この接道義務を満たさないと新たな建築行為は
認められない。しかし、実際には、古くからの既成市街地において４ｍ未満の
道が多く存在し既に建築物の建ち並びがあったことから、これらの建て替えを
認める「救済事項」として、道路中心からの水平距離が２ｍの範囲内を道路と
みなす「みなし規定」が、建築基準法４２条２項に設けられた。俗に、２項道
路が「みなし道路」と呼ばれる所以である。 
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その「みなし道路」の「指定」は、道一本一本について即地的には行われな
かった。東京都の一括告示により、「基準時当時、①幅が 1.8ｍ以上あって、②
一般の通行の用に供され、③２軒以上の建ち並びがあったこと」を要件とする、
「要件のみの指定」が行われた。そのため現在でも、個別敷地における建替え
時の建築確認の度ごとに、その都度、基準時当時の状況を「再現」し、２項道
路の存否（建築基準法上の道路に該当するか否か）と位置（中心の位置はどこ
か）を判定する作業が行われている。 
２項道路に面した敷地に建築を行う場合は、原則としてその中心線から２ｍ
後退しなければならない。例えば、幅 2.7 メートルの道の両側に家が建ち並ん
でいて、２項道路に指定されている場合は、建替える際に中心から２ｍ（道路
境界線から 0.65ｍ）後退することにより、建て替えが可能となる。 
 
２．１．６ ３項道路 
建築基準法第４２条第３項に基づく道路のことを指す。 
建築基準法第４２条第３項では、『土地の状況によりやむを得ない場合には、
第２項の規定に関わらず、道路中心から 1.35ｍ以上２ｍ未満の範囲内で「見做
し道路」の範囲を指定することができる』とされている。 
３項道路に面した敷地に建築を行う場合は、その中心線から指定された道路
の範囲まで後退しなければならない。例えば、幅 2.7 メートルの道の両側に家
が建ち並んでいて、水平距離が 1.65ｍの３項道路に指定されている場合は、建
替える際に中心から 1.65ｍ（道路境界線から 0.3ｍ）後退することにより、建
て替えが可能となる。 
３項道路の指定に関しては、従来から例外的な措置としての活用が試みられ
てきたが、2003 年の法改正で、建築基準法第４３条の２に「３項道路指定に伴
う条例制定の規定」が新出したことにより、同条項適用の具体化へ向けた道筋
の端緒が示された。具体的には、３項道路指定された道路にのみ接する敷地に
ついて、地方公共団体が条例で敷地・構造・建築設備・用途に関して必要な制
限を付加することができることになった結果、３項道路の指定に関し国や都の
一律の基準によらない自治体ごとの独自の判断が行えるようになった。 
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２．１．７ 狭隘道路 
 自治体行政が使用する場合は、２項道路を中心とした幅員4m未満の道路を指
す。 
国土交通省の補助事業（狭あい道路整備等促進事業）では、幅員４ｍ未満の
以下のものを狭隘道路と定義している。 
①建築基準法第４２条第２項、第３項の指定を受けた道路 
②法上の指定を受けていない通路 
例：幅員が４ｍ未満であり、２項又は３項の指定をうけていないもの 
③法上の種別、位置が明確でない道路 
例：過去に建築基準法第４２条第２項による包括指定された区域内の道路の 
うち、指定基準に該当するか不明のもの 
 
２．１．８ 狭隘道路整備事業 
 前述の狭隘道路に面した敷地における建築行為等に際し、行政と関係住民と
が協議の上道路の中心位置を定め、中心線から２ｍまでの後退や隅切り整備を
官民共同で推進する事業のこと。建築基準法の「みなし規定」の適用だけでは
４ｍ未満道路の改善が遅々として進まない現状を打開するため、1980 年代後半
頃より各自治体において相次いでスタートした事業である。 
具体的には、各自治体の要綱または条例の規定に基づき、独自の事業推進方
策が講じられているが、私道であっても後退用地の整備工事を行政サイドが担
うことの他、後退に伴う塀等の撤去や隅切り整備への協力に対する助成金の交
付、後退用地の非課税手続きの代行などにより、後退整備を推進しているとこ
ろが多い。 
 
２．１．９ 狭隘道路整備事業による細街路整備（スポット的細街路整備） 
 個別敷地の建築確認等に伴い、狭隘道路整備事業の申請がなされたことによ
り目標幅員一律４ｍに拡幅整備される、個別敷地に対応したスポット的な整備
のこと。 
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２．１．10 区内全域の道路網計画による細街路整備（エリア的細街路整備①） 
行政区域全体を網羅する道路ネットワーク計画に基づく、細街路整備のこと。
後述する「街づくり事業による細街路整備」と併せて、エリア的細街路整備と
総称するものとする。 
 
２．１．11 街づくり事業による細街路整備（エリア的細街路整備②） 
各自治体は、居住環境整備や防災まちづくりをテーマとした街づくり事業地
区を抱えている。その街づくり事業地区内において、計画的に路線を定め、用
地買収や建て替え誘導などの具体化方策をもちながら細街路整備を推進してい
く取り組みを総称して、「街づくり事業による細街路整備」と概念規定する。 
先述した狭隘道路整備事業による細街路整備が、個別敷地の建築確認に伴う
目標幅員一律４ｍのスポット的な整備であるのに対し、当該細街路整備は、目
標幅員が６ｍを中心に地区状況に応じ設定され、整備の具体化方策も地区の実
情に応じてきめ細かく決定される、地区別対応型の整備である。 
なお、先述の「区内全域の道路網計画による細街路整備」と併せて、エリア
的細街路整備と総称するものとする。 
 
２．１．12 L型側溝 
道路用の側溝の一種で、断面が L 字型をしたものである。 
一般的な側溝は、四方から集まった排水・雨水を流下させるためのものであ
るのに対し、L 型側溝は、舗装面に降った雨だけを下水路へと導くためのもので
ある。 
道路の路面をアスファルト舗装する際に、道路と建築敷地との境界に敷設さ
れることが多い。L 型側溝が敷設された道路は、現地において建築敷地との境界
が判別し易く、道路境界を明示する他の方法（縁石、目地等）に比べ、経年変
化による位置のずれが少ないという利点が考えられる。 
狭隘道路整備事業による拡幅整備では、公道の場合で後退用地の寄付を伴う
ケース以外は所有権の移転を伴わず、道路区域の中に私有地が残る形となるた
め、道路後退前の L型側溝の位置が所有権境と一致しているケースなどにおい
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ては、拡幅整備による L型側溝の移設を拒む要因となるケースが考えられる。
各自治体では事業展開の中で、L型側溝の移設により道路後退部分の所有権が無
くなるわけではないことを説明し、地目を宅地のまま非課税手続きの代行を行
うなど、L型側溝移設へ向けた様々な工夫が行われている。 
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２．２ ２時点調査の概要 
 
本研究では、東京区部の各自治体において取り組まれている細街路整備諸施
策の全容を把握するために、東京２３区の自治体行政担当者を対象とした「細
街路整備の現状と、計画・制度に関するアンケート調査」を、阪神大震災直後
の 1996年と 13年後の 2009年に実施した（以下 1996調査、2009調査と略記す
る）。 
調査に際しては、細街路整備に関わる部門が根拠法ごとに管轄が分かれ、担
当部署が複数の部門に亘っていることを勘案し、A)道路調査・判定担当宛、B)
狭あい道路拡幅整備事業担当宛、C) 建築確認担当宛、D) 都市計画担当宛、E) 地
区まちづくり事業担当宛、F) 道路管理担当宛、以上６種類の調査票を用意した
（資料２参照）。調査対象者は、各区の細街路整備を担当する６部門の行政担当
者で、郵送による配布・回収を行った。1996調査は 1996年４月に実施し、回収
率 100％、2009調査は実施期間 2009年 11月～2010年 1月で、回収率 99.3％で
あった。 
調査項目は表２－１に示すとおりである。本表中下線部は 2009調査で新たに
加えた項目で、下線部以外は 1996 調査と共通している。1996 調査と 2009 調査
の調査項目での比較における相違点は、「耐震化への対応」、「４ｍ未満の中での
優先的整備の対応」、「指定確認検査機関導入後の対応」について、共通調査項
目としての設問を 2009調査時点において追加した点である。各担当部署への固
有の調査項目では、調査票 A の設問に「２項道路等の判定作業および指定に関
する変更事項」と「未判定道路に関する今後の扱い」を追加した点、調査票 E
に「都市計画の規制緩和に対する賛否」を 2009調査時点において追加した点が、
1996調査と 2009調査の相違点である。 
また、2009調査のアンケート調査票 A～Fの各質問内容は、図２－１に示すと
おりである。 
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表２－１ 2009調査における調査項目※ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(Ａ)建築基準法上
の道路の「判定」
（存否・種別・位置）
に関する調査・調
査票
(Ｂ)狭あい道路拡
幅整備事業に関す
る調査・調査票
(Ｃ)建築確認と狭
あい道路拡幅整備
事業に関する調
査・調査票
(Ｄ)道路網計画に
関する調査・調査
票
(Ｅ)まちづくりと狭
あい道路（細街路）
に関する調査・調
査票
(Ｆ)道路管理（公
道）と狭あい道路
（細街路）拡幅整備
に関する調査・調
査票
現況把握
幅員別及び建築基
準法上の扱い別道
路の現況把握状況
幅員別及び建築基
準法上の扱い別道
路の現況把握状況
幅員別及び建築基
準法上の扱い別道
路の現況把握状況
申請件数、事業実
績
事業の経過と実績
建築確認と狭あい
道路拡幅整備事業
の実績
耐震化への対応
既存住宅の耐震補
強にあたり本事業
の事前協議を受け
付けるケースの有
無
既存住宅の耐震補
強にあたり建築確
認を要したケース
の有無
耐震化に関する助
成制度等
4ｍ未満の中での
優先整備対応
4ｍ未満の細街路
のうち優先的整備
を行う路線につい
て
4ｍ未満の細街路
のうち優先的整備
を行う路線につい
て
4ｍ未満の細街路
のうち優先的整備
を行う路線につい
て
指定確認検査機関
導入後の対応
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
指定確認検査機関
導入後の業務の実
態と所感について
２項道路等の存
否・位置の判定作
業の現状と問題点
事業の進め方
幅員4ｍ未満道路
接道敷地の建築確
認の進め方
区内全域の道路網
計画の有無、内
容、都市マス上の
位置づけ、計画策
定プロセス等
幅員4ｍ未満の細
街路とまちづくりの
関係
道路管理と狭隘事
業との関連
２項道路等の判定
作業および指定に
関する変更事項
後退用地の扱いと
整備・管理主体と
の関係
建築行政と狭あい
道路拡幅整備事
業、都市計画・まち
づくり行政との関連
で直面している問
題等
都市計画の規制緩
和に対する賛否
狭あい事業、まち
づくり事業との関連
で直面している問
題
未判定道路に関す
る今後の扱いにつ
いて
後退整備（現場の
築造）の内容
生活道路のネット
ワーク計画の諸元
と具体化方策
細街路の計画、整
備方策として特記
すべき検討事項
※本表中下線部は2009調査で新たに加えた項目。下線部以外は1996調査と共通。
共通
調査
項目
各担当部署への
固有の調査項目
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(Ａ)建築基準法上の道路の「判定」（存否・種別・位置）に関する調査・調査票
Ⅰ．道路の現状について(幅員別及び建築基準法上の扱い別に、道路延長・本数を空欄に記入)
Ⅱ．建築基準法上の道路の存否・種別の「判定」について
Ｑ１． 建築基準法上の扱いが不明確（「未判定」）であるとして集計された路線の内容
Ｑ２． 未判定路線を把握しなかった理由
Ｑ３． 4ｍ未満道路の実態を把握しないあるいは未判定かどうかのチェックをしていない理由
Ｑ４． 道路の「判定」が必要になるケースの説明
Ｑ５． 既存住宅の耐震補強にあたって、前面道路の「判定」が必要となるケースの有無
Ｑ６． 「判定」が必要なものの年間件数
Ｑ７． 「判定」を求められる相手方
Ｑ８． 未判定路線解消のための特定機関の設置や利用の有無
Ｑ９． 特定機関の名称、構成、位置付け
Ｑ10． 「判定」に際した関係権利者への聞き取り調査の有無
Ｑ11． 聞き取り調査結果の参考の程度
Ｑ12． 「判定作業」の結果、結論が出せないケースの有無
Ｑ13． 結論が出せないケースの対処方法
Ｑ14． 「判定」の結果、2項道路の要件を満たさない場合の対処方法
Ｑ15．
Ｑ16． 存否の「判定」に際し、トラブルが発生ケースの有無
Ｑ17． トラブルの具体的内容
Ｑ18． その他、存否・種別が未判定の道路について直面している問題について
Ｑ19． 「判定・指定」プロセスの変更予定の有無
Ｑ20． 具体的な変更内容
Ⅲ．建築基準法上の道路の位置の確定について
Ｑ１． 基準時当時の再現方法
Ｑ２． ２項道路の中心位置の確定に際した実務上の原則の有無
Ｑ３． 実務上の原則の内容
Ｑ４． 実務上の原則を設けた理由
Ｑ５． 中心位置の確定に際た関係権利者の承諾の有無
Ｑ６． 承諾の具体的形態
Ｑ７． 承諾の具体的範囲
Ｑ８． 調査対象道路が公道である場合の道路管理者との連携の有無、連携の具体的内容
Ｑ９． 中心位置の確定に際したトラブルの有無
Ｑ10． トラブルの具体的内容
Ⅳ．建築基準法上の道路の存否・種別・位置「判定」後の、結果の取り扱いについて
Ｑ１． 「判定結果」の文書管理の有無
Ｑ２． 「判定結果」の文書管理の方法
Ｑ３． 「判定結果」に関する特定行政庁の決裁の有無
Ｑ４． 「判定結果」に関する情報公開の有無
Ｑ５． 情報公開申請件数
Ｑ６． 「判定結果」に関する他の部課へ事後閲覧の有無
Ｑ７． その他、建築行政資料としての活用の具体的内容
Ｑ８． 中心位置確定プロセスの変更予定の有無
Ｑ９． 中心位置確定プロセスの変更の具体的内容
Ⅴ．４ｍ未満の道路で、建築基準法上の存否・種別・位置が不明確（未判定）なものの今後の扱いについて
Ｑ１． 基準時当時の証言者が年々減少することへの解決策の有無
Ｑ２． 基準時当時の証言者が年々減少することへの解決策の具体的内容
Ｑ３． 「判定」の基準とする時期を繰り上る提案についての賛否
Ⅵ．指定確認検査機関導入後の道路調査、判定・指定業務について
Ｑ１．
Ｑ２． 相違点の具体的内容
Ｑ３．
Ｑ４． やりやすくなった場合の具体的理由
Ｑ５． やりにくくなった場合の具体的理由
(Ｂ)狭あい道路拡幅整備事業に関する調査・調査票
Ⅰ．狭あい道路整備事業の経過と実績について
Ｑ０．
道路調査・「判定」等を行う上で、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合の相違点の有
無
道路調査・「判定」用務遂行上、指定確認検査機関導入の前と後とでやりやすくなったか、やりにくくなった
か
1995年以降の各項目の年度ごとの件数について（事前協議件数、後退整備済み件数、判定作業を要した
件数、測量件数、路面整備件数、L型等の新設移設件数）
「建築基準法の弾力的運用やその他規制誘導手法との連携により建替を可能とする」場合の具体的内容
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Ｑ１． 拡幅整備事業申請がなされた全ての物件について整備済の現場確認を行なうか否か　 
Ｑ２． 整備済の定義
Ｑ３． 事前協議受付件数より拡幅整備済み件数の方が少ない要因
Ｑ４． 既存住宅の耐震補強にあたり狭あい道路拡幅整備事業の事前協議を受け付けるケースの有無
Ⅱ．狭あい道路拡幅整備事業による後退用地の扱いと整備・管理主体との関係について
Ｑ１． 拡幅整備後の後退用地の扱いおよび後退整備の工事主体、後退用地の管理主体との関係
Ｑ２．
Ｑ３． １路線全体の整備・管理を行う場合の具体的進め方
Ⅲ．狭あい道路拡幅整備事業による後退整備（現場の築造）の内容について
Ｑ１． 後退整備（現場の築造）を実施あるいは指導の範囲
Ｑ２． 建て替えと同時にＬ型・縁石・後退杭の新設、移設を行わない場合の後退位置の将来的な担保方法
Ｑ３．
Ｑ４． 建築基準法上の道路の存否・位置未判定な道路の存在がネックだと感じる場合の具体的内容
Ｑ５． 建築行政、都市計画・まちづくり行政との連携等に関して直面している問題
Ⅳ．狭あい道路拡幅整備事業と生活道路のネットワーク計画の関わりについて
Ｑ１． 生活道路のネットワークに関する計画の有無
Ｑ２． その計画に合わせて狭あい道路拡幅整備を行う際に協議・指導をするケースの有無
Ｑ３． 4ｍ未満の細街路のうち優先的整備を行う路線の有無
Ｑ４． 優先的整備を行う根拠・理由
Ｑ５． ４ｍ未満の細街路のうち、４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えが可能な路線の有無
Ｑ６． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする方策の具体的内容
Ｑ７． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする理由・根拠について
Ⅴ．指定確認検査機関導入後の狭隘道路整備事業について
Ｑ１． 拡幅整備工事の段階で事前協議の内容と現場の状況とが食い違っているケースの有無
Ｑ２． 拡幅整備工事の段階で事前協議の内容と現場の状況とが食い違っているケースの対処方法
Ｑ３． 事後測量や助成金調査等の段階で、事前協議の内容と現場の状況とが食い違っているケースの有無
Ｑ４． 事後測量や助成金調査等の段階で、事前協議の内容と現場の状況とが食い違っているケースの対処方法
Ｑ５． 建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の有無
Ｑ６． 建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の具体的内容
Ｑ７． 指定確認検査機関の導入の前と後とで気付いた点について
(Ｃ)建築確認と狭あい道路拡幅整備事業に関する調査・調査票

Ⅰ．建築確認と狭あい道路拡幅整備事業の実績について
1995年以降の各項目の年度ごとの件数について
（確認申請受付件数、完了検査件数、4ｍ未満狭あい道路沿い確認申請受付件数内、完了検査実施件数）
Ⅱ．幅員4ｍ未満道路接道敷地の建築確認について
Ｑ１． 確認申請受付に際した狭あい道路拡幅整備事前協議の有無
Ｑ２． 具体的協議・指導の内容
Ｑ３． 建築確認審査に際した狭あい道路拡幅整備に関する現場審査の程度
Ｑ４． 完了検査に際した狭あい道路拡幅整備に関する検査の程度
Ｑ５． 既存住宅の耐震補強にあたり建築確認を要したケースの有無
Ⅲ．生活道路のネットワーク計画について
Ｑ１． 生活道路網の形成に関する方針の有無
Ｑ２． その計画に合わせた建築確認に際しての協議・指導の有無
Ｑ３． 4ｍ未満の細街路のうち優先的指導を行う路線の有無
Ｑ４． 優先的指導を行う根拠・理由
Ｑ５． ４ｍ未満の細街路のうち４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替え可能な路線の有無
Ｑ６． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする方策の具体的内容
Ｑ７． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする理由・根拠
Ⅳ．指定確認検査機関導入後の建築確認業務について
Ｑ１． 狭あい道路拡幅整備事業の周知や担当窓口への誘導方策
Ｑ２． 指定確認検査機関の導入後の変更点
Ｑ３．
Ｑ４．
Ｑ５．
Ｑ６． 対処方策として何らかの『指示』を行った場合、指示内容順守のチェックの有無
Ｑ７． 指示内容順守のチェックのタイミングおよび形式
狭あい道路拡幅整備を行うにあたっての建築基準法上の道路の存否・位置が未判定の道路の存在に対す
る所感
指定確認検査機関からの建築確認申請受理後の建築計画概要書が送付された際、狭あい道路整備に関
する記載事項不足のケースの有無
指定確認検査機関からの建築確認申請受理後の建築計画概要書が送付された際、狭あい道路整備に関
する記載事項不足のケースの具体的内容
指定確認検査機関からの建築確認申請受理後の建築計画概要書が送付された際、狭あい道路整備に関
する記載事項不足のケースの対処方法
1路線全体の後退整備が終了した時点で、申請者から区へ後退用地の整備または管理主体が交代する
ケースの有無
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Ｑ８．
Ｑ８． 前問の通知を行わなかったために、区が特定行政庁として責任を問われたケースの有無　　　　　　
Ⅴ．建築行政と狭あい道路拡幅整備事業、都市計画・まちづくり行政との関連で直面している問題等について
(Ｄ)道路網計画に関する調査・調査票
Ⅰ．道路の現況について（幅員別及び建築基準法上の扱い別に、道路延長・本数を空欄に記入）
Ⅱ．道路網計画について
Ｑ１． 区内全域をカバーする道路網のネットワーク計画の有無
Ｑ２． 計画の諸元について
Ｑ３． 整備の具体化方策の内容
Ｑ４． 都市計画マスタープラン上の位置づけの有無
Ｑ５． 行政内部でのオーソライズの形式
Ｑ６． 計画策定に際した議会関与の有無
Ｑ７． 計画策定に際した一般区民への事前に周知、意向把握の有無
Ｑ８． 計画策定に際した一般区民への事前に周知、意向把握の具体的内容
Ｑ９． 都市計画のマスタープランの策定・改訂準備の有無
Ｑ10． 都市計画のマスタープランの策定・改訂準備作業における道路網計画の扱い

Ｑ11． 都市計画の立案にあたり建築基準法上の扱いが未判定な道路の存在に対する所感
Ｑ12． 建築基準法上の道路の存否・位置未判定な道路の存在がネックだと感じる場合の具体的内容
Ⅲ．指定確認検査機関導入後の都市計画業務について
Ｑ１． 都市計画業務上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の有無
Ｑ２． 都市計画業務上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の具体的内容
Ｑ３． 都市計画業務上、指定確認検査機関導入の前と後とでやりやすくなったか、やりにくくなったか
Ｑ４． やりやすくなった場合の具体的理由
Ｑ５． やりにくくなった場合の具体的理由
(Ｅ)まちづくりと狭あい道路（細街路）に関する調査・調査票
Ⅰ．幅員4ｍ未満の細街路とまちづくりの関係について　　　
Ｑ１． まちづくりに関する業務の中で狭あい道路のセットバックに関係した要望・相談件数
Ｑ２． 2項道路に関係した相談等で最も多いものの内容
Ｑ３． まちづくりに関する業務上、建築基準法上の扱いが未判定の道路の存在に対する所感
Ｑ４． 建築基準法上の道路の存否・位置未判定な道路の存在がネックだと感じる場合の具体的内容
Ｑ５． 都市計画の規制緩和に対する賛否
Ｑ６． 規制緩和すべきと考える具体的内容
Ｑ７． 住宅耐震補強工事に関する助成制度等の助成対象範囲
Ⅱ．生活道路のネットワーク計画について
Ｑ１． 生活道路網の形成に関する方針の有無
Ｑ２． 計画の諸元について
Ｑ３． 計画の具体化方策の内容
Ｑ４． 4ｍ未満の細街路のうち優先的整備を行う路線の有無
Ｑ５． 優先的整備を行う根拠・理由
Ｑ６． ４ｍ未満の細街路のうち４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替え可能な路線の有無
Ｑ７． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする方策の具体的内容
Ｑ８． ４ｍに拡幅しなくても沿道建築物の建て替えを可能とする理由・根拠
Ｑ９． 細街路の計画あるいは整備方策として地区のまちづくり計画との関連で特記すべき検討事項
Ⅲ．指定確認検査機関導入後のまちづくり業務について
Ｑ１． まちづくり推進上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の有無
Ｑ２． まちづくり推進上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の具体的内容
Ｑ３． まちづくり推進上、指定確認検査機関導入の前と後とでやりやすくなったか、やりにくくなったか
Ｑ４． やりやすくなった場合の具体的理由
Ｑ５． やりにくくなった場合の具体的理由
(Ｆ)道路管理（公道）と狭あい道路（細街路）拡幅整備に関する調査・調査票
Ⅰ．道路の現況について（幅員別に、道路延長・本数を空欄に記入）
Ⅱ．道路管理と幅員4ｍ未満の狭あい道路拡幅整備との関連について
Ｑ１． 狭あい道路拡幅整備事業にともなう拡幅整備工事を道路管理者が行うケースの有無
Ｑ２． 狭あい道路拡幅整備事業にともなう拡幅整備工事を道路管理者が行うケースの具体的役割
Ｑ３． 狭あい道路拡幅整備事業にともなう拡幅整備工事を道路管理者が行うケースの要件
Ｑ４． 後退用地の管理を道路管理者が行うケースの有無
Ｑ５． 後退用地の管理を道路管理者が行うケースの具体的役割
Ｑ６． 後退用地の管理を道路管理者が行うケースの具体的要件
民間主事のおろした建築確認が建築基準関係規定に適合しないと認め建築基準法第６条の２第４項による
「適合しない旨の通知」を交付したケースの有無
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図２－１ 2009調査の各調査票（調査票 A～F）における質問内容 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ｑ７． 整備前後の測量を道路管理者が行うケースの有無
Ｑ８． 整備前後の測量を道路管理者が行うケースの具体的役割
Ｑ９． 道路管理上、建築基準法上の扱いが未判定の道路の存在に対する所感
Ｑ10． 建築基準法上の道路の存否・位置未判定な道路の存在がネックだと感じる場合の具体的内容
Ｑ11．
Ⅲ．指定確認検査機関導入後道路整備・管理業務について
Ｑ１． 道路整備・管理上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の有無
Ｑ２． 道路整備・管理上、建築確認申請が区に出された場合と民間に出された場合との相違点の具体的内容
Ｑ３． 道路整備・管理上、指定確認検査機関導入の前と後とでやりやすくなったか、やりにくくなったか
Ｑ４． やりやすくなった場合の具体的理由
Ｑ５． やりにくくなった場合の具体的理由
公道管理に際し狭あい道路拡幅整備事業、まちづくり事業（主要生活道路の拡幅整備）との関連で直面し
ている問題
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本論文の論考にあたり、2009 年調査結果から作成し分析した図表と調査票の
集計対象項目との対応関係は表２－２に示すとおりである。ここでは単純集計
の結果から、設問に対する各区の増減率の考察や経年変化の把握、2つの比率尺
度間の相関係数等により、分析を行った。 
さらに、各自治体の街づくり事業地区における取り組みに関しては、アンケ
ート調査の結果のみからでは読み取りきれない点が多数存在したため、新たに
ヒアリング調査を実施した。ヒアリング対象者は、上記で述べたアンケート調
査票 E の回答者である、各自治体の地区まちづくり事業担当者である。ヒアリ
ングに際しては、事前に対象者へアポイントメントを取り、訪問インタビュー
により聞き取りを行った。一部、電話やメールでの回答を希望する対象者に対
しては、希望に沿った形式でヒアリング調査を実施した。 
聞き取った内容を基に、自治体ごとの街づくり事業地区における細街路整備
の取り組み内容を整理し、その作業の中から浮かび上がってきた共通のテーマ
である、細街路整備の目標幅員、整備の形態、整備の範囲、整備に関する行政
側の働きかけ方等について分析した。 
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表２－２ 各図表作成の元となる調査票の集計対象項目 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査票
A
調査票
B
調査票
C
調査票D
調査票
E
調査票
F
注釈
表３－１ 設問Ⅰ － － 設問Ⅰ － 設問Ⅰ 注2-1）
図３－２ 設問ⅡQ2 － － － － －
図３－３ 設問ⅡQ3 － － － － －
図３－４ 設問ⅡQ12 － － － － －
表３－２
設問ⅡQ16、
設問ⅢQ9
－ － － － －
図３－５
設問ⅡQ17、
設問ⅢQ10
－ － － － －
図３－６ 設問ⅡQ14 － － － － －
図３－７ 設問ⅡQ15 － － － － －
表３－３ － 設問ⅢQ3 － 設問ⅡQ11
設問Ⅰ
Q3
設問Ⅱ
Q9
注2-3）
表３－４
設問Ⅱ
Q12,Q16Q,
設問ⅢQ10
－ － － － － 注2-4）
図３－９ － 設問Ⅰ － － － －
図３－10 － 設問Ⅰ － － － －
図３－13 － － 設問Ⅰ － － － 注2-6）
表３－５ 設問Ⅰ他 表参照
表４－１ － － －
設問ⅡQ2,Q4
,Q10
－ － 注2-7）
表４－２ － 設問Ⅰ －
設問Ⅱ
Q2
－ － 注2-8）
注2-2）
注2-5）
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２．３ 分析の枠組み 
 
本論文における分析の枠組みは、以下（図２－２）のとおりである。 
本論文における分析は、スポット的細街路整備に関する分析と、エリア的細
街路整備に関する分析との両輪により行うものとする。スポット的細街路整備
である「狭隘道路整備事業による細街路整備」に関する分析は区レベルで行う。
一方、エリア的細街路整備に関する分析のうち、区内全域を対象とした整備で
ある「区内全域の道路網計画による細街路整備」については区レベルで、もう
一つのエリア的細街路整備で地区別の整備である「街づくり事業による細街路
整備」については地区レベルでの分析を行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２ 分析枠組み 
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２．４ 1996調査結果のあらまし 
 
本研究では、東京区部の各自治体において取り組まれている細街路整備諸施
策の全容を把握するために、1996 年に第一回目の、東京２３区の自治体行政担
当者を対象とした「細街路整備の現状と、計画・制度に関するアンケート調査」
を実施した。その結果については、山崎ら（1997）２－５）に、「東京区部における
細街路整備諸施策の現状と課題」と題して、次のようにまとめている。 
１）密集市街地を広範囲に抱える東京２３区においては、個別敷地の建て替え
時における４Ｍ未満細街路解消が、細街路整備の基本であり、現在都心３区を
除く各区で進められている、狭あい道路（細街路）拡幅整備事業の、」より一層
の推進が求められる。そのためには、関係住民の理解・納得が得られるような、
確認申請の事前段階から整備後の管理に至るまでの、行政の一貫した姿勢と誘
導システムが必要である。先進的な区では、建築確認担当部署と拡幅整備担当
部署との連携、さらには２項道路等の調査・判定担当部署や整備後の道路管理
担当部署との連携により、事業実績を上げていることは注目に値する。 
２）一方、狭小住宅や不接道敷地が多いために、個別の建て替え更新自体が停
滞する傾向にある地区については、まちづくりの中で、建て替え促進と組み合
わせた細街路整備をすすめていくことが求められている。この点に関しては、
先進事業地区（例えば太子堂地区など）にみるように、法定地区計画の策定と、
各種住環境整備関連事業の重層的活用が有効である。 
３) 都市計画道路より細かいレベルの道路網計画については、区部周縁区とそ
れ以外とでは、その取り組み方に相違がみられる。周辺区部では、特に旧緑地
地域に含まれる区（足立、練馬、世田谷、板橋）を中心に、全域の細街路網計
画をもって細街路計画を進めている区が多い。これらの地域では、計画的市街
化コントロールが検討されてきた歴史的経緯を活かし、一層の建て込みが進展
する前に、全域道路網計画を下敷きとした地区まちづくりよる生活道路整備、
拡幅整備事業の展開が求められている。 
４）第 1 次スプロール地域を中心とした密集市街地を抱える区（新宿、品川、
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渋谷、中野、豊島、北、荒川、目黒）においては、個別敷地建て替え時の拡幅
整備事業や、特定地区におけるまちづくり事業の推進が、区全体としての道路
網計画の策定に先行しているのが実状である。しかし、すべての道が建築基準
法の最低基準を満たせば、街全体の安全性・快適性が保たれるわけではない。
また、個々のまちづくり事業地区の中で部分的に検討される生活道路が、体系
的な細街路整備に必ずしもつながるとはいえない。早期に、区全体としての道
路の段階構成や地区まちづくり計画との有機的つながりを考慮した、細街路整
備方針・誘導体制の確立が求められる。 
５）東京２３区において、体系的な細街路整備を進めていく上で、行政組織内
部、すなわち都市計画行政、建築行政、土木行政、まちづくり行政の現状認識
の共有と取り組みの連携が不可欠である。また、複数の事業手法を適用し、国
や都からの重層的な補助金を活用している地区において、結果的にまちづくり
としての細街路整備が進んでいる現状から、地区レベルのまちづくりの取り組
む基礎自治体の財源拡充も必要である。 
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２．５ ２時点間比較の意義 
 
1996年から2009年までの細街路整備に関わる諸制度の変化としては、都市計
画分野では2000年の都市計画法改正により、新たに最低敷地面積に関する規制
の付加（都市計画法第３３条第４項）が可能となったこと、まちづくり分野で
は各自治体においてまちづくり条例の制定が相次いだこと、建築分野では建築
基準法の改正により、民間確認検査機関が導入されたこと等が挙げられる。こ
れらの変化は、都市計画で敷地単位の規模にまで言及できるようになったとい
う意味において、また、まちづくり条例により参加と自治の概念が普及してい
くようになったという意味において、よりきめの細かい計画づくり、まちづく
りを、市民と行政とが協働しながら進めていく流れであると見ることができる。
また、「建築確認の民間化」という変化は、建築確認業務の迅速化という側面
と、違反建築物等への行政対応の充実という側面を併せ持っているが、これは、
自治体建築行政部門に、建築確認以外の仕事に傾注するポテンシャルを与える
流れであると見ることができる。 
さらに、前面道路幅員が４ｍ未満のままで建て替え可能とする、法制度の枠
組みの変化に関しては、1999年の法改正で建築基準法第86条第２項に「連担建
築物設計制度」が盛り込まれたこと、および2003年の法改正で建築基準法第４
３条の２に「３項道路指定」に関する条例制定の規定が新出したことが挙げら
れる。これらの新たな動きを受け、全国的には「景観保存」、「早期建て替え」
をキーワードとした取り組みを行っている地区・区域において先行的に、法制
度の弾力的な運用により、地区・区域全体の安全性を確保しながら、前面道路
幅員が４ｍ未満のままでの建て替えを可能とする、事例の蓄積が得られ始めて
いる。 
具体的には、「連担建築物設計制度」に関しては、京都市の「袋路再生事業」
と大阪市の「法善寺横丁」再建での活用事例が挙げられる。前者は、建築基準
法上の道路に該当せず４３条但し書きを適用しないと建て替えができない袋路
周辺を、本制度の活用により都心居住の受け皿空間として再生しようとするも
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のである。後者は、大きな火災被害からの再建を課題とする横丁で、ナニワの
風情を継承するために２項道路の後退は行わず（２項道路の廃止）、本制度を
活用しながら横丁の早期再建を目指すものである。いずれも、袋路や横丁関係
者の協定締結を条件に、袋路・横丁の幅員（４ｍ未満）はそのままで、接する
敷地の建て替えを可能にしている。 
また、「３項道路指定」に関しては京都市の祇園町南側地区が挙げられる。
ここでは歴史的街並みの景観を守りながら地区全体の安全性を確保する目的で、
「細街路条例」、「防火条例」、「地区計画による建築条例」のセットで、現
行幅員（2.7ｍ）のままの建て替えを可能としている。すなわち建築基準法第43
条の２に基づき「細街路条例」を定め、建築物の制限（階数制限、内装制限）
を付加することにより沿道の安全性を確保した。また建築基準法第40条に基づ
き「防火条例」を定め防火・準防火地域を外し、さらには街並み誘導型地区計
画の建築条例（道路斜線の緩和等）を定めることにより、現在まで続く木造の
お茶屋の景観を守った。 
なお、本研究では事前調査として、京都市と大阪市を対象にヒアリング調査
を行っている（資料１参照）。 
 
都市計画・まちづくりを巡る諸制度が、より地域と市民に密着した実践を促
進する方向へと大きく舵を切り、行政組織も新たな領域へのポテンシャルを高
め、さらには４ｍ未満沿道建物の建て替えに関するに関する新たな法制度の枠
組みが登場するこの変化の流れの中で、東京区部における細街路整備の取り組
みがどのように変化したのか、また残された課題は何なのか、区部全体で網羅
的に把握し、今後の整備に活かしていく意義は大きいと考える。 
よって、2009調査では1996調査項目に加え、新たに前面道路幅員４ｍ未満の
ままでの建て替えを可能としたケースの有無やその手法に関する設問を行い、
自治体独自の基準による細街整備の進捗を探った。 
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注 
注２－１) 調査票 A,D,F の設問Ⅰでは、道路の現状について、公道・私道の種
別ごとに、把握されている道路延長・本数を、幅員別に記入してもらった。
調査票 A では４ｍ未満の公私道について、調査票 D では公私道の区別なく全
体の道路現況把握状況について、調査票 F では公道の幅員別把握状況につい
て、尋ねた。 
注２－２) 例えば、調査票 A 設問ⅡQ2,3 では、設問Ⅰにおいて「建築基準法上
の道路扱いが未判定である路線本数」の欄に記載がなかった理由とその原因、
を尋ねた。 
注２－３) 例えば、調査票 B設問ⅢQ3では、「狭隘道路拡幅整備を行う際に、建
築基準法上の道路の存否・位置が不明なままの道路の存在がネックだと感じ
られることはありますか。」を尋ね、「ある」、「ない」を２択で選択してもら
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った。同じ趣旨で、調査票 D,E,Fの設問設定も行った。 
注２－４) 調査票 A 設問ⅡQ12 では、「判定作業の結果結論が出せないケース」
の有無を尋ね、設問ⅡQ16設問ⅢQ10では、「建築基準法上道路の存否の判定」、
「２項道路の中心位置の確定」に際したトラブル発生の有無を尋ねた。 
注２－５) 調査票 B の設問Ⅰでは、狭隘道路拡幅整備事業の申請件数、後退整
備済み確認件数等を記入してもらった。図３－９の「拡幅整備済み件数」で
は、現在の進捗状況を捉えるために、2004年度から 2006年度までの拡幅整備
済み件数を合計した。2007年度と 2008年度を除いた理由は、「耐震偽装問題」
に端を発した 2007年 6月建築基準法改正と、2008年 9月の「リーマンショッ
ク」により、それまでのデータの傾向と大きく変動した区がみられたため、
別途考察を要することとし、今後の課題とした。図３－10では、1995年から
の累積拡幅済み件数として、1995年度から 2008年度までの拡幅整備済み件数
を合計した数値を用いた。 
注２－６) 調査票 C の設問Ⅰで、確認申請受付件数を記入してもらい、狭隘道
路拡幅整備事業開始からの累積確認申請件数として、1995年度から 2008年度
までのデータを合計した数値を用いた。 
注２－７) 調査票 Dの設問Ⅱでは、Q2で計画の諸元について、Q4で都市計画マ
スタープランとの関係について、Q10で都市マス改定時における考え方につい
て尋ねた。 
注２－８)図３－９の作成に用いた数値（注２-５参照）と、調査票 D の設問Ⅱ
Q2で尋ねた計画の諸元についての回答内容から作成した。 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
◆第３章  
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３ スポット的細街路整備の現状と課題 
 
３．１ 二項道路判定問題の所在とその影響 
 
３．１．１ 二項道路判定問題と細街路整備 
 建築基準法４２条２項道路の問題は、高見沢ら（1980）３－１）により、「既成
市街地の狭隘道路問題の縮図」であるとされ、その問題の所在の第一は「２項
道路の存否・位置に関する現状把握が十分でないこと」、第二は「４ｍへの拡幅
が遅々として進まないこと」、第三は「後退用地の整備・維持管理を、誰が・い
つまで・どの程度行うか明確にされていないこと」と指摘されている。 
 上記の問題のうち、第二と第三の問題に関しては、各区が狭隘道路事業に着
手したことにより、進捗の差こそあるものの解決へ向け着実なスタートを切っ
たとみることができる。一方第一の問題点に関しては、建築確認申請や不動産
売買の物件調査等に関わる相談が寄せられたことを契機として、事後的に解決
するケースはあっても、問題箇所の全体的な把握や、現状把握を阻む法手続き
のあり方に対する抜本的な解決策は、未だ見当たらないのが実状である。本研
究では、この最も対策が遅れている問題点を、「判定問題」と定義する３－２）。 
「判定問題」を概括すると次の通りである（図３－１）。「建築敷地は幅員４
ｍ以上の道路に２ｍ以上接道しなければならない」というのが、建築基準法上
の原則であるが、実際には４ｍ未満の道路沿道に、既存建築物が多数実在する
現状があり、そのために「救済事項」として設けられたのが、建築基準法４２
条２項である。これにより、「基準時当時一定の要件を満たしていた道で、特定
行政庁の指定したものは、建て替えの際に基準時当時にあった道の中心から２
ｍセットバックすれば建築可能である」ということになった。しかし、その「指
定」が、東京都の一括告示による「要件のみの指定」にとどまったため、その
結果、道一本ごとの即地的な指定は行われず、個別敷地の建て替え時の建築確
認の度ごとに、その都度基準時の状況を「再現」し、２項道路の存否と位置を
判定する作業が行われている。その際、道路の現況境界が不明確である路線や、
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過去の確認申請件数が少ない路線、扱いが異っている路線において、基準時当
時を再現し得る客観的資料の不足や、これら資料・証言の食い違い等の理由に
より、トラブルが発生している。こうしたトラブルの発生そのものに加え、判
定作業の結果「道路扱いできない」ケース等、建て替えできない問題、さらに
は、４ｍ未満細街路の現況把握が十分でないため、どこに潜在的な問題が存在
するのか把握できていない問題もあわせ、判定問題と定義する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－１ 判定問題 
 
この「判定問題」を巡っては、現状幅員が４ｍに満たない路線の沿道での建
て替えに際し、周辺住民をも巻き込んだ聞き取り調査等が求められている現状
がある。これらの調査の進行が、近隣住民間や住民と行政間のトラブル発生を
左右し、双方の信頼関係にまで影響を及ぼすという意味において、判定問題の
存在は、防災まちづくりの進展に、密接に関わっているといえる。 
そこで、本章では、まずこの判定問題の所在と、解決策の実践状況を確認し、
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な指定は行われず
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次いで、この問題の影響について触れることとする。これにより、「既成市街地
の狭隘道路問題の縮図」とされる２項道路問題のうち、最も対策が遅れている
判定問題の残存が、東京区部の市街地防災性能向上へ向けた細街路整備の取り
組みに、どのような影響をもたらしているのか、明らかにすることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
35 
３．１．２ ４ｍ未満細街路の現況把握状況 
先述したとおり、判定問題には次の３つの問題が含まれる。一点目は、判定
作業を通じたトラブルの発生そのものの問題、二点目は、判定作業の結果道路
扱いできない等のため建て替えできない問題、三点目は、どこに潜在的な問題
が存在するのか把握できていない問題である。本節では、上記三点目に関連し
て、東京都２３区各区の４ｍ未満道路に関する現況把握状況を、次のとおり概
括する。 
表３－１は、幅員４ｍ未満の道路の延長長さと本数とを、各区がどのように
把握しているかを調べるために、それぞれの数値についてアンケート調査票に
記入してもらった結果で、(1)が 2009 調査結果、(2)が 1996 調査結果である。
各票の左側半分が、幅員４ｍ未満道路として把握している数値、右側半分が２
項道路扱いを行っている路線として把握している数値を記入してもらった結果
である。これによると、1996 調査時点では延長長さによる回答記入が約半数程
度の区で行われたが、本数による回答記入は２～３区で行われたにすぎなかっ
た。対して 2009調査回答では、延長長さによる回答記入が半数以上の区で行わ
れ、本数による回答記入も半数近い区で見られた。このことから、１３年前に
比べ、２３区全体で「現状把握が進んだ」といえる。これは、国が平成１９年
度に通知した、２項道路等の「指定道路に関する情報管理の適正化」を含む技
術的助言注３－１）の普及とも整合する傾向である。 
しかし、「未判定路線の絶対数（延長・本数とも）の把握」は、未だ十分には
なされていない。これは、「未解決な路線を抱えたまま、指定道路図・調書の作
成、およびその公開（窓口、インターネットを含む）の要請に応えるのは、実
務上困難がある」、「情報の適正化だけでは解決できない路線がある」といった、
自治体行政の現場の声を裏付けるものでもある。 
図３－２は、未判定の路線を把握していない理由を聞いた結果であるが、「４
ｍ未満の実態を把握していない」、「実態は把握しているが判定済みかどうかチ
ェックしていない」と答えた区が、1996調査(13区)と比べ 2009調査では減少
したものの、まだ７区あった。 
それを行わない理由について聞いた設問に対し、「行政需要が無い」と答えた
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区は 1996年も 2009年も皆無で、「現在調査中」と回答した１区を除く全ての区
が、「行政需要はあるが、現在の体制・人員では無理がある」と回答した（図３
－３）。建築基準法上の道路の扱いが不明である路線の位置や総量を事前に把握
しておくことは、建築確認申請や不動産物件調査等への対応の迅速化につなが
るとともに、道路扱いできないケースの対策を事前に講じることが可能となる
ため、判定問題等によるトラブル回避につながることが期待できる。しかし、
これを行う体制の不十分が、アンケート調査回答からは示された。このことか
ら、未判定路線の実態解明のためには、体制の拡充が不可欠であるといえる。 
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表３－１ ４ｍ未満細街路の現況把握状況の変化 
（1）2009調査の結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)1996調査の結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
延長 本数 延長 本数 延長 本数 延長 本数 延長 本数
(km) (本) (km) (本) (km) (本) (km) (本) (km) (本)
千代田区 11.005 224 11.911 292 2.543 36 9.254 248
中央区 659 332 3
港区 53.100 1,012 49.400 919 38.400 700 49.400 919
新宿区 99.000 112.000 99.000 95.000
文京区 136.000 2 136.000
台東区 22.350 448 33.380 909 22.230 447 30.960 833 4
墨田区 94.216 94.216
江東区 1,859 1,230
品川区 61.000 144.000 61.000 144.000
目黒区 96.700 92.100 68.700 68.100
大田区 63.000 148.000 63.000 148.000
世田谷区 399.000 4,658 206.000 5,732 239.000 2,892 85.000 1,992
渋谷区 67.100 748 93.000 2,030 67.100 748 73.400 1,463
中野区
杉並区 162.000 170.000 30以上
豊島区 230.000 1,146 230.000 100
北区
荒川区 47.700 56.100 47.700 56.100
板橋区 105.962 1,775
練馬区
足立区 123.000 1,432 57.000 1,190 123.000 1,432 57.000 1,190
葛飾区 58.500 1,162 355.000 5,857 55.000 1,100 50.000 1,300
江戸川区 64.858 762 126.637 3,874 64.858 762 33.769 843
未判定
建築基準法上の扱い現況幅員
４ｍ未満
公道 私道
２項道路
公道 私道
 
延長 本数 延長 本数 延長 本数 延長 本数 延長 本数
(km) (本) (km) (本) (km) (本) (km) (本) (km) (本)
千代田区 0.075 2 15.570 280 0.626 37
中央区 7.000
港区 36.600
新宿区 100.000 125.000
文京区 10.966
台東区 41.410 57.848
墨田区 50.660 94.000
江東区 15.000
品川区 69.570 61.000 144.000
目黒区 73.870
大田区 62.320 573 62.317 573 147.500 3,100
世田谷区 356.000 244.000 499.000
渋谷区 65.000 75.000
中野区 179.300 118.000
杉並区 334.500 160.000 170.000
豊島区 89.000 125.570
北区 166.000 150.000 約5000
荒川区 59.584 69.270
板橋区
練馬区
足立区 267.500 170.590 61.870
葛飾区 51.000
江戸川区 125.000
未判定
建築基準法上の扱い現況幅員
４ｍ未満
公道 私道
２項道路
公道 私道
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図３－２ 未判定路線を把握していない理由の変化 
（左；1996調査結果 右；2009調査結果） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－３ ４ｍ未満の実態調査、判定済みかのチェックを行わない 
理由の変化 
（左；1996調査結果。右；2009調査結果。） 
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３．１．３ 判定問題の所在 
本研究では、既往研究３－１）により提起された２項道路問題のうち、対策がも
っとも遅れている「２項道路の存否・位置に関する現状把握が十分でないこと」
に着目し、存否・位置の現状把握のために必要不可欠な、判定作業に関わる問
題を「判定問題」と定義した３－２）。すなわち、東京都下では、建築基準法第４
２条第２項の運用に関し、東京都告示による一括指定（基準時 1950年当時の要
件のみによる指定）がなされたため、個別建て替えの際や、不動産物件調査等
のたび毎に、当該物件の前面道路が４ｍ未満であった場合には、６０年前の客
観的な個別実態に照らして「２項道路であるかないか」と「中心位置はどこか」
についての判定を行っている。その際に、基準時当時を再現するに足る客観的
資料の不足や、資料・証言の食い違い等の理由により、さまざまなトラブルが
発生しているという問題である。この判定問題に関し、1996 調査と同様の設問
を 2009調査でも行ってみると、以下の結果が得られた。 
２項道路の存否・位置の判定作業の結果、「結論を出せないケースがある」と
答えた区が減少はしたものの、まだ半数あった（図３－４）。 
また「２項道路の存否に関すること、位置に関すること、それぞれの判定作
業に際してトラブルが発生することがあるか」との問いに対しても、「よくある」、
「たまにある」と答えた区が、1996調査よりも増加した（表３－２）。 
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図３－４ 「判定作業の結果、結論を出せない」ケースの有無 
（左；1996調査結果。右；2009調査結果。） 
 
 
 
 
 
表３－２ 存否・位置の判定作業に際したトラブルの有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
よくある
（1区）
たまにあ
る（13区）
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（8区）
無記入（1
区）
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0%
たまにある
（１１区）
48%
全く無い
（１１区）
48%
無回答（１
区）
4%
 
1996年度調査 2009年度調査 1996年度調査 2009年度調査
「よくある」と回答
した区の数 0 0 1 2
「たまにある」と
回答した区の数 16 17 17 19
「全く無い」と回
答した区の数 5 5 4 1
無回答 2 1 1 1
計
存否の判定に際したトラブル 位置の判定に際したトラブル
23区
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さらに、「位置の判定に関するトラブルが全く無い」と回答した区が４区から
１区に減少している（表３－２）。以上のことは、建築確認や不動産売買の事前
調査に対応する行政実務の中で、判定問題が依然として存在していることを示
している。 
そのトラブルの内容に関する自由記載欄(図３－５)では、「過去の建築確認の
内容と現状との不一致」や、「行政の判定結果に対する関係権利者からの異議申
し立て」、「関係権利者間での異なる主張の提出」といった記述が多くの区で繰
り返されている。このことは、60年前である「1950年の基準時当時の客観的状
況を証明する」ことが、ますます困難となる中で、その法手続きの矛盾が、行
政と関係権利者との間、あるいは関係権利者同士の間で、曖昧であるが故の双
方の認識の食い違いを引き起こし、ひいては感情的なトラブルに発展するケー
スが発生していることを示している。 
また、「判定の結果、調査敷地の前面道路が２項道路の要件を満たしておらず、
建築基準法上の道路扱いにならなかった」場合の対処方法を、複数回答で聞い
た結果が図３－６であるが、「建て替え不可として、関係権利者に回答する」と
答えた区が 13 区ともっとも多く、1996 調査の 14 区と比較しても、その状況に
大きな変化はみられなかった。また、同図中、「建築基準法第 42 条２項以外の
適用や、規制誘導手法により、建て替えを可能にすることがある」と答えた区
が５区、「その他」と回答した区が４区あるが、いずれもその具体的内容は、「４
３条但し書き許可注３－２）の適用」であった。唯一、荒川区だけが、「４３条但し
書き許可の適用」とともに複数回答で、「荒川区近隣まちづくり推進制度」と「近
隣まちづくり協定」を挙げていたが、荒川区の近隣まちづくり推進制度に関し
ては、本アンケート調査に先立ち 2009 年 8 月 18 日に行ったヒアリング調査結
果から、相談実績件数５９件、採用実績件数０件という現状であった。「その他」
の回答の中で、具体的内容が示されたのは１区で、港区の「４３条但し書き許
可の適用」のみであった。以上、「道路扱いできないが建替可能とした場合の制
度手法」をまとめると図３－７のとおりで、「４３条但し書き許可を適用する」
と答えた区が、1996 調査と同様に最も多く、それ以外の手法を採用しているの
は、荒川区の「近隣まちづくり推進制度」と「近隣まちづくり協定」のみであ
42 
った。 
これらのことは、２項道路の判定問題を乗り越えて、「４２条２項以外の適用
や、その他の規制誘導手法を弾力的に運用し、建て替えを可能にする」事例の
蓄積が、東京区部では未だ十分でないことを示しているものである。 
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図３－５ 判定作業に際したトラブルの内容 
 
 
 
 
（存否の判定）
建て替えできないときにトラブルになることが時々ある。
２項道路の存否、中心線の位置・終端の位置、道路の所有権など
建て替えできないことに対する不満を訴えてくる人がいる。
再建築できないとのトラブル
依頼人や関係権利者との意見の食い違い。
過去に於ける建築確認処分の状況との不一致によるトラブル。
建築物の建て替えに関するトラブル
道路ではなく、自敷地内の通路であると主張し、２項道路と認めない。
関係権利者で異なった主張がでたとき、判断に苦慮する。
相手方と道路の形状、幅員、建ち並び等の認識の相違による。
（中心位置の判定）
確定した中心線の扱いに関して時々ある。
住民間の主張の食い違い
昭和２５年当時の中心位置や過去に後退した経緯等についての近隣トラブル
所有権上、公平ではない。
依頼人や関係権利者の意見の食い違い。
過去の確認申請において、中心の取り方が統一していないケース
過去の確認処分が異なる判定のケース。
所有権との関係性について問われることが多い。
中心線の位置についてお互いの意見が異なる。
地物の取り方に疑義があるとして、たまに陳情があります。
中心線の位置が自分の敷地側に寄っている。
法４２条２項道路の中心位置の認識の相違
中心の考え方に理解を得られない。
道路の両側の住民が互いに「自分は既に後退している」と主張して譲らない。
調査依頼者と区の考え方の相違
道路中心の協定を結ぶ上で関係者間でなかなか合意に達しない。
基準法の道路の中心位置と土地所有権に纏わる問題、又は道の対面の塀が突出
し道幅を狭くしたというような相隣問題を含むトラブルが多い。
私道で、現況中心と地境中心との認識の違い。公道で、現況中心と現況道路に
国有地等が含んでいる場合、その中心線のとらえ方の認識の違い。
存否・位置の判定に際したトラブルの内容（2009調査結果自由解答欄への記載を
転記した。）
特に２項道路の存否・中心位置、位置指定道路の位置の再現をめぐり、利害関
係者から地元関係者より行政に対し、異議を唱えられる。場合により審査請求
事件に発展することもある。
私道で、基本的には現況道路の幅員の中心線であるが、地境中心のみで主張す
る場合。
昭和２５年の基準時に、現在の道路形態が存在したのか。また、中心線はどこ
なのか。
私道の場合、終点位置および中心位置について関係権利者間で確定することが
できないケース。
過去に後退済みであり、後退する必要は無いとの主張・中心の位置について納
得できないとの主張
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図３－６ 判定の結果道路扱いできない場合の対処方法（複数回答） 
（上；1996調査結果。下；2009調査結果。） 
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図３－７ 道路扱いできないが建替可能とした場合の制度手法 
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３．１．４ 判定問題の影響 
さらに、「判定問題の存在＝細街路整備の各部門に負の影響を及ぼしている」
との仮説のもと、狭あい道路整備事業部門、都市計画部門、まちづくり部門、
道路（区道）管理部門それぞれの担当者に、「未判定路線の存在が日常業務遂行
上のネックと感じるかどうか」の所感を尋ねる設問を行った。 
その結果、2009 調査では「ネックであると感じることがある」と回答した割
合が、まちづくり部門以外では 1996 調査より減少した（表３－３）。一方、ま
ちづくり部門では「ネックと感じる」と回答した区が９区に上り、1996 調査よ
り増加した。 
そこで、図３－４および表３－２で示した設問に、「よくある」と回答した区
を１０点、「たまにある」と回答した区を５点、「全く無い」と回答した区を０
点と、便宜的に数値化し、各設問の合計数値を用いることで、判定問題の相対
的な深刻度を測る指標とした。（表３－４）この結果を、1996調査結果における
同数値との比較でみたところ、図１－３に示した「４ｍ未満接道住宅割合のも
っとも高いグループ」（４ｍ未満接道住宅戸数の総住宅戸数に対する割合が
37.3％以上）に属する７区のうち５区（杉並、豊島、新宿、荒川、目黒）が、
依然として判定問題の深刻度が高い状況にあることがいえた（図３－８）。一方、
「４ｍ未満接道住宅割合のもっとも低いグループ」（４ｍ未満接道住宅戸数の総
住宅戸数に対する割合が 10.0％未満）に属する区（千代田区、中央区）は両区
とも、判定問題の深刻度が低い状況であることが確認された。 
これらのことは、判定問題は、その度合いが深刻なところほど、問題状況が
固定化される傾向にあるため、早急な対応策が求められていることを示してい
るといえる。 
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表３－３ 判定問題の影響の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表３－４ 判定問題の深刻度 
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京
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東
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江
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品
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目
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渋
谷
中
野
杉
並
豊
島
北
荒
川
板
橋
練
馬
足
立
葛
飾
江
戸
川
よくある
たまにある 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
全く無い 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
よくある
たまにある 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
全く無い 0 0 0 0 0
よくある 10 10
たまにある 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5
全く無い 0
0 0 10 15 15 15 15 5 5 15 10 20 5 5 15 15 15 10 15 15 15 10 10
判定作業
の結果、結
論が出せ
ないケース
の有無
存否・種別
の判定に
際したトラ
ブルの有
無
中心位置
の確定に
際したトラ
ブルの
有無
計
 
個別建替え
時の４ｍ拡
幅に際し、
建築基準法
上の扱いが
未判定の路
線の存在が
ネックだと
感じること
があるか
都市計画の
立案に際
し、建築基
準法上の扱
いが未判定
の路線の存
在がネック
だと感じる
ことがある
か
地区まちづ
くり事業推
進に際し、
建築基準法
上の扱いが
未判定の路
線の存在が
ネックだと
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道路（区
道）の管理
に際し、建
築基準法上
の扱いが未
判定の路線
の存在が
ネックだと
感じること
があるか
1996年度調査 10 7 7 7
2009年度調査 7 6 9 2
1996年度調査 9 11 11 11
2009年度調査 12 15 14 18
1996年度調査 4 5 5 5
2009年度調査 4 2 0 3
23区
「ある」と回
答した区の数
「ない」と回
答した区の数
無回答
計
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図３－８ 判定問題の深刻度の推移 
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３．２ 狭あい道路整備事業の進捗状況 
 
私的所有の側面が強い細街路であるが、沿道の建て替え更新の可否を左右し、
そのことで居住者の生活環境にも、地域社会の市街地性能にも大きな影響を及
ぼすという点では、細街路も都市の社会的資本の一部といえる。 
４ｍ以上あればそのまま建て替え可能であるが、４ｍを割り込む場合には判
定作業が求められ、その結果、図３－４で見たように結論が出せない場合には、
建て替え不可となる。そのまま放置すれば、関係権利者の高齢化等により、1950
年の基準時状況再現が困難になり、ますます建て替えができなくなる。この状
態は、ひとたび災害が発生すれば被害拡大の誘因となりうる、負のストックの
滞積といえる。本節ではまず、この負のストックの解消に狭隘道路整備事業が
どの程度役立っているのか考察する。 
図３－９は、「直近３カ年（2004年から 2006年）における拡幅整備済み件数」
の、「４ｍ未満接道住戸数」に対する割合を示したグラフである。2007年と 2008
年のデータを除いた理由は、「耐震偽装問題」に端を発した 2007 年 6 月建築基
準法改正と、2008 年 9 月の「リーマンショック」により、それまでのデータの
傾向と大きく変動した区がみられたため、別途考察を要することとしたためで
ある。また、図３－10は、「1995年からの累積拡幅整備済み件数」の、「４ｍ未
満接道住宅戸数」に対する割合を示したグラフである。この図の作成は、「累積
の実績」をみる目的で行ったため、1995年度から 2008年度までのデータが全て
そろった区を対象とした（新宿区、品川区、大田区は、それぞれ 2002年、2001
年、2004年からの回答であったため、対象外とした）。図３－９によると、直近
３カ年の狭あい道路整備の実績が最も進んでいる台東区では、2006 年までの３
年間に、2004 年時点の４ｍ未満接道住宅戸数の約３％の住宅の敷地が、中心か
ら２ｍまでの後退整備を完了している。また、図３－10 からは、「累積の実績」
が高い上位５区（台東、荒川、中野、文京、豊島）では、「４ｍ未満接道住宅戸
数」の 1993年時点での総量の１割以上が、既に拡幅整備済み（中心から２ｍま
での拡幅整備の完了）であることがわかる。このように、進んでいる区では、
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４ｍ未満接道住宅戸数の 1993年時点での総数の約１割を、年間１％のスピード
で解消（中心から２ｍまでの拡幅整備の完了）していることから類推すると、
進んでいる区の今のやり方を踏襲し、あと約９０年続ければ、道路中心線の両
側２ｍずつの拡幅整備が完了し、４ｍ未満道路問題をすべて解消できるといえ
る。 
また、図３－10 における上位からの順位と図３－９におけるそれとの比較か
ら拡幅整備済み実績を近年伸ばしている区を見たところ、文京（累積４位→近
年２位）、北（累積８位→近年６位）、目黒（累積９位→近年７位）の各区が、
図注の上位からの順位を２位以上繰り上げており、近年の実績を伸ばしている
ことが読み取れた。 
さらに、図３－10と図３－11との比較から、図３－12のとおり狭隘事業の進
捗と４ｍ未満接道住宅戸数増減との関係が読み取れた。これによると、図中①
右下のグループ（台東、荒川、中野、文京、豊島、葛飾、北）は、狭隘事業に
よる累積拡幅整備済み件数の割合が高く（平均値以上）４ｍ未満接道住宅戸数
が減少している若しくは増加が少ない（平均値以下）グループといえる。ここ
では、４ｍ未満道路沿道での土地の細分化や集合住宅の築造などにより４ｍ未
満接道住宅戸数が過渡的に増加しても、狭隘事業が進捗しているため、その程
度が抑えられている傾向にあると考えられる。図中②右上のグループ（杉並、
目黒）は、狭隘事業による累積拡幅整備済み件数の割合が高く（平均値以上）
４ｍ未満接道住宅戸数の増加が大きい（平均値以上）グループである。このグ
ループは両区とも、４ｍ未満接道住宅割合が最も高いグループ（図１－３）に
属している。このグループはもともと４ｍ未満の道路が多いと考えられるため、
建て替えが進み狭隘事業が進捗していても、同時に４ｍ未満接道敷地での土地
の細分化や集合住宅化が進むと、４ｍ未満道路両側拡幅の完成スピードを片側
拡幅状態での沿道の接道住宅戸数増加スピードが上回ってしまっているものと
考えられる。図中③左上のグループ（墨田、板橋、練馬）は、狭隘事業による
累積拡幅整備済み件数の割合が低く（平均値以下）４ｍ未満接道住宅戸数の増
加が大きい（平均値以上）グループである。ここでは、狭隘事業の進捗が遅れ
ているため、先述した４ｍ未満接道住宅戸数の過渡的な増加現象が、最も直接
51 
的に表れてきているものと考えられる。図中④左下のグループ（渋谷、江戸川、
世田谷、足立、江東）は、狭隘事業による累積拡幅整備済み件数の割合が低く
（平均値以下）４ｍ未満接道住宅戸数の増加が少ない（平均値以下）グループ
である。このグループに属する各区は、渋谷区を除きいずれも４ｍ未満接道住
宅割合が最も高いグループ（図１－３）には該当しない。区内全域をみた場合
４ｍ未満の道路が②のグループほどは多くないと考えられるため、狭隘事業の
進捗が遅れていても②のグループほど過渡的な４ｍ未満接道住宅戸数の増加現
象が進行しないものと考えられる。渋谷区については、４ｍ未満沿道での細分
化や集合住宅化等による過渡的な４ｍ未満接道住宅戸数増加が、②のグループ
ほど進行していないことが考えられる。 
一方、狭あい道路整備事業の進捗状況を分析するにあたり、確認申請件数と
４ｍ未満接道住戸数の増減とが、どのような関係にあるかを図３－13 によりみ
た。2009調査結果から、1995年度～2003年度のデータが全てそろった区の累積
確認申請件数を横軸に、住宅土地統計調査 1993年度～2003年度の４ｍ未満接道
住宅の増減戸数を縦軸にとり相関をみると、一定の相関（相関係数 0.68）が得
られた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－９ 2004年度～2006年度における拡幅整備済み（道路中心から２ｍまで）
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図３－10 1995年からの累積拡幅整備済み（道路中心から２ｍまで）件数の、
1993年４ｍ未満接道住戸数に対する割合 
（累積件数は、2009調査結果より、1995年度～2008年度のデータが全てそろった区で作成
した。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－11 ４ｍ未満接道住宅戸数増減率 （1993→2003年度） 
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図３－12 狭隘事業の進捗と４ｍ未満接道住宅戸数増減との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３－13 確認申請累積件数（1995～2003年度）と 
４ｍ未満接道住戸増減数（1993→2003年度）との関係 
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このことから、先述した４ｍ未満接道住戸数の増加現象は、個別の建て替え
更新と連動する形で起こっているのではないかという推測が実証されたと言え
る。そこで、狭隘道路拡幅整備事業の取り組み方に焦点をあて、当該事業担当
部署宛に発送・回収した、調査票（B）の回答内容から、４ｍ未満接道住宅割合
の増加率（図３－11）が高い区（練馬、目黒、墨田、大田、新宿）に共通に見
られる傾向を探ったところ、次のことが明らかになった。 
すなわち、「L 型側溝の移設までを目標とした狭あい道路整備事業誘導システ
ム」を構築していない区において、４ｍ未満の接道住宅戸数が大きく増加して
いるということである（表３－５）。４ｍ未満接道住宅増加率の高い上位５区の
すべて（練馬、目黒、墨田、大田、新宿）が、「建替え時の 2項道路におけるセ
ットバックの際、必ずしも後退用地に L 型側溝を入れない」という事業推進体
制であった。 
つまり、これらの区では、「事業申請率が低い」、「自主整備が多い」、「路線と
しての境界確定が条件の公道では、個別敷地前面道路のみの L 型移設ができな
い」、「申請はされたが、L 型等の移設がされていない（目地等で対応）」、「セッ
トバック部分の現場の築造（道路として工事するか）はケースバイケース」等
の回答がみられ、L型側溝までの道路築造を誘導していない。それに代わる、セ
ットバック部分を将来に渡り道路空間として確保していける独自方策も、読み
取れなかった。これは、建て替え後、再び道路境界が曖昧になり、街路が狭隘
になってしまう可能性があるということを示している。調査回答自由記入欄の
記載の中にも、「Ｌ型を移設しない整備（背面整備）を未だに行っており、整備
後の管理も所有者のままなので、しばらくして花壇やゴミ置き場になってしま
うことも多く、道路空間が効果的に広がっていない実態がある」との記載が見
られた。 
これらから、本事業の「整備済み」の定義は、区によって異なり、必ずしも
道路の築造（L型側溝の移設）までを意味していないといえる。区による事業の
取り組み方によっては、「道路中心から２ｍまでの片側拡幅が、空間確保を将来
に渡り保障できる形で実現されていないため、道の両側で建て替えが終わって
も、合わせて４ｍの道路空間が完成していない」との、アンケート調査自由回
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答欄への記載も見受けられた。このような事業の取り組み方を採用している区
においては、建て替え時に敷地細分化や、アパート等の築造が進むと、それに
よる住戸数の増加が、幅員４ｍの道路空間完成スピードを上回り、４ｍ未満接
道住宅戸数割合の増加現象につながっていくものと推察される。 
一方、増加率順位が低い方の３区については、L型側溝の移設までを本事業の
ゴールとして明確に位置づけ、個別敷地の建て替えの機会を逃さずに、着実な
片側２ｍ拡幅を確保する事業推進体制となっていることが判明した。このよう
な、豊島区、品川区、台東区の現在のやり方で狭あい道路整備事業に取り組め
ば、たとえそれが道路中心から２ｍまでの片側拡幅であっても、その積み重ね
により、４ｍ未満解消に向けた着実な一歩を刻むことが可能と考えられる。 
すなわち、「L型側溝の移設」という狭隘道路整備手法で、「将来に渡る道路空
間としての担保がとれるやり方」を誘導できなければ、たとえ建て替えが進ん
でも、４ｍ未満接道住宅が増え続ける傾向をたどることになりかねないという
ことが考えられる。これらのことから、中心から２ｍラインまでの道路築造を
いかに有効に進めるか（L型側溝移設までをいかにうまく誘導するか）が、狭隘
事業本来の事業目的を達成させる鍵であるといえる。 
なお、中心から２ｍラインまでの道路築造を有効に進めていても、４ｍ未満
住宅戸数の増加率が上位（図３－11で平均値以上）の区（杉並、板橋）がある。
杉並区については、狭隘事業による累積拡幅整備済み件数の割合が高く（図３
－10で平均値以上）４ｍ未満接道住宅戸数の増加が大きい（図３－11で平均値
以上）グループに属している。このグループに属する杉並区では、狭隘事業が
進捗し中心から２ｍラインまでの道路築造が有効に進められていても、同時に
４ｍ未満接道敷地での土地の細分化や集合住宅化が進むと、４ｍ未満道路両側
拡幅の完成スピードを片側拡幅状態での沿道の接道住宅戸数増加スピードが上
回ってしまっているものと考えられる。また板橋区については、狭隘事業によ
る累積拡幅整備済み件数の割合が低く（図３－10 で平均値以下）４ｍ未満接道
住宅戸数の増加が大きい（図３－11 で平均値以上）グループに属している。こ
こでは、狭隘事業の進捗が遅れているため、先述した４ｍ未満接道住宅戸数の
過渡的な増加現象が、最も端的に表れてきているものと考えられる。狭隘事業
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の進捗が遅れる要因として考えられるのは、事業申請率（確認申請件数に対す
る狭隘道路整備事業申請件数の割合で 2004 年度から 2006 年度までの平均値注３
－３）の低さである。板橋区では事業申請率が 15％と低いため、たとえ狭隘事業
の申請がなされた物件の中心から２ｍラインまでの道路築造が有効に進められ
ていても、狭隘事業の申請そのものが少ないために４ｍ未満接道住戸数の増加
現象が続いているものと考えられる。 
 また、L型側溝移設までの誘導を実施し、建て替えの度ごとに道路中心から２
ｍまでの片側拡幅が順次進行していることが予測される区においても、データ
上の４ｍ未満接道住宅戸数の増加現象が読み取れるという点に関しては、４ｍ
未満細街路の幅員の変遷を解明し得る、新たな集計のあり方が求められている
といえる。例えば従前の現況幅員が 2.7ｍの道路を片側拡幅して 3.35ｍに広が
ったというような、４ｍ未満の中における拡幅の到達段階の実態をきめ細かく
反映し得る、住宅・土地統計調査データの新たな集計方法を、検討するべきで
ある。 
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表３－５ ４ｍ未満接道住宅増加率の高い区と 
道路築造の担保性のない整備手法との関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設問Ⅱ
Q3 Q1 Q1 Q2
事
業
申
請
率
※
２
事
業
施
工
率
※
３
狭隘道路整備事業申請件数に
対して、整備済み確認件数が少
なくなる要因
拡幅整備工事の主体および、
後退用地管理の主体
実際に、どこまでの「現場の築造」を指導し
ているか
個々の建て替えと同時にL型・
縁石・石杭等の新設、移設を行
わない場合、後退位置の将来
的な担保は何によって行われ
ているか
1 練馬区 4% 99% ＿
すべて申請者。（私道のみが事
業対象）
状況によりL型・縁石の新設移設。その他、
ケースバイケース。
目地棒等による境界表示。 ○
2 目黒区 45% 53%
未着工、取り下げ、違反等のほ
か、路面整備がされても隣地境界
塀が残存したり、プランターや花
壇が設置される場合がある。
公道で無償使用承諾・寄付の場
合はすべて区。公道で整備承諾
の場合は工事のみ区。私道は整
備承諾が得られた場合、工事の
み区。あとは、申請者。
公道では、境界確定が条件となり、L型移設
ができない場合も多い。私道で区施工はL型
を移設する。そのほか、ケースバイケース。
担保されない。 ○
3 墨田区 24% 47%
工事するかは任意で、強制ではな
いので、事前協議数より（後退済
み件数が）少なくなる。
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
道路中心を路面に明示しないとわからない場
合に、中心鋲の打設までを指導。公道の場
合、後退杭設置を指導。その他、ケースバイ
ケース。
特になし。 ○
4 大田区 22% 48%
申請はされたが、L型等の移設が
されていない。
全て区。 L型・縁石の新移設
後退位置に、目地等を入れても
らっている。
○
5 新宿区 57% 35%
自主整備・自主管理の物件も多い
ため。
公道は区。
私道は申請者。
目地等を入れ、後退線を明確にし、既存道路
の舗装に合わせる。
建築主に区でも工事をする旨説
明し、拡幅に協力いただく。
○
6 板橋区 15% 67% 未着工、取り下げ
公私道とも、拡幅整備工事は
区、後退用地の管理は申請者。
中心鋲の打設、塀その他の後退・撤去、後退
用地の路面の整備、L型・縁石の新設移設
中心鋲を打設。鋲の測量によ
り、中心線確定図を作成する。
×
7 杉並区 29% 66%
未着工、取り下げ、違反等のほ
か、自主整備となったもの。
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
特に求められた場合に中心鋲の打設、電柱移
設等を行う。その他、ケースバイケース。
自主整備計画書の提出 ×
8 中央区 ＿
9 中野区 50% 82% 未着工、取り下げ
公道は整備も管理も区。私道は
整備が区または申請者で、管理
は申請者。
L型・縁石の新設移設
原則として、L型等の新設を行
わない場合はない。
×
10 江戸川区 10% 75% 取り下げ
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
中心鋲は公道の場合のみ区が打設。塀その他
の突出物は申請者が撤去。後退用地の路面整
備は申請に基づき区が施工。既存のL型等の
移設は行わないが、申請者に後退杭を支給す
る。
申請者自身が区から支給された
後退杭を設置し、後退部分を目
地等で明示する。
○
11 渋谷区 32% 43%
完了届が出された物件のみ、完了
検査時に確認するため。
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
中心鋲の打設は、後退用地寄付の場合のみ区
が実施。塀その他の後退・撤去は工事費の一
部を助成。後退用地の路面整備は、整備承諾
を得て区が実施。寄付の場合に後退杭設置。
L型・縁石の新設移設は、整備承諾で区が工
事。
条例により、L型等の後退を指
導している。
×
12 葛飾区 27% 46%
未着工や、不動産評価目的の（現
場建築をしない）申請件数も含ま
れるため。
全て区。 L型・縁石の新設移設
L型・縁石の新設移設をしなけ
れば、担保されない。
×
13 足立区 6% 89% （回答記入なし）
公道の後退用地管理のみ、区。
あとは全て、申請者。
中心鋲の打設、塀その他の後退・撤去、後退
用地の路面整備、後退杭設置（区道の場合に
標示杭支給）、L型・縁石の新設移設、水道
メーターの移設等
必ず後退位置に、L型や縁石等
を新設移設する。
×
14 世田谷区 23% 45%
申請はされたが未着工だった、自
主整備の場合は後退済み件数には
算入しない。
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
後退用地の路面の整備、L型・縁石の新設移
設。
自主整備のように、L型・縁
石・境界杭の新設移設を行わな
ければ、担保されない
×
15 荒川区
確認
件数
無
回答
80% 年度またぎ分の誤差
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
後退用地の路面整備、L型の新設移設
申請者自身での、縁石設置を指
導している。
×
16 江東区 9% 64% 取り下げ
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
拡幅申請を事前に行わなくても、確認申請の
受付はする。確認申請とリンクさせ、申請率
が向上しても、拡幅整備工事率減少が考えら
れ、課題が残る。
建築基準法第42条 ×
17 北区 32% 93% 未着工、取り下げ、違反等
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
L型・縁石の新設移設
塀等の移設、目地棒等による明
示など、視覚的に後退位置がわ
かるよう提案する
×
18 港区 ＿
19 文京区 41% 73% 未着工、取り下げ、違反等
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
中心鋲の打設、塀その他の後退・撤去、後退
用地の路面の整備、L型・縁石の新設移設
（そのようなケースは、）な
し。
×
20 千代田区 ＿
21 台東区 24% 68%
未着工や、建築を伴わない申請も
あるため。
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
路面の整備、L型・縁石・雨水桝等の新設移
設
後退杭の設置。中心線等に関す
る事前協議書の永年保存。
×
22 品川区 35% 23% 未着工、取り下げ、違反等
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
中心鋲・後退杭を区で打設。塀その他の後
退・撤去を申請者に指導。L型・縁石の新設
移設を後退用地路面整備と併せて区で施工。
（回答記入なし） ×
23 豊島区 69% 67% 未着工、取り下げ
私道の場合の後退用地の管理主
体のみ、申請者。
あとは全て、区。
中心鋲の打設、助成制度による塀その他の後
退・撤去、後退用地の路面の整備、L型・縁
石の新設移設
質問の趣旨がわからない。 ×
事業無し
事業無し
事業無し
4m未満の
接道住宅戸
数増加率の
高さの順位
道路
築造
の担
保性
が無
い区
（○
印）
設問Ⅰ 設問Ⅲ
事業実績
※１
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※１事業実績；調査票（B）設問Ⅰの冒頭で、一覧表に年度ごとの事業実績を記入してもらった。                                      
※２事業申請率；確認申請件数に対する狭隘道路整備事業申請件数の割合（2004年度～2006年度までの平均値
注３－３）                               
※３事業施工率；狭隘道路整備事業申請件数に対する整備済み確認件数の割合（2004年度～2006年度までの平
均値注３－３）） 
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３．３ 第三章のまとめ 
 
①防災上危険な４ｍ未満道路の固定化を招く、1950 年にさかのぼることを前提
とする判定問題が依然として存在し、住民相互間および住民と行政間における
合意形成が不可欠の、まちづくり事業部門にマイナスの影響を及ぼしている。 
 
②判定問題は、その度合いが深刻なところほど問題状況が固定化される傾向に
あるため、早急な対応策が求められている。 
 
③最近の 10年間で 4m未満道路接道住宅戸数が増大しているのは、2項道路整備
などの狭隘道路の整備がもたらす結果である。片側後退での建物更新は見かけ
上そのよう状況を出現させる。 
重要なのは、片側後退による道路空間の拡幅分を、将来的にも確保できる、
事業誘導方策の実践である。 
 
④4m 未満道路接道住宅戸数が増大するのは、判定問題には直接関係しない路線
において、沿道敷地における細分化や集合住宅等の築造が進むことにより、接
道する住宅戸数が増大している結果であると考えられ、そのこと自体は過渡的
な現象である。 
ここで重要なのは、狭あい道路整備事業の中で関係住民への説得と納得を経
ながら、将来的にも中心から２ｍの道路空間が保障されるやり方で L 型側溝移
設までの事業誘導方策を大胆に実践している区で、道路ネットワークとして危
険な４ｍ未満道路の解消スピードが速いことであり、このことは、今後の整備
のあり方に大きな示唆を与える。 
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３－１）高見沢邦郎・小場瀬令二・池田孝之：既成市街地の狭隘道路問題,総合
都市研究第 10号,1980 
３－２）山崎明子・中林一樹：基盤未整備既成市街地における細街路整備の制
度上の問題点と解決策～東京２３区を事例とした自治体街づくりの視点から
～,日本建築学会大会学術講演梗概集 F,pp.499～500,1997.9 
３－３）有田智一,岩田司：建築基準法接道義務の但書き規定の運用実態とその
問題点,日本建築学会計画系論文集第 531号,PP187～194,2000.5  
３－４）有田智一,岩田司：接道困難敷地の実態に対応した接道特例許可の運用
のあり方―中野区のケース・スタディ―,日本建築学会計画系論文集第 533
号,PP135～142,2000.7 
 
注 
注３－１)建築基準法施行規則等の一部を改正する省令（平成１９年国土交通省
令第 66号。以下「改正省令」という）は平成 19年 6月 16日に公布され、改
正省令中、指定道路に関する情報管理の適正化に係る部分については、平成
２２年４月１日から施行するものとされた。そのため、国土交通省住宅局長
名による建築基準法道路関係規定運用指針に関する技術的助言が、平成１９
年６月２０日に各都道府県知事宛に通知された。その中で、４２条２項を含
む指定道路図及び指定道路調書の計画的な作成・保存とその閲覧が推奨され
た。 
注３－２)有田智一,岩田司（2000）３－３）３－４)は、建築基準法第 43条但し書き許
可の適用に関して、従来の個別敷地単位での一律取扱いの限界を指摘し、今
後は、「2項道路」、「3項道路」指定対象との峻別を図り、地区または街区レ
ベルでの周辺住環境を改善しうる、柔軟な方法としての「但し書き許可」活
用の余地があることを論じた。そのうえで、適用そのものに限界があるケー
スもあることを明らかにした。 
注３－３) 現在の進捗状況を捉えるために、注２－５と同様の理由で、2004年
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度から 2006年度までの、「確認申請件数」、「狭隘道路拡幅整備事業申請件数」、
「拡幅整備済み件数」を合計した数値により、各割合を求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
◆第４章  
「狭あい道路整備事業」と「区内全域の
道路網計画による細街路整備」に関する
区レベル分析 
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４ 「狭あい道路整備事業」と「区内全域の道路網計画によ
る細街路整備」に関する区レベル分析 
 
４．１ 区内全域の生活道路網計画の進捗状況 
 
防災性向上のためには、個別建て替え敷地の前面道路拡幅という個別問題と
してだけではなく、災害時に有機的に機能する道路ネットワーク整備として考
えることが重要である。そこで、各区が区内全域を対象として、どのような「道
路ネットワーク計画」を策定しているか、またその計画の詳細度、具体性、継
続性はどのようになっているのかを、アンケート回答内容から分析した。 
その結果、「生活道路のレベルまでの区内全域道路網計画を策定済み」とする
区は、1996調査の８区から、2009調査の１２区へと、大きな広がりをみせた（表
３－２）。また、「地区内の主要道路」、「主要な区画道路」、「区画道路」といっ
た、詳細な生活道路のレベルまでの路線指定を行い、具体化を図っている区が、
3 区から７区へと倍増した。さらに、「生活道路レベルまでを含む詳細な道路ネ
ットワーク計画を策定し、具体の路線や整備方策までを指定」している７区の
うち６区が、それを都市計画マスタープランに位置づけており、そのうちの４
区が、改定時にもその内容を継承していく方針であることがわかった。（表４－
１、右端） 
都市におけるきめ細かな道路ネットワークの実現は、個々の建物・路線・街
区ごとの更新時における合意形成の積み重ねであり、持続的な施策がなければ、
実現不可能である。区ごとの独自の基準で、生活道路レベルまでを含めたきめ
細かな将来像を道路網計画に描き出し、住民参加の下で都市計画マスタープラ
ンに位置づけることは、道路網計画が継承されていくことであり、重要な意味
をもつ。 
1996 調査時点と比較して、2009 調査時点では、道路網計画が、その詳細度、
具体性ともに向上した。また、ほとんどの区で、都市計画マスタープランに道
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路網計画を盛り込んでいることがわかった。さらに、そのうちの大多数が「改
定時にも計画を継承していく」と答えたことから、計画の将来的な継続性も向
上しており、きめ細かな道路ネットワークの実現可能性が高まったといえる。 
 
表４－１ 区内全域道路網計画の策定状況の変化 
（1）2009調査の結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2）1996調査の結果 
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千代田区 ○ ○ ○ ○ 有
港区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 有
文京区 ○ ○ 有 有
目黒区 ○ ○ ○ ○
大田区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 有
世田谷区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 有
杉並区 ○ ○ ○ ○ 有
豊島区 ○ ○ 有
北区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有
練馬区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有
足立区 ○ ○ 有
葛飾区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 有
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道路
幹線
道路
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指
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新宿区 ○ ○ ○ ○
世田谷区 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
杉並区 ○ ○ ○ ○ ○ ○
豊島区 ○ ○ ○
板橋区 ○
練馬区 ○ ○ ○ ○
足立区 ○ ○ ○ ○ ○
葛飾区 ○ ○
都市計画のマ
スタープラン
での位置づけ
（策定作業中）
（策定準備中）
（策定作業中）
（策定準備中）
（策定準備中）
（策定準備中）
有
（策定作業中）
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４．２ 市街化の歴史的経緯に即した細街路整備手法の分類と変遷 
 
これまで、細街路整備にかかわる現状の問題点および取組の実態を、①２項
道路判定問題（第三章第一節）、②狭隘道路整備事業（第三章第二節）、③生活
道路網ネットワーク計画（第四章第一節）の３つの側面から、調査結果に基づ
き分析した。 
本節では、これらの結果を、各地域の市街化の歴史的経緯に即して分類する。
すなわち、細街路整備の現状は、それぞれの地域の歴史的経緯に大きく規定さ
れているのではないか、東京区部における近現代の都市基盤形成の経緯のうち、
幕末の江戸市街の外側で、特に細街路の形成に関係が深いと考えられる経緯に
着目して、整備のあり方も考えるべきではないか。このような観点から、市街
地形成の歴史に立脚した次の市街地類型により、細街路整備にかかわる現状の
問題点および取組実態との関係について考察する。 
第一に幕末の江戸市街の外側で 1900 年ごろから 1925 年にかけて急速な市街
化が進んだ第 1 次スプロール地域、第二に 1910 年代から 1945 年ごろまでの耕
地整理等（耕地整理、土地区画整理、建築線計画、土地改良）区域、第三に関
東大震災の翌年から 1930 年にかけての震災復興区画整理区域、第四に 1948 年
から 1969 年にかけての旧緑地地域指定区域である。なお、上記第一の地域は、
戦後の木賃アパート地域として無秩序開発が進行した第 2 次スプロール地域と
一致している（図１－１）。 
そこで、上記第一から第四の区域図を重ね合わせた図４－１を基に、各区の
区域過半を占めている「歴史的経緯による市街地類型」と、「細街路の現状の問
題点」および「整備に関する取り組み状況」の対応関係を、表４－２に整理、
分類した。 
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※１～※４は、本文中の「市街地形成の歴史に立脚した市街地類型」の、 
第一から第四に対応している。 
出典；参考文献１－１）および４－１）の掲載図により重ね合わせを行った。 
 
図４－１ 東京２３区の都市基盤形成に影響を及ぼした歴史的経緯 
 
 
 
1910 年代から 1945 年頃までの耕地整理等（耕地整理、土地区画整理、建築線計画、土地改
良）区域※２ 
1924 年から 1930 年の震災復興区画整理施行区域※３ 
1900 年代から 1925 年頃の第一次スプロール地域※１ 
1948 年から 1969 年の旧緑地地域指定区域※４ 
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表４－２ 市街化経緯に即した細街路整備取組み状況分類と変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1996
調査
2009
調査
1996
調査
2009
調査
千代田区 事業無
中央区 事業無
江東区
台東区 ○→ ○
墨田区 ○→ ○
文京区 ○→ ○
港区 事業無 ○
品川区 有 ○
渋谷区 有 ○
豊島区 有 ○→ ○ ○
北区 有 有 ○ ○
中野区 有 有 ○→ ○
荒川区 有 有 ○→ ○ ○
杉並区 有 有 ○→ ○ ○
世田谷区 有 有 ○→ ○
練馬区 有 有 ○→ ○
足立区 有 ○→ ○
大田区 有 ○
葛飾区 有 ○→ ○ ○→ ○
江戸川区 有
板橋区 ○ ○
都市基盤形成に影響
を及ぼした
市街化の歴史的経緯
区名
細街路の問題 細街路整備の重点施策
建て替え敷地
の前面道路
の問題
道路
ネットワーク
の問題
個別建て替え時
の４ｍ未満解消が
進んでいる《ｽﾎﾟｯ
ﾄ的細街路整備先
行型（本文中）と
対応》
生活道路網計画
の具体化が進ん
でいる《ｴﾘｱ的細
街路整備先行型
（本文中）と対応》
旧・江戸
「震災復興
区画整理」
1924年～1930年
上記以外
「スプロール地域　」
第一次;1900～1925年
第二次;高度経済成長期
新宿区
○
「耕地整理等」
1910年代～1945年頃、
「旧・緑地地域 」
1948～1969年
○ ○
目黒区 有 有 ○
有
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表４－２において「建て替え敷地の前面道路の問題が有」とは、『４ｍ未満接
道住宅戸数の全住戸数に対する割合が高い』（図１－２で区部平均以上）という
ことである。４ｍ未満接道住宅戸数割合が相対的に高いということは、これら
の敷地における建築確認の際に、その接道する路線が未判定の場合は２項道路
等の判定作業が求められ、第３章第１節で述べた判定問題の発生頻度も確率的
に高くなることが考えられる。また、第３章第１節第４項で述べたとおり、判
定問題の存在がまちづくり部門にマイナスの影響を及ぼしていることを鑑みる
と、判定問題の発生確率が高いと考えられる「建て替え敷地の前面道路の問題
が有」の地区は、まちづくり推進上も困難な要素を抱えていると見ることがで
きる。 
並びに、表４－２において「道路ネットワークの問題が有」とは、「震災時通
行可能道路率注４－１）が低い」（区部平均以下）ということである。「震災時通行可
能道路率が低い」ということは、災害時の緊急車両の通行に困難な要素を抱え
ていると見ることができる。 
同様に、細街路整備の重点施策のうち、「個別建て替え時の４ｍ未満解消が進
んでいる」とは、『2004 年から 2006 年までの３カ年における拡幅整備済件数の
４ｍ未満接道住宅戸数に対する割合が高い』（図３－９が区部平均以上）ことを
意味し、「生活道路網計画が進んでいる」とは、2009 調査時点で、『生活道路レ
ベルの路線指定と具体化方策を行っている』ことを意味する。 
この結果、市街地の成り立ちに共通項のある地域グループごとに、問題点と
対応策の間に一定の関係性がみられた。すなわち、旧・江戸の街として都市の
骨格が形成され、震災復興区画整理施行区域を含む地域グループ（台東･墨田･
文教・港）では、細街路の問題に目立つものはないが、狭あい道路整備事業を
導入している４区中３区で、４ｍ未満の解消が特徴的に展開されている。これ
は、例えば谷中地区のように、関東大震災でも第 2 次世界大戦でも被災を免れ
た限定地区において、４ｍ未満細街路の解消が、重点的に取り組まれているこ
との現れと考えられる。 
２度にわたるスプロール（図１－１）の影響を色濃く受けた地域グループで
は、個別敷地の前面道路の問題が特に目立つ地域グループ（新宿・品川・渋谷・
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豊島）と、道路ネットワークの問題との両方を併せ持つグループ（北・中野・
荒川･目黒・杉並）とに区分された。前者では 1区、後者では全ての区が、４ｍ
未満の解消を先行させた取り組みを行っていた。 
耕地整理等の土地区画整理や旧緑地地域の指定・解除が行われた経緯のある
地域グループ（世田谷・練馬・足立・大田・葛飾・江戸川・板橋）では、ほぼ
全ての区で道路ネットワークの問題を抱えており、対する整備方策も幹線・補
助幹線道路より細かいレベルの生活道路レベルまでをも含めた区内全域の道路
ネットワークの形成に重点を置いたものとなっていた。 
なお、スプロール地域と、旧緑地地域・耕地整理等区域では、４ｍ未満解消
と道路ネットワーク構築の両方に重点をおく区がそれぞれ１区（前者では北区、
後者では葛飾区）存在した。 
 これらから、現在各自治体で取り組まれている細街路整備には、市街地形成
の歴史的経緯による市街地類型に応じた一定の特徴があり、４ｍ未満の解消を
主目的とする狭隘道路整備事業を先行させるもの（スポット的細街路整備先行
パターン）と、区内全域の道路ネットワーク整備を先行させるもの（エリア的
細街路整備先行パターン）とに大きく区分できるといえる。 
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４．３ 第四章のまとめ 
 
本章で得られた知見は、以下のようにまとめられる。 
 
細街路問題への取り組み方としては、４ｍ未満の解消を主目的とする狭隘道
路整備事業を先行させて解決を図る取り組み方（スポット的細街路整備先行パ
ターン）と、幹線・補助幹線道路より細かいレベルの生活道路レベルまでをも
含む区内全域の道路ネットワーク整備を先行させて解決を図る取り組み方（エ
リア的細街路整備先行パターン）とがあるが、それは市街地の地域特性と関係
している。 
すなわち、スプロール地域を抱える区と、旧・江戸の街（町地・商地・武家
地）として形成され、震災でも戦災でも被災を免れた地区を内包する区におい
ては、1996調査時点から 2009調査時点にかけて、建築基準法の最低幅員確保と
いう意味での市街地性能の「底上げ」が、継続的に進展した。 
一方、耕地整理施行区域や旧緑地地域の指定・解除がなされた経緯をもつ周
辺区部では、「区画整理すべき区域」等における、「地区計画化への模索」の中
で、行政区域全体を見据えた細街路計画や、街路予想図を先行させた取組が継
続して進展した。 
なお、災害時に有効に機能し得る道路ネットワーク形成に関する、２３区全
体の傾向としては、生活道路レベルまでを含めた、きめ細かな道路ネットワー
クの実現可能性に、高まりがみられた。 
 
首都直下地震を迎え撃つべき都市の市街の街路には、個別敷地前面道路にお
けるスポット的整備と行政単位総体としてのエリア的整備とを有機的につなぐ、
地区ごとのあるいは路線単位の実効性のある取り組みの実践が、喫緊の課題と
して求められている。 
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注 
注４－１)東京消防庁「東京都の市街地状況調査報告書（第７回）平成１７年３
月」によると、震災時にも消防車両が通行可能となる幅員を持つ道路の市街
地面積に対する割合から、部隊運用の容易性を割り出した指標である。 
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５ 「街づくり事業による細街路整備」に関する地区レベル
分析 
 
５．１ 本章の目的 
 
東京区部では、全住戸数の３割超が、幅員４ｍ未満の細街路に面して建築さ
れている。第一章でも述べたとおり、こうした細街路は防災上の問題注５-1）を抱
えており、これらを解決するための細街路整備諸施策のあり方に関する研究は
1980 年代に始められ、高見沢邦郎ら（1996）５－１)や、井上隆（2001）５－２)によ
る先駆的研究がある。さらに近年では、中林一樹（2008）５－３)が、密集市街地
における細街路整備の新たな促進手法を提唱している。一方、東京区部の細街
路整備の現状を実践面から明らかにし、市街地の特徴に応じた整備のあり方を
論じた研究は未だ行われていない。そこで本論文では前章までにおいて、アン
ケート調査の結果から、スポット的細街路整備の現状と課題を整理するととも
に、エリア的細街路整備の区レベルの展開状況を明らかにし、分析を行った。
その結果、各区の細街路問題への取り組み方は、市街地の地域的特徴と関係し
ており、狭隘道路事業先行型で解決を図るパターンと、道路ネットワーク先行
型で解決を図るパターンとがあることを確認した。 
これを受けて本章では、細街路整備のあり方と市街地の地域的特徴との関係
を地区レベルでみるために、新たに街づくり事業地区に焦点を当てヒアリング
調査を実施した結果について分析・考察する。 
分析にあたっては、まず第一に、都市基盤形成経緯の重なり方の種別により
東京区部の既成市街地を地域分類する。第二に、ヒアリング調査の中から浮か
び上がってきた共通のテーマである細街路整備の「整備形態」、「整備の範囲」、
「整備に関する行政側の働きかけ方」の種別に基づき、各地区の細街路整備に
関する取り組み内容の類型化を試みる。第三に、第一の地域分類と第二の類型
化の結果との突合せを行うことで、両者の対応関係を考察する。 
72 
このように、詳細な地域分類と類型化した細街路整備のあり方との対応を分
析することで、市街地の特徴に見合った細街路整備手法を探り、首都直下地震
への備えを迫られる東京区部における今後の整備のあり方への示唆を得ること
を目的とする。 
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５．２ 調査方法 
 
第一章で述べたとおり、東京 23 区自治体行政を対象に、1996 年と 2009 年に
アンケート調査を行っている。本章ではさらに、街づくり事業地区での細街路
整備の取り組み内容について、アンケート調査回答からは読み取りきれなかっ
た点について、補足のためのヒアリング調査を実施した注５－３）。ヒアリングを行
った日時と場所および対象者については表５－１のとおりである。ヒアリング
項目は、事業地区の範囲、事業期間、細街路整備の推進箇所、細街路整備の手
法を中心に聞き取りを行った。 
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表５－１ ヒアリング調査諸元一覧 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査対象 対象者 調査日時 調査場所等
江戸川区
江戸川区土木部区画整理課推進係担当 2009年8月18日15
時30分～17時
江戸川区役
所
中央区
中央区都市整備部建築課調査係長、同指
導係長
2009年8月20日14
時～15時
中央区役所
杉並区
杉並区都市整備部まちづくり推進課まちづ
くり調整係担当
2010年8月25日午
前中
電話及び郵
送にて
板橋区
板橋区都市整備部市街地整備課住環境整
備事業係長
2010年8月26日8時
30分～8時45分
電話にて
北区
北区まちづくり部まちづくり推進課主査 2010年9月1日9時
30分～10時
北区役所
足立区
足立区都市建設部企画調整課企画調整担
当、開発指導課細街路係長
2010年9月1日　　11
時～12時
足立区役所
葛飾区
葛飾区都市整備部街づくり推進課密集地
域整備担当係長
2010年9月1日15時
～15時30分
葛飾区役所
中野区
中野区まちづくり推進室地域まちづくり分野
まちづくり事業推進担当係長
2010年9月2日9時
30分～10時
中野区役所
練馬区
練馬区環境まちづくり事業本部都市整備部
東部地域まちづくり課まちづくり担当係長
2010年9月2日11時
～12時
練馬区役所
墨田区
墨田区都市整備部都市整備課密集担当主
査
2010年9月1日14時
～14時30分
墨田区役所
台東区
台東区都市づくり部地区整備課地区整備
担当係長
2010年9月1日16時
～16時30分
台東区役所
新宿区
新宿区都市計画部地域整備課地域整備主
査
2010年9月7日11時
～12時
新宿区役所
世田谷区
世田谷区世田谷支所街づくり課担当 2010年9月7日15時
30分～16時
世田谷区役
所支所
荒川区
荒川区都市整備部住環境整備課管理・住
宅係担当
2010年9月7日10時
15分～
電話及び
メールにて
大田区
大田区まちづくり推進部都市開発課防災ま
ちづくり担当
2010年12月1日15
時～16時
大田区役所
品川区
品川区防災まちづくり事業部防災課防災整
備担当
2013年1月8日11時
30分～12時
品川区役所
目黒区
目黒区都市整備部都市整備課住環境整備
係担当
2013年1月31日10
時30分～11時30分
目黒区役所
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５．３ 調査結果 
 
５．３．１ 細街路整備先進地区の概況 
細街路整備先進地区における目標幅員別取り組み状況、事業開始年度、補助
制度活用の有無および地区まちづくり協議会の有無は表５－２のとおりである。 
これによると、細街路整備先進地区全 18地区注５－４)のうち 15地区で、地区の中
に幅員６ｍ以上の路線を確保しようとする取り組みが行われており、この幅員
が現在進められている細街路整備の目標幅員の中心であるといえる。このうち、
若葉・須賀町地区と江古田北部地区については、８ｍ以上の幅員の路線を確保
する取り組みも同時に進められており、谷中二・三・五丁目地区と荒川五・六
丁目地区および関原１丁目地区については、幅員４ｍ以上の路線を確保する取
り組みが同時に進められている。一方、４ｍ未満を目標幅員とする取り組みが
行われている地区は、月島地区のみであった。月島地区では、道路率が高く道
路基盤が整っている地区特性を前提に、「前面道路の幅９尺」とする地域住民の
総意を背景として、地区計画による建築条例で安全性を担保しながら現状の 2.7
ｍ幅員のままでの建て替えを可能としている。 
 同じく表５－２より、事業開始年度は、1980年代からが最も多く 7地区あり、
次いで 1990 年代からが 6 地区、2000 年代からが 4 地区となっており、20 年か
ら 30年近く事業を継続している地区が中心であるといえる。 
 また、２地区以外のすべてが、住宅市街地総合整備事業（密集型）や都市防
災総合推進事業等の補助金を活用して、細街路整備を進めている。現状におい
ては、これら修復型まちづくり関連補助制度を財政的裏付けとして、整備を進
めている地区が大半を占めているといえる（表５－２）。 
 同じく表５－２右端より、細街路整備先進地区ではほぼ全ての地区（全 18地
区中 17地区）において、地区まちづくり協議会が設立・運営されている。この
ことから、個々の敷地の所有者である関係住民の合意が大前提の細街路整備に
とって、地区まちづくり協議会の存在・活動が、合意形成過程における重要な
役割を果たしていることが読み取れる。 
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５．３．２ 細街路整備先進地区の分布 
 「細街路整備先進地区は東京区部の中でどのような分布を示しているのか」
を見るために、都市基盤形成経緯の重ね合わせ図上に、その位置を表示したも
のが図５－１である。図５－１より、細街路整備先進地区は、第一次スプロー
ル地域とその周縁部外側に多く分布していることがわかる（18地区中14地区）。
これは、かつて「木賃アパートベルト地帯」と呼ばれ、現在も防災上の課題を
多く抱えたエリアにおいて、優先的に細街路整備が進められていることを示し
ている。 
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図５－１ 都市基盤形成経緯と細街路整備先進地区 
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1910 年代から 1945 年頃までの耕地整理等（耕地整理、土地区画整理、建築線計画、土地改
良）区域 
1924 年から 1930 年の震災復興区画整理施行区域 
1900 年代から 1925 年頃の第一次スプロール地域 
1948 年から 1969 年の旧緑地地域指定区域 
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５．３．３ 都市基盤形成経緯の重ね合わせによる地域分類 
 東京区部の既成市街地は、どのような都市基盤形成経緯の重ね合わせの上に
位置しているのかを見るために、重なり具合の種別ごとに各地域を分類したも
のが表５－３である。またそれを図示したものが図５－２である。表５－３に
示すとおり東京区部の既成市街地は、次の９つの地域分類に分類される。すな
わち、①幕末の江戸の市街で、1889 年の市制施行当時の東京市の市域にあたる
地域（以下「旧・江戸」と略す）②埋立地完成（1892 年）後に計画的な街区形
成が行われた地域（以下「埋立地」と略す）③1900年代から 1925年にかけて急
激な市街化が進行した第一次スプロール地域（以下「第一次スプロール」と略
す）④第一次スプロール地域と 1910年代から 1945年ごろまでの耕地整理等（耕
地整理、土地区画整理、建築線計画、土地改良）区域とが重なる地域（以下「第
一次スプロールかつ耕地整理等」と略す）⑤耕地整理等区域（以下「耕地整理
等」と略す）⑥1924年から 1930年の震災復興区画整理施行区域（以下「震災復
興区画整理」と略す）⑦第一次スプロール地域の外側で、1925 年以降に基盤未
整備なまま市街化した地域（以下「第一次スプロール外、基盤整備無」と略す）
⑧耕地整理等区域と旧緑地地域指定（1948年～1969年）区域とが重なる地域（以
下「耕地整理等かつ旧緑地地域」と略す）⑨旧緑地地域指定（1948年～1969年）
区域（以下「旧緑地地域」と略す）である。なお、⑥の震災復興区画整理施行
区域は、かつて幕末の江戸市街であった 1889年市制施行当時の旧東京市のエリ
アの一部に含まれている。 
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表５－３ 都市基盤形成経緯の重なり方の種別による地域分類表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５－２ 都市基盤形成経緯の重なり方の種別による地域分類図 
 
分類名 都市基盤形成経緯の重なり方のパターン
①旧・江戸
幕末の江戸市街（1889年市制施行当時の東京
市の市域）
②埋立地
埋立地完成（1892年）後、計画的街区が形成さ
れた地域
③第一次スプロール
第一次スプロール地域
（1900年代～1925年頃に急速な市街化が進行）
④第一次スプロールかつ耕地整理等 第一次スプロール地域かつ耕地整理等区域
⑤耕地整理等
耕地整理等（耕地整理、土地区画整理、建築線
計画、土地改良）区域（1910年代から1945年頃）
⑥震災復興区画整理
震災復興区画整理施行区域（1924年から1930
年）
⑦第一次スプロール外、基盤整備無
第一次スプロール地域の外側で、基盤整備の
経緯が無い地域（1925年以降市街化）
⑧耕地整理等かつ旧緑地地域
耕地整理等区域かつ旧緑地地域指定区域
（1948～1969年）
⑨旧緑地地域 旧緑地地域指定区域（1948～1969年）
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５．３．４ 分析対象 
本研究では、各細街路整備先進地区の中で、最も整備が進んでいる路線・箇
所を「細街路優先整備路線・箇所」と定義し、分析対象とする。第二章第一節
の用語の定義でも述べたが、ヒアリング調査では各自治体行政が継続的に整備
を推進する路線・箇所の進捗状況について、特に詳しく聞き取りを行った。複
数の路線に関して異なる整備手法が選択されている場合には、最も進捗してい
るものを「最も整備が進んでいる路線・箇所」と判断した。 
細街路優先整備路線・箇所を分析対象と定めた理由は、「先進地区で最も進ん
でいる」優先整備路線・箇所の細街路整備の取り組み方に着目することで、各
地区の細街路問題を打開する鍵が掴めるものと考えるためである。 
細街路優先整備路線・箇所周辺の、街路及び建物状況は、次頁図５－３に示
すとおりである。なお、図中ａ.～ｄ.は表５－４中の整備形態ａ.～ｄ.と対応
している。 
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ａ.街区整備 
 
 
 
 
 
ｂ‐ⅰ.路線拡幅 
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ｂ‐ⅱ.「路線新設」 
 
 
 
 
 
 
ｂ‐ⅲ.「区間新設」 
 
 
 
 
 
 
ｂ‐ⅳ.「路線拡幅+壁面後退」 
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ｂ‐ⅴ.「壁面後退のみ」 
 
 
 
 
 
 
ｃ.「不接道・行き止まり解消」 
 
 
 
 
 
 
ｄ.「路地保存」 
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図５－３ 細街路優先整備路線・箇所周辺の街路・建物状況図 
（カッコ内は地区面積、点線は優先整備対象箇所又はその一部を示す） 
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５．３．５ 細街路優先整備路線・箇所における取り組み状況 
 細街路優先整備路線・箇所における取り組み状況をまとめたものが表５－４
である。これから、以下の３つのことがいえる。 
１．細街路優先整備路線・箇所の整備形態等としては、ａ．街区全体を整備す
る中から新たな道路を生み出す等の細街路整備を行う「街区整備」、ｂ‐ⅰ．既
存道路の路線を指定しその路線の拡幅に取り組む「路線拡幅」、ｂ‐ⅱ．既存道
路ではない新たな路線を新設する「路線新設」、ｂ‐ⅲ．既存道路の形状変更（ク
ランク箇所の直線化）等により路線の一区間のみを新設する「区間新設」、ｂ‐
ⅳ．既存道路の路線を指定しその路線の拡幅に取り組むと同時に建物の壁面も
後退させる「路線拡幅+壁面後退」、ｂ‐ⅴ．道路の拡幅は伴わずに建物の壁面
のみを後退させる「壁面後退のみ」、ｃ．不接道敷地の解消と行き止まり道路の
解消を図る「不接道・行き止まり解消」、ｄ．現在ある路地を保存する「路地保
存」の８つのパターンがある。以上ａ．～ｄ．は、表５－４中の整備形態欄の
番号表記と対応している。 
２．細街路優先整備路線・箇所の整備対象範囲のパターンは、「路線全体」を整
備対象とするもの、「路線の一部分」を整備対象とするもの、「地区全体」を整
備対象とするもの、の３通りに分かれる。 
３．細街路優先整備路線・箇所の整備に関わる行政側の働きかけについては、
その根拠を地区計画や密集事業の整備計画、または地区街づくり協議会からの
提言を受けて区が策定したまちづくり計画におくところが大半を占める。働き
かけの内容としては、「用地買収の個別交渉を先行するパターン」（表４－４中、
太字一重下線で表記）と、「建築制限の緩和や助成金の交付などにより建て替え
誘導を先行するパターン」（表５－４中、太字二重下線で表記）とに大別される。 
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表５－４ 細街路優先整備路線・箇所における取り組み状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
区名 地区名 整備名称等（目標幅員）
整備の
形態等
優先整備
対象範囲
細街路整備に関わる行政側の働きかけの内容
新宿
若葉・須賀町地
区
地区内主要道路1号（8ｍ）+壁面後退（2
ｍ）、区画道路2号（6ｍ）、同3号（8ｍ）+壁
面後退（2ｍ）
b‐ⅳ.路線
拡幅+壁
面後退
路線全体
旧再開発地区計画で一部の建築制限を撤廃することにより建て替え・共同
建て替えを促進し、建替に合わせてする地区計画で定めた道路拡幅部分の用地
買収を働きかけるとともに、補完する壁面後退空間を確保する
台東
谷中二・三・五
丁目地区
主要防災道路A・B路線（4～6ｍ）、防災
区画道路C～F路線（4ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線の一
部分
拡幅路線沿道の中から、一部分でも効果的な箇所に積極的に働きかけて、道路
拡幅部分の用地買収の個別交渉を行う
板橋 仲宿周辺地区 区画道路1号（6ｍ） a.街区整備 路線全体
複数の老朽建築物が建て込んだ地区において、建築物の共同化を働きかけ、防
災街区整備事業へとつなげ、防災公共施設として新たな区道を整備する
中野
平和の森公園
周辺地区
区画道路第1号新設区間（6ｍ）
b‐ⅲ.区間
新設
路線の一
部分
地区計画で定めた拡幅路線の新設区間について、積極的に地区へ入り、道路新
設部分の任意の用地買収を働きかける
豊島
東池袋４・５丁
目地区
防災道路BC路線（6ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
住宅市街地総合整備事業整備計画に定めた拡幅路線について地元へ提案し、合
意形成に向けた協議を継続し、道路拡幅部分の任意の用地買収を働きかける
北
上十条三・四丁
目地区
主要生活道路D路線（6ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
住宅市街地総合整備事業整備地区計画図に定めた拡幅路線のうち、避難場所へ
の避難経路となる路線沿道の理解と協力を得ながら、道路拡幅部分の任意の
用地買収を働きかける
葛飾 東四つ木地区
主要生活道路（京成線南側新設道路、優
先整備路線）（6ｍ）
b‐ⅱ.路線
新設
路線全体
積極的に地区へ入り関係住民との信頼関係を構築しながら、住宅市街地総合整
備事業の事業計画に定めた、道路新設部分の任意の用地買収を働きかける
墨田 京島地区
主要生活道路優先整備路線１０・１１・１２
号線（8ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
「京島地区まちづくり計画」（住民参加で作成され区長が承認）に定められた拡幅
路線沿道の建替に対し、助成金を交付することにより建替を誘導し、建替に合
わせて道路拡幅部分の用地買収への積極協力願いを行う
杉並
阿佐ヶ谷南・高
円寺南地区
「馬橋通り」（6.5ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
「阿佐ヶ谷南・高円寺南地区防災まちづくり計画」（地区まちづくり協議会の区長提
言をふまえ区策定）で定めた優先拡幅路線沿道の建替に対し、建築費の一部を
助成することにより建替を誘導し、建替に合わせた道路拡幅部分の任意の用
地買収を働きかける
荒川
荒川五・六丁目
地区
主要生活道路A号線（6ｍ）、同B号線（5
～6.3ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
地区計画で定めた拡幅路線沿道の建替に対し助成金を交付することにより建
替を誘導し、建替に合わせて地区計画で定めた道路拡幅部分の土地の任意の用
地買収を働きかける
世田
谷
若林三・四丁目
地区
地区防災施設１～６号（６ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
地区計画で定めた拡幅路線沿道の容積率を緩和することにより建替を誘導
し、建替に合わせて地区計画で定めた道路拡幅部分の任意の用地買収を働きか
ける
練馬
江古田北部地
区
生活幹線道路A・B・C路線（幅員９ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
住宅市街地総合整備事業整備計画に定めた拡幅路線のうち、優先整備路線につ
いて、街づくり部門が拡幅の地元合意形成を図り、土木部門との顔をつなぎ、道路
拡幅部分の任意の用地買収を働きかける
足立
関原１丁目地
区
防災生活道路1・5・6号（5.5ｍ）+壁面後
退（0.25ｍ）、主要生活道路１～６号（5ｍ）
+壁面後退0.5ｍ）、区画道路1～16号（4
ｍ）
b‐ⅳ.路線
拡幅+壁
面後退
路線全体
地区計画に定めた拡幅路線沿道で、条件を満たし区の認定を受けた建替に対し、
容積率・建蔽率を緩和することにより建替を誘導し、建替に合わせて道路拡
幅部分の任意の用地買収を働きかけるとともに、補完する壁面後退空間を確保す
る
品川
荏原北・西五反
田地区
地区防災道路Ⅰ（6.5ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
区が定めた木造住宅密集地域内で、耐震診断の結果倒壊の恐れがある建築物
の建て替えに対し、助成金を交付することにより建替を促進し、建替に合わせ
て地区計画で定めた道路拡幅部分の任意の用地買収を働きかける
目黒
林試の森周辺・
目黒本町地区
防災モデル道路B路線（6ｍ）
b‐ⅰ.路線
拡幅
路線全体
「林試の森周辺地区防災まちづくり計画」（地区まちづくり協議会の区長提言をふ
まえ区策定）で定めた拡幅路線について、道路拡幅部分の任意の用地買収を
働きかける
大田
大森中・蒲田・
糀谷地区
地区防災道路（6ｍ）
b‐ⅴ.壁面
後退のみ
路線全体
地区計画で定めた地区防災道路沿道の建替に対し、建築費の一部を助成する
ことにより建替を誘導し、建替に合わせて壁面後退空間の確保のみを働きかけ、
用地買収は行わない
江戸
川
篠崎駅西部地
区
（地区名に同じ）
ｃ.不接道・
行き止ま
り解消
地区全体
「区画整理を施行すべき区域」に指定された地区の不接道住宅と行き止まり道路
の解消を目的に、区画整理と地区計画のセットで修復型まちづくりに取り組むた
め、区が地区まちづくり協議会役員とともに各私道を会場にした路地別懇談会を開
催する等、積極的に事業化へ向けた合意形成を図った
中央 月島地区 （地区名に同じ）
ｄ.路地保
存
地区全体
道路率が高く道路基盤が整っている地区特性を前提とし、「前面道路の幅９尺」と
する地域住民の総意を背景として、地区計画の中で幅員2.7ｍの道路を位置づけ、
建築条例で安全性を担保した。この内容が建築基準法第４２条第３項道路指定基
準に適合したため「３項道路」の指定を行い、前面道路４ｍ未満で建替可能とした
87 
５．３．６ 細街路整備の類型化の考え方 
ここでは、細街路優先整備路線・箇所において実施されている細街路整備の
現状について、市街地の地域特性との関係性を見るために、次のような考え方
（図５－４のとおり）に基づき、類型化を図る。 
まず、前節で述べた細街路優先整備路線・箇所の８つの整備形態等のパター
ンのうち、「ｂ‐ⅰ．路線拡幅」、「ｂ‐ⅱ．路線新設」、「ｂ‐ⅲ．区間新設」、「ｂ
‐ⅳ．路線拡幅+壁面後退」、「ｂ‐ⅴ．壁面後退のみ」はいずれも、指定した路
線の空間整備に関わるものであるため、これらを同じ括りとして「ｂ．路線空
間整備」に分類する。また、整備形態等のパターンが「街区整備」と「不接道・
行き止まり解消」と「路地保存」である地区はそれぞれ１地区ずつのため、こ
の整備形態等による分類を、そのまま細街路整備の類型とする。 
次に、先の整備形態等による種別分けで「路線空間整備」に分類された 15地
区を、行政側の働きかけの種別ごとに、道路拡幅部分の用地買収の個別交渉を
先行させる「用地買収個別交渉先行型」と、拡幅路線沿道の建て替え誘導を先
行させる「建て替え誘導先行型」とに大別する。「建て替え誘導先行型」には、
建て替え誘導後に道路拡幅部分の用地買収を行うものと行わないものとがある
ため、さらにこれを細かく分類し、「建替誘導先行・用地買収有型」と「建替
誘導先行・用地買収無型」とに分類する。 
さらに、「用地買収個別交渉先行型」に関しては、用地買収を働きかける対
象範囲が、路線全体である地区と、路線の一部分である地区とがあるため、そ
れぞれ「全体型」と「部分型」に分類する。 
これらの考え方に基づき、細街路優先整備路線・箇所における細街路整備の
現状を分類した結果、細街路整備の類型は、以下の７つの型に類型化すること
ができる。すなわち、①「街区整備型」②「路線空間整備・用地買収個別交渉
先行・全体型」③「路線空間整備・用地買収個別交渉先行・部分型」④「路線
空間整備・建替誘導先行・用地買収有型」⑤「路線空間整備・建替誘導先行・
用地買収無型」⑥「不接道・行き止まり解消型」⑦「路地保存型」である。 
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５．３．７ 地域分類と細街路整備類型との対応関係 
東京区部における、道路基盤整備状況や建物の狭小過密化状況の分布につい
て、川上５－４）は「基盤としての街路整備状況が悪く、木造家屋が密集し狭小過
密居住や用途混在が発生している強度改善および改善地区は、山手線の外側に
分布する木造民営借家密集地域と住工混在地域がこれに相当する」と指摘して
いる。また、石田５－５）は、特に街路未整備状況と建物の狭小過密化状況とから
なる市街地の問題と、都市基盤形成経緯との関係について、「高度経済成長期に、
若年労働力の都市への大量流入の受け皿となった木賃アパートベルト地帯は、
関東大震災前後の第一次都市拡張期に、無秩序の市街化が進んだ地域にほぼ該
当し、このように 2度の無秩序市街化によって形成された市街地は、現在でも、
解決困難な過密災害危険地帯として存在している」と述べている。さらに山崎
ら５－６）は、従来から「木賃ベルト地帯」といわれ、修復型まちづくりに先進的
に取り組んできた地域において、現在でも細街路整備の取り組みが進んでいる
ことを明らかにした。これらから、現在の道路基盤整備状況や建物の狭小過密
化状況、及びその対応策としての修復型まちづくりの取り組み状況は、都市基
盤形成経緯と密接に関係しているといえる。よって、都市基盤形成経緯により
地域を分類し、各々の細街路整備手法についての分析を行っていくことは、関
連する各地区の市街地の問題状況や修復型まちづくりの動向をも視野に入れな
がら、より地域の実情に即した細街路整備のあり方を探ることにつながるため、
有効であると考える。 
後述する考察では、次の２つの変数を分析の指標として用いることとする。
１つ目は、「道路率」注５－５）で、ここでいう「道路率」とは、東京の市街地状況
調査報告書５－７)より、震災時における消防車両の通行可能性を考慮したもので
ある。「道路率」が低いということは、災害時の対応活動空間が不足していると
いえるため、これを細街路整備の緊急度をあらわす指標とする。２つ目が、地
区内平均敷地面積注５－６）である。阪神・淡路大震災時、都市部で甚大な被害が集
中し、復旧・復興過程での個別住宅再建が困難となったのは、狭小宅地や狭隘
道路が多い密集市街地であったことから、建て替えの進みにくさを示す変数と
して、狭小敷地の集積を示すと考えられる平均敷地面積に着目した。また、平
90 
均敷地面積が狭いと細街路整備に関わる敷地件数が相対的に多くなるとともに、
用地買収対象面積の割合が相対的に高くなり、行政・住民双方にとって取り組
みにくさが高くなると考えられるため、これを細街路整備の取り組みにくさを
あらわす指標とする。 
以上を踏まえ本項では、まず第三項でみてきた図５－２上に各細街路整備先
進地区の位置をプロットすることにより、各細街路整備先進地区が各地域分類
のどこへ位置しているのかを分析した（図５－５）。この結果、各地区の各地域
分類への当てはまり方は表５－５に示すとおりである。 
 
 
 
 
図５－５ 都市基盤形成経緯の重なり方の種別による地域分類と 
細街路整備先進地区の位置図 
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表５－５ 都市基盤形成経緯の重なり方の種別による地域分類と 
細街路整備先進地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
都市基盤形成経緯の重なり方の種別
による地域分類
細街路整備先進地区名
若葉・須賀町地区
谷中二・三・五丁目地区
②埋立地 月島地区
仲宿周辺地区
平和の森公園周辺地区
東池袋４・５丁目地区
上十条三・四丁目地区
東四つ木地区
京島地区
阿佐ヶ谷南・高円寺南地区
荒川五・六丁目地区
荏原北・西五反田地区
林試の森周辺・目黒本町地区
⑤耕地整理等 大森中・蒲田・糀谷地区
若林三・四丁目地区
江古田北部地区
関原１丁目地区
⑧耕地整理等かつ旧緑地地域 篠崎駅西部地区
①旧・江戸
③第一次スプロール
⑦第一次スプロール外、基盤整備無
④第一次スプロールかつ耕地整理等
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また、前項の図５－４で示した類型化の考え方に基づき、各細街路整備先進
地区を、表４－４の細街路優先整備路線・箇所における取り組み状況で見てき
た整備形態、整備対象範囲、整備に関わる働きかけの内容の種別により分類し
た。 
その結果、各地区の各整備類型への当てはまり方は表５－６に示すとおりで
ある。 
 
 
表５－６ 細街路整備類型と細街路整備先進地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
細街路整備類型 細街路整備先進地区名
①街区整備型 仲宿周辺地区
東池袋４・５丁目地区
上十条三・四丁目地区
東四つ木地区
江古田北部地区
林試の森周辺・目黒本町地区
平和の森公園周辺地区
谷中二・三・五丁目地区
若葉・須賀町地区
京島地区
阿佐ヶ谷南・高円寺南地区
荒川五・六丁目地区
若林三・四丁目地区
関原１丁目地区
荏原北・西五反田地区
⑤路線空間整備・建替誘導先行・用地買収無型 大森中・蒲田・糀谷地区
⑥不接道・行き止まり解消型 篠崎駅西部地区
⑦路地保存型 月島地区
②路線空間整備・用地買収個別交渉先行・全体型
③路線空間整備・用地買収個別交渉先行・部分型
④路線空間整備・建替誘導先行・用地買収有型
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さらに表５－５と表５－６の突合せを行うことにより、地域分類と細街路整
備類型との対応関係を示したものが表５－７である。この表に基づき、地域分
類ごとの細街路整備手法について、以下のとおり考察する（以下、地区名につ
いては、図５－６の凡例表示に従い略して記す）。 
なお、以下で述べる①～⑪は、表５－７中の①～⑪と対応している。地域分
類に対し当てはまる地区が１地区のみの場合については、該当する１地区の特
徴に関する考察から、属する地域分類との関係性について類推するものとする。 
 
 
表５－７ 細街路整備先進地区の地域分類と細街路整備類型との対応関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全体型 部分型 用地買収
有型
用地買収
無型
若葉・須賀町地区 ⑨ 有 有
谷中二・三・五丁目地区 ⑨
仲宿周辺地区 ⑤
平和の森公園周辺地区 ④ 有
東池袋４・５丁目地区 ③ 有
上十条三・四丁目地区 ③ 有
東四つ木地区 ③ 有
京島地区 ②
阿佐ヶ谷南・高円寺南地区 有
荒川五・六丁目地区 ② 有 有
若林三・四丁目地区 ⑦ 有
江古田北部地区 ⑦ 有
関原１丁目地区 ⑦ 有 有
荏原北・西五反田地区 ⑥ 有
林試の森周辺・目黒本町地区 ⑥ 有
耕地整理等 大森中・蒲田・糀谷地区 ⑧ 有
耕地整理等かつ旧緑地地域 篠崎駅西部地区 ⑩ 有
埋立地） 月島地区 ⑪ 有
※「区内全域道路網計画とのリンク有」とは、当該細街路整備の行われている路線（箇所）が、区内全域の道路網計画上に整備すべき路線（箇所）として位置
づけられていることを示す。
旧・江戸
第一次スプロール
第一次スプロール外、基盤整備無
第一次スプロールかつ耕地整理等
用地買収個別交渉
先行型
建替誘導先行型都市基盤形成経緯の重なり方の種別
による地域分類
細街路整備の先進地区名
細街路整備類型 地
区
計
画
の
有
無
区内全
域道路
網計画
とのリ
ンク※
街区整備
型
路線空間整備型 不接道・
行き止ま
り解消型
路地保存
型
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図５－６ 地区内平均敷地面積と「道路率」 
 
＜第一次スプロール＞ 
①全 18 地区の細街路整備先進地区のうち、地区内平均敷地面積が狭く（160 ㎡
未満、図４－４参照）かつ道路率も低い（12%未満、図４－４参照）６地区中５
地区は、「第一次スプロール」に分類される地区である。「緊急性が高いのに進
めにくい」これらの地区の細街路整備類型は、「路線空間整備・用地買収個別交
渉先行・全体型」（以下、「用地買収先行型」と略す）と「路線空間整備・建替
誘導先行・用地買収有型」（以下、「建替誘導先行型」と略す）とに二分される。 
②その中でも、最も緊急性が高く進めにくい(地区内平均敷地面積 150㎡未満か
つ道路率 8%未満、図４－４参照）３地区中２地区（京島地区、荒川地区）は「建
替誘導先行型」で、拡幅路線沿道敷地の建て替え誘導を先行させ、建て替えに
伴い道路拡幅部分の任意の用地買収を働きかける形で、細街路整備を行ってい
る。例えば、京島地区では、区独自の「まちづくり助成制度」を活用し、住民
自らの自主更新を誘導し、建て替えに合わせて積極的な拡幅整備への協力願い
を行っている。京島地区に代表されるような、「最も細街路整備の緊急性が高く
進めにくい地区」では、個別敷地が建て替え更新時期を迎えた時を逃さずに、
関係住民に対し拡幅整備への協力を働きかけるやり方が、選択されているとい
える。 
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③「第一次スプロール」に分類され、地区内平均敷地面積が狭く（160㎡未満）、
かつ道路率も低い（12%未満）５地区のうち、②で述べた「最も細街路整備の緊
急性が高く進めにくい」２地区を除く３地区（東池袋地区、上十条地区、東四
つ木地区）では、用地買収先行型で細街路整備を進めている。これらの地区で
は、関係権利者全員の合意を前提とした、任意の用地買収を働きかけることが
共通項となっており、いずれも目に見えた進捗を示している。すなわち、優先
整備路線に関して、東四つ木地区では「京成線南側新設道路」の 100％、東池袋
地区では「防災道路 BC 路線前期先行区域」の 100％、上十条地区では「主要生
活道路 D 路線」の約３割が、用地買収済みであることが、ヒアリング調査によ
りわかっている。また、すべての地区で、用地買収の働きかけを先行させなが
ら、優先整備路線の拡幅等を地区計画に位置づけており、これは、先行した取
り組みの波及効果を狙ったものと考えられる。 
④「第一次スプロール」に分類される地区の中でも唯一、地区内平均敷地面積
が 200㎡を超える平和の森地区では、「路線空間整備・用地買収個別交渉先行・
部分型」（以下、「用地買収先行（部分）型」と略す）で、広域避難場所へ抜け
る避難経路（新設区間）の整備を進めている。この新設区間は、クランクした
既存道路の線型を直線化するため、沿道空間ではない既存宅地に用地買収を働
きかけ、新たな道路空間を生み出すものである。これは、平和の森地区の平均
敷地面積が、他の第一次スプロールに分類される地区と比べ大きいため、当該
新設区間に関わる権利者の数も相対的に少なくなり、用地買収の働きかけ方の
選択の幅が広がったとみることができる。 
⑤「街区整備型」に類型化された仲宿周辺地区は、「第一次スプロール」の地区
でありながら、スプロールにさらされる前の江戸時代に、旧中山道を中心に宿
場町として栄え、市街地の骨格が形成された経緯をもつ地区である。そのなか
にあって、旧中山道と現在の中山道との間に挟まれた約 0.4ha の部分である板
橋三丁目地区は、土地所有は単独であるものの土地利用が細分化され、狭小敷
地に小規模な老朽木造建築が高密度に建て込み、防災上危険な街区であった。
この地区では、これらの問題を解消するために、建物共同化への働きかけを継
続してきたが、防災街区整備事業の創設を機に本事業の適用を受け、街区全体
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を整備する中から、防災施設建築物、防災公園と併せ、幅員６ｍの区画道路が
創出されている。 
＜第一次スプロールかつ耕地整理等＞ 
⑥「第一次スプロール」の中でも、耕地整理等により一定の都市基盤が形成さ
れた経緯がある荏原地区と林試の森地区では、それぞれ建て替え誘導先行型と
用地買収先行型で細街路整備を進めている。これらの地区では、広域避難場所
へ通ずる防災道路整備を細街路整備における最優先課題としている。これらの
地区では、地区内に耕地整理等で碁盤の目状の道路が整備された区域を含み細
街路整備の緊急性の高いエリアが比較的狭いエリアに限定されるため、相対的
に細街路整備に取り組み易く、整備手法の選択に自由度があると見ることがで
きる。 
＜第一次スプロール外、基盤整備無＞ 
⑦「第一次スプロール外、基盤整備無」に分類される３地区中２地区（若林地
区、関原地区）が、建替誘導先行型で幅員６ｍのレベルの道路を確保する取り
組みを行っている。この２地区はいずれも、地区計画で定めた路線について、
拡幅の働きかけを行っているという共通点がある。ヒアリング調査結果より、
若林地区では、「拡幅指定路線沿道の建て替えは進んでいる」状況がある。また、
関原地区では地区計画に加え、区内全域の道路網計画である「足立区細街路計
画図」上にも、拡幅路線を明確に位置づけながら、５割に近い整備率を達成し
ている。一方、用地買収先行型の江古田地区は、幅員９ｍのレベルの都市計画
道路を補完する路線の優先整備を、区内全域道路網計画である「練馬区生活幹
線道路網整備計画」との連携をもちながら、特に地区計画には定めずに進めて
いる。 
＜耕地整理等＞ 
⑧「耕地整理等」に分類される大森地区では、「路線空間整備・建替誘導先行・
用地買収無型」（以下、「建替誘導先行（用地買収無）型」と略す）で、細街路
整備を進めている。ここでは、現状の「碁盤の目状」の骨格道路を、現状幅員
のまま地区計画で地区防災道路に指定し、地区防災道路沿道の建て替えについ
て建築費の一部を助成することで、建て替え誘導を図っている。その際、中心
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から３ｍの壁面後退（現況幅員６ｍ未満の箇所）と、建築物の要件（間口率と
高さの最低限度、防火上の制限）とを地区計画に盛り込むことで、幅員６mの空
間を確保すると同時に、地区防災道路の防災性を担保している。これは、現状
の道路網に沿って建て替え誘導を図ることにより、沿道建築物の建て替えの進
展とともに、６ｍの壁面間空間が網の目のように地区内に張り巡らされること
をねらったものといえる。耕地整理により生み出された「碁盤の目状」の道路
基盤の存在が、必ずしも用地買収によらない細街路整備の選択肢の幅を広げた
と考えられる。 
＜旧江戸＞ 
⑨「旧江戸」に分類される若葉地区は、「建替誘導先行型」の細街路整備を行っ
ており、建て替え箇所ごとに、路線の一部分の拡幅用地を買収している。また、
同じ地域分類の谷中地区では「用地買収先行（部分）型」で細街路整備を行っ
ており、特に問題の多い箇所に集中的に投資し市街地性能向上を図るやり方を
採用している。これらのやり方が選択されているのは、両地区とも幕末の江戸
の市域に含まれており、細街路も古い時代に築造され、曲り道も多く、長い年
月をかけて地域住民に記憶された形態であるためとみることができる。すなわ
ち、路線全体よりも部分を対象とした取り組みの方が、地域住民の理解も得ら
れやすく、結果的に部分ごとの用地買収を伴う手法が選択されていると考えら
れる。 
＜耕地整理等かつ旧緑地地域＞ 
⑩「耕地整理等かつ旧緑地地域」に分類される篠崎駅西部地区では、「不接道・
行き止まり解消型」の細街路整備を行っている。この地区は、地区改良事業で
碁盤の目状の広幅員道路が整備され、旧緑地地域指定解除の流れの中で区画整
理すべき地域に指定された経緯がある。こうした地区の街区内部の問題（不接
道住宅、行き止まり道路）を、専門家を交えた住民側の合意形成と行政側の制
度設計上の工夫で解決している。合意形成上の工夫としては、区が地区まちづ
くり協議会役員とともに各私道を会場にした路地別懇談会を開催する等、地域
での話し合いを重ねている。また、制度設計上の工夫としては、４ｍ未満通路
にしか接していない「不接道住宅」について、次の方法でその解消を図ってい
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る。すなわち、将来４ｍ道路にすることを私道所有者間で協定する「通路協定
締結」を条件に、建築基準法 43条但し書き許可の適用で「建替可能」とすると
同時に、区画整理で４ｍ道路拡幅線までの部分を分筆登記し、地区計画で地区
施設を４ｍに位置づけることで、沿道敷地が４ｍ道路に接道することとなり、
将来にわたって建て替え可能となるのである。行き止まり道路の解消に関して
も、行政が地区内に事業用地を先行取得し、「通り抜け化」による移転の換地先
とする等、工夫を行っている。このことは、街区外周の広幅員道路が碁盤の目
状に整備された当該地域では、住民間の合意形成や住民と行政との話し合いの
蓄積がある地区において、様々な事業制度の組み合わせにより細街路整備手法
の選択の幅が広がることを示していると考えられる。 
＜埋立地＞ 
⑪「埋立地」に分類される月島地区では、路地保存型の細街路整備が進められ
ており、既存道路幅員 2.7ｍプラス、壁面後退 0.3ｍで建て替え可能となってい
る。これは、道路率が高く、道路基盤が整っている地区特性を前提とし、「前面
道路の幅９尺」とする地域住民の総意を背景として、地区計画の中で幅員 2.7
ｍの道路を位置づけ、建築条例で安全性を担保したものである。すなわち地区
計画では、現状の 2.7ｍのままで建て替え可能とする代わりに、付随する建築条
例で沿道建築物に防災上の配慮（内装制限、避難設備の設置、空地の確保）を
求め、さらに道路斜線を廃止する代わりに、壁面後退を定めている。この内容
が、2004 年に建築基準法へ新たに加わった、第 43 条の２（第 42 条３項で指定
する道路に接する建築物への制限付加）で定める条例の内容に適合したため、
「３項道路」の指定を行っている。このことから、計画的な道路基盤が構築さ
れた経緯をもつ当該地域では、市街地が形成されてきた経緯の文脈の中から、
今でも地域住民に受け継がれている総意をくみ取り、行政側が共通認識を持つ
ことにより、地区独自のルールによる細街路整備が可能になることが類推でき
る。 
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５．４ 第五章のまとめ 
 
本章では、東京区部の細街路整備先進地区の分布を、市街地の地域的特徴に
より７つの地域に分類した。また、各地区の優先整備路線・箇所に着目し、そ
こにおける細街路整備手法を、７つの細街路整備類型に類型化した。さらに、
地域分類と細街路整備類型との関係を示した。これにより得られた知見は、以
下のようにまとめられる。 
(1)細街路整備の緊急度が高く、整備が進めにくい「困難な地区」（地区内平均
敷地面積 160 ㎡未満かつ道路率 12%未満）が集中している「第一次スプロール」
で行われている細街路整備の類型は、用地買収先行型と建て替え誘導先行型と
に大別される。これらの地域で目に見えた進捗を示しているのは、用地買収先
行型の細街路整備を、地区計画の策定とセットで行っている地区である。この
ことから、「第一次スプロール」で、より迅速に整備を実現するためには、用地
買収先行型の細街路整備を行い、その取り組みを地区計画に位置づけていくこ
とが望ましいといえる。その際、関係住民の全員合意が前提となるため、行政
側が積極的に地区へ入り、まちづくり協議会や関係住民との信頼関係を構築し
ながら、合意形成に向けた協議を継続し、整備への理解と協力を求めていくこ
とが重要である。 
(2)一方、「第一次スプロール」の中でも、最も緊急度が高く進めにくい「最も
困難な地区」（地区内平均敷地面積 150㎡未満かつ道路率 8%未満）では、建て替
え誘導先行型の細街路整備手法が選択されている。この選択が、長いところで
は事業開始から 30年近くの年月をかけて、地区まちづくり協議会や細街路整備
関係住民と行政とが、話し合いを継続した結果であることは、大きな意味を持
つ。すなわち、狭小宅地を多く抱えた地区においては、現状の敷地面積が小さ
いこと等のため、「さらに敷地を削る話」を行政側から働きかけることは、地区
住民から受け入れられ難く、結果的に「選択できなかった」と考えられる。東
京区部の中で、細街路整備の緊急性が最も高く最も進めにくい、最も困難なこ
れらの地区においては、個別敷地の建て替え時期を逃さずに、息の長い地道な
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取り組みを重ねることが求められているといえる。  
(3)また、「第一次スプロール外、基盤整備無」に分類される地区において、幅
員６ｍのレベルの道路を確保しようとする取り組みを行っている地区はいずれ
も、建て替え誘導先行型で細街路整備を進めている。ここでは、地区計画に定
めた拡幅指定路線沿道の建て替えに対し、建築制限緩和や助成金交付の働きか
けを行うことにより、建て替えに合わせた細街路整備が進んでいる。これらの
地区においては、先の地区とは別の理由で、建て替え誘導先行型が選択された
とみることができる。すなわち誘導方策により建て替えが進むこれらの地区に
おいては、用地買収先行型を「選択しなかった」といえる。 
(4)「第一次スプロール」の中でも、平均敷地面積が 160㎡以上の地区および耕
地整理の経緯がある地区については、建て替え誘導先行型を中心に、街区整備
型、用地買収先行（部分）型の選択肢を加え、幅の広い細街路整備手法を採用
している。これらの地区では、細街路整備に関わる敷地の数が相対的に少ない
こと、または耕地整理による碁盤の目状の道路基盤があること等を背景として、
相対的に細街路整備に取り組み易く、複数の選択肢の中から整備手法を選択で
きる自由度があるといえる。 
(5)「耕地整理等かつ旧緑地地域」と「その他（埋立地）」に分類される篠崎地
区と月島地区では、それぞれ不接道・行き止まり解消型と路地保存型で細街路
整備を進めている。これらの地区では、市街化の歴史的経緯の中で構築された
道路基盤を背景に、より自由度の高い細街路整備を展開している。すなわち、
一定の道路基盤を保有する地区においてなお残る、「建て替えできない」、「通り
抜けできない」といった問題に対し、地区住民の意向を柔軟に反映しながら、
地区独自のやり方で解決を図っているのである。こうした地区における、「住民
の合意形成」、「行政側の共通認識」、「様々な事業制度の組み合わせ」、「法制度
の弾力的な運用」をキーワードとした取り組み方を、優先整備路線が完成した
のちの将来の細街路整備に生かしていくことが重要と考える。 
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注 
注５－１）首都直下地震への備えを迫られている東京区部において、これら幅
員４ｍを満たさない細街路がもたらしている防災上の問題点は、第一に、災
害発生時の避難・消火・救援等の対応活動空間の不足という市街地性能の問
題、第二には、地震災害時に被害拡大の誘因ともなる脆弱な老朽建築物の建
て替え更新を阻害する問題である。後者は、２項道路問題注５－２）を内包してい
る制度的な問題である。 
注５－２）高見沢邦郎・小場瀬令二・池田孝之「既成市街地の狭隘道路問題」（総
合都市研究第 10号 1980年）では、２項道路の問題として①２項道路の存否・
位置に関する現状把握が十分でないこと②４ｍへの拡幅が遅々として進まな
いこと ③後退用地の整備・維持管理を誰が・いつまで・どの程度行うか明確
にされていないことが提起された。 
注５－３）江戸川区と中央区については、アンケート調査の事前調査としてヒ
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アリングを行っていたため、アンケート調査後のヒアリングは行っていない。 
注５－４）5区（千代田、港、文京、江東、渋谷）については、街づくり事業地
区内における細街路整備の取り組みに関して、回答が無かった。 
注５－５）東京消防庁「東京都の市街地状況調査報告書」町丁目別算定結果に
よる。震災時における消防車両の通行可能性を考慮した、幅員 5.5ｍ以上（空
地や耐火建築物等に面していない地域で地盤軟弱地域は幅員 7.5ｍ以上、同じ
く地盤軟弱地域以外は 6.5ｍ以上）の道路面積の市街地面積に対する割合を示
す。例えば、月島地区の街路パターンは、幅員 5.45ｍと 10.91ｍの街路が格
子状に配列された規格となっているが、幅員 5.5ｍ未満の道路は、「道路率」
計算上の道路としてカウントされないため、月島地区の「道路率」が 13％と
なっている。 
注５－６）同上報告書、町丁目別算定結果の数値を用いて算出した。すなわち、
市街地面積から空地と道路面積分を除したものを、建物棟数で割った数値で
ある。 
  
 
 
 
◆第６章 
結論 
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６ 結論 
 
６．１ 各章における論考の要約 
 
本論文では、まず第一章で研究の背景として、基盤未整備地区が広範に残存
する東京区部において、幅員４ｍ未満細街路に接する住宅数が区部全体の３割
を超える現状であること、また 1993年から 2003年までの 10年間にその数が全
体として減少していないこと、さらには４ｍ未満接道住宅割合が高いところが
２度にわたるスプロールで市街化された地域と重なっていることを確認した。 
これらを踏まえ研究の目的は、東京区部の細街路整備の現状と課題を実践面
から網羅的に把握し、時間軸および地域間による比較・考察を行うことにより、
市街地の地域的特徴を考慮した、防災性能向上に役立つ細街路整備諸施策のあ
り方への示唆を得ることであることを示した。 
 
第二章では、まず本論文で用いる用語の定義ならびに概念規定について整理
した。 
また、２時点における調査概要を整理するとともに、調査結果の分析の枠組
みは、スポット的細街路整備に関する分析と、エリア的細街路整備に関する分
析との両輪によるものであることを述べた。 
さらに、２時点調査の意義は、都市計画・まちづくり関連諸制度が地域と市
民に密着した実践を促す方向へと大きく舵を切った時代の変化の流れの中で、
各自治体の取り組む細街路整備がどのような変化したのかを把握し、今後の整
備へ向けた教訓を得ることであることを述べた。 
 
第三章では、スポット的細街路整備に関連し、次の２点を明らかにした。 
①建築確認や不動産売買の事前調査等における行政実務の中で、防災上危険な
４ｍ未満道路の固定化を招く 1950年にさかのぼることを前提とする判定問題が
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依然として存在し、住民相互間および住民と行政間における合意形成が不可欠
のまちづくり事業部門にマイナスの影響を及ぼしていること。 
 これに対し、法制度や規制誘導手法を弾力的運用し建て替えを可能にする事
例の蓄積が、東京区部では未だ十分でないこと。 
②狭隘道路整備事業に関する経年比較の結果より、中心から２ｍの道路空間を
将来的にも確保し得る事業誘導方策と、それを大胆に進め得る事業推進体制の
確立が、狭隘事業本来の事業目的を達成させる鍵であること。 
 
第四章では、先述の「狭隘道路整備事業」と、エリア的細街路整備の一つで
区内全域を対象とした整備である「区内全域の生活道路網計画による細街路整
備」に関する、区レベルでの分析を行った。 
 
第五章では、もう一つのエリア的細街路整備で地区別の整備である「街づく
り事業による細街路整備」に関する、地区レベルでの分析を行った。ここでは
新たに東京区部の街づくり事業地区に焦点を当て、ヒアリング調査を実施した
結果について分析・考察した。 
分析にあたっては、まず都市基盤形成経緯の重なり方のパターンにより東京
区部の既成市街地を地域分類し、次にヒアリング調査の結果に基づき細街路整
備手法の類型化を試みた。 
 
第四章、第五章を通じて得られた知見は、次の通りである。 
第四章の区レベルでの分析からは、細街路問題への取り組み方として、４ｍ
未満の解消を主目的とする狭隘道路整備事業を先行させ解決を図る取り組み方
（スポット的細街路整備先行パターン）（図６－１中ａ．）と、幹線・補助幹線
道路より細かいレベルの生活道路レベルまでをも含めた区内全域の道路ネット
ワーク整備を先行させ解決を図る取り組み方（エリア的細街路整備先行パター
ン）（図６－１中ｂ．）とがあり、前者は、スプロール地域を抱える区と、旧・
江戸の街として形成され震災でも戦災でも被災を免れた地区を内包する区にお
いて進められ、後者は、耕地整理施行区域や旧緑地地域の指定・解除がなされ
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た経緯をもつ周辺区部において進められていることを明らかにした。 
第五章で新たに行った地区レベルでの分析結果を踏まえると、本研究により
得られた知見は以下のようにまとめられる（図６－２参照）。 
(ｱ)個別敷地の前面道路の問題を抱えたスプロール地域と旧・江戸のエリア（図
６－２中、東京区部模式図の内側部分）においては、個別敷地の建て替えごと
に建築基準法の最低幅員を確保するスポット的整備（図６－２「ａ．狭隘道路
整備事業による細街路整備の現況写真」参照）が全域で進められ、細街路整備
の土台となっており、そのうえで、なお不足する地区内の骨格道路を、街づく
り事業により確保する取り組み（図６－２「ｂ．街づくり事業による細街路整
備の現況写真」参照）が進展している。その際の手法は、敷地単位の働きかけ
を基本とする、用地買収先行型（図６－１中②）と建て替え誘導先行型（図６
－１中④）が中心であり、前者が最も迅速に目に見えた整備を実現させる方法
であるが、それが選択できない地区に関しては、後者の手法で地道な取り組み
を行うことが望ましい。 
(ｲ)一方、耕地整理等や旧緑地地域の指定・解除の経緯があった周辺区部（図６
－２中、東京区部模式図の外側部分）においては、全区的な道路ネットワーク
形成に重点を置いたエリア的整備（図６－２「ｃ．区内全域の道路網計画図」
参照）を先行させることにより、個々の街づくり事業地区の細街路整備につい
ても、様々な計画的アプローチが可能となっている。すなわち、個々の街づく
り事業地区においてもきめ細かな細街路網計画を描きだし（図６－２「ｄ．街
づくり事業地区の細街路網計画図」参照）、それを実現するため、敷地単位の働
きかけにとどまらず、街区整備型（図６－１中①）や不接道行き止まり解消型
（図６－１中⑥）、壁面空間のみの整備を働きかけるやり方（建て替え誘導先行
（用地買収無）型、図６－１中⑤）等、豊富な働きかけの選択肢の中から地区
状況に合った手法を選び取り、細街路整備を展開するやり方が進展していると
いえる。 
以上、本研究では、東京区部の街づくり事業地区に着目することで、市街地
の地域的特徴に応じた細街路整備のパターンが大きく２つに分かれ、その中に
おける地区レベルの取り組み方に、差異があることを明らかにした。 
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図６－１ 分析の枠組みと結論の枠組み 
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図６－２ 本研究により得られた知見 
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６．２ 本論文の結論 
 
本節では、以上各章での論考を通じ得られた知見を総括し、本論文の結論に
ついて述べる。 
 
６．２．１ 求められる判定問題への対応 
防災上危険な４ｍ未満道路の固定化を招く 1950 年にさかのぼることを前提
とする「判定問題」が依然として存在し、住民相互間および住民と行政間にお
ける合意形成が不可欠の、まちづくり事業部門にマイナスの影響を及ぼしてい
る。 
判定問題が深刻なところほど、問題状況が固定化される傾向にあるため、早
急な対応策が求められているが、現在（本研究調査時点）までのところ、解決
策の事例は未だ得られていないのが実状である。 
判定問題を乗り越えて「４２条２項以外の適用や、その他の規制誘導手法を
弾力的に運用し建て替えを可能にする」解決策の事例の蓄積が求められている
といえる。 
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６．２．２ 市街地防災性能向上のための細街路整備の方向性 
各細街路整備先進地区の中で最も整備が進んでいる路線・箇所を「細街路優
先整備路線・箇所」と定義し分析対象として取り上げた結果、整備が進捗して
いる事例としては、地域分類と整備類型との間に大きく２通りの対応関係が見
られた。これらの先行事例においては、当然のことながら各々の自治体の財政
事情による制約を受けながら整備手法の選択を行っている。その財政基盤の上
に選択され、進捗が芳しい先行事例の細街路整備類型と地域分類との対応関係
が大きく２通りに区分できることから、今後の展開としては次のような方向性
が考えられる。１つ目はスプロールエリアと旧・江戸のエリアにおける方向性
であり、２つ目はその外側の周辺区部における方向性である。 
①スプロールエリアでは、「都市計画の（中略）暗黒の時代」注６－２）とされる
第一次スプロール期に無秩序な市街化が進み、その後の第二次スプロール期に
木賃アパートベルト地帯が形成された経緯がある。 
これら都市計画の「マイナスの遺産」をもち、すでに建込みが進行したスプ
ロールエリアにおいては、個別敷地の建て替えごとに建築基準法の最低幅員を
確保する狭隘道路整備事業が細街路整備の土台となっており、そのうえで災害
時における避難・救援活動空間の柱となる地区内の骨格道路を敷地単位の働き
かけを基本とする用地買収先行型と建て替え誘導先行型の整備手法で確保する
取り組みが進展している。 
このことから、スプロールエリアにおける今後の展開としては、スポット的
整備を行政区域全体で推進することにより市街地性能の全体的な底上げを図り
ながら、地区内の骨格道路を用地買収先行型と建て替え誘導先行型で確保して
いく取り組みを地区計画の策定と並行して進めることが、既成市街地全体の防
災性能をより迅速に向上させる方法であると考える。ここで鍵となるのが、関
係権利者を中心とした地域住民の合意であるので、計画策定段階からの合意形
成に留意すべきである。 
さらに市街地全体の防災性能向上のためには、「街づくり事業地区の骨格道路
整備」という地区別の問題を、「災害時に有機的に機能する道路ネットワークの
構築」という体系的整備に繋げて、総合的に考えることが重要である。そのた
110 
めには、区ごとの独自の基準で、生活道路レベルまでを含めたきめ細かな将来
像を道路網計画に描き出し、そこへ地区計画の内容を反映させ、住民参加の下
で都市計画マスタープランに位置づけていくことが求められている。 
同様に、旧・江戸の町（町地・商地・武家地）として形成され、震災でも戦
災でも被災を免れたエリアを内包する区においても、地域の歴史的資源の保全
に留意しながら、地域の安全を確保するため、優先順位の高いところから、細
街路整備に関する関係住民及び地域住民の合意形成に努めるべきである。これ
らのエリアにおける整備手法は、建て替え誘導先行型や用地買収先行（部分）
型による敷地単位の働きかけ方が中心となる。古くから地域住民に記憶された
路地である細街路の景観を改変していく手法としては、用地買収型の中でも路
線全体でなく部分を対象とした用地買収（部分）型（図６－１中③）の方が、
緩やかな改変を促すため、これらのエリアにおいては受け入れられ易いものと
考えられる。 
また、これらスプロールエリアや旧・江戸の町を擁する区において、スポッ
ト的整備である狭隘道路整備事業を推進する際には、第三章第二節の結びで述
べた着実な事業誘導方策の実践が求められる。 
②周辺区部では、「区画整理を試行すべき区域」として引き継がれる際に市
街化予想図（細街路網図）注６－１）が作成された旧緑地地域指定エリアや、一定の
道路網が計画的に構築された耕地整理・区画整理・建築線指定エリアを内包し
ており、計画的市街化コントロールが検討されてきた歴史的経緯をもつといえ
る。 
周辺区部においてはこれら都市計画の「プラスの遺産」の流れを汲んで、行
政区域全体を見据えた道路ネットワーク計画を先行させることにより、細街路
整備先進地区内の細街路優先整備路線・箇所における整備手法も、敷地単位の
働きかけにとどまらない計画的アプローチが展開されている。 
このことから、周辺区部における今後の展開としては、全区的な道路ネット
ワーク形成に重点を置いたエリア的整備を先行させ、既成市街地の中へその計
画をあぶり出しするように街づくり事業や狭隘道路整備事業による拡幅路線を
定め既存道路のネットワーク的な拡幅整備を行っていくことが、災害時に機能
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する有機的な細街路網をより迅速に形成させることにつながるため、市街地全
体の防災性能向上への近道であると考える。 
その際の整備手法は、敷地単位の働きかけを中心とする建て替え誘導先行型
や用地買収先行型にとどまらず、豊富な選択肢の中から地区状況に合った手法
を選び取り細街路整備を展開するやり方を、より一層推進すべきである。 
 
以上、本研究で定義した「細街路整備先進地区の細街路優先整備路線・箇所」
に焦点を当て分析した結果、先行事例としては地域分類と整備類型との間に２
通りの対応関係が見られたので、今後の展開としては「①スプロールエリアで
はスポット的整備を先行させ、不足する地区内の骨格道路を用地買収先行型と
建て替え誘導先行型により確保していく方向②周辺区部ではエリア的整備を先
行させ、その区内全域の道路網計画をあぶり出しするように街づくり事業や狭
隘道路整備事業を展開する方向という、２つの方向性を目指すべき」というの
が、本論文の結論である。 
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６．２．３ 街区内部の問題解決に向けて 
優先整備路線としての骨格道路が完成したのちの判定問題を含む街区内部の
問題解決に向けては、「耕地整理等かつ旧緑地地域」や「埋立地」の地域に分
類される地区における「不接道・行き止まり解消型」や「路地保存型」の取り
組みの実践の中に、その解決策の萌芽が現れ始めているとみることができる。 
すなわち、地区内の骨格道路が碁盤の目状に整備されているこれらの地域分
類の地区における、街区内部の建て替えできない・通り抜けできないといった
問題に対する地区独自の手法による解決策の取り組みの実践が、他の地域の今
後の整備への大きな示唆となりうるということである。 
これらの地区における、「住民の合意形成」、「行政側の共通認識」、「様々
な事業制度の組み合わせ」、「法制度の弾力的な運用」をキーワードとしなが
ら建て替えできる・通り抜けできる状況を創出していく取り組みを、今後さら
に他の地域へも広げ、事例を重ねていくことが重要である。そのためには、第
一章で述べた時代の変化である、「よりきめの細かい計画づくり・まちづくり
を、市民と行政とが協働しながら進めていく流れ」を、さらに強力に推し進め
ていくことが求められているといえる。 
具体的には、過去に何回も２項道路等の判定のための調査に入りながら結論
が出せない路線や、判定作業の結果道路扱いできず建て替えができない路線に
ついては、住民参加を前提とした自治体ごとの判断で、細街路一本一本につい
ての将来像を柔軟に定めていく方向を目指すべきである。 
その際、道路後退の余地はあるのに２項道路の要件を満たしていないために
建て替えができない路線の場合は、篠崎地区における先行事例が参考になる。
篠崎地区では「建て替え時には中心から２ｍまで後退し将来４ｍ道路にする」
ことを沿道の関係権利者間で協定締結することをもって建て替えを可能（43 条
但し書き許可の適用）とし、区画整理で４ｍ道路拡幅線までの部分を分筆登記
し、地区計画で地区施設を４ｍに位置づけることで、沿道敷地が４ｍ道路に接
道することとなり、将来に渡り建て替え可能となっている。ここでは住民合意
を起点とし、地区独自のやり方で事業（区画整理）と計画（地区計画）を重層
的に組み合わせることで、結果的に東京都の一括告示によらない細街路整備を
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実現しているのである。 
一方、狭小敷地等の理由で道路後退の余地がないケースについては、路線な
らびに取り巻く地区の実情に即した、一律４ｍではない目標幅員をそれぞれの
道について即地的に定め、３項道路の指定を行っていく方向を目指すべきであ
る。この際、先行事例地区である月島地区において、３項道路指定基準を地区
計画による建築条例に一元化していることは、後に続く地区への大きな示唆と
なり得ると考える。 
さらに、これら先進地区での取り組みの、密集市街地への応用を図る上では、
建築物とその敷地に関することは地区計画による建築条例で定め、それ以外に
必要な災害時の避難等に関することは自主条例に定め、両者の連携あるいは一
体化を図ることにより、密集市街地のアンコ部分注６－３）においても安全性を確保
しながら建て替え更新が進み、同時に地区全体の安全性も向上していくような、
新たな条例の展開も目指すべきではなかろうか。 
すなわち、４ｍ未満を目標幅員とする場合には、建築物の内装制限（火を出
さない）や耐震（崩れない）・不燃化（延焼させない）、加えて災害時を想定
した避難等の訓練の実施（逃げ出せる）をセットにした総合的なルールを定め
ることで、地区全体の安全性を確保しながら建築物の建て替え更新が図られる
よう、地区ごとの建て替え方・住まい方のルールを条例等で明示すべきと考え
る。 
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６．３ 今後の課題 
 
今後の課題は、これら優先整備路線の整備が完了したのちになお残る、建て
替えできない・通り抜けできないといった街区内部の問題に対して、どのよう
な解決策の取り組みが実践されていくのか追跡調査を行い、地域特性との関係
についてさらに詳しく考察することである。 
とりわけ、現在、法制度の弾力的な運用により地区・区域全体の安全性を確
保しながら幅員４ｍ未満のままでの建て替えを進める取り組みを行っている全
国の先進事例は、歴史的景観等の保存をテーマとした地区での取り組みが先行
しているが、今後、第一章でも触れた新たな法制度の枠組みを、既存の枠組み
では建て替えできないエリアへの救済策としてどのように密集市街地一般に適
用していくべきか、さらに検討を要する課題である。 
 
本論文では、「地域分類」と「整備類型」との対応関係の分析から得られた
知見を述べた。 
そもそも、「地域分類」にせよ「整備類型」にせよ、経済的要因に規定され
ていることは言うまでもない。 
すなわち、本論文では市街化の歴史的経緯により地域分類を行ったが、この
市街化の歴史的経緯は、地域経済状況の変遷の現れであると同時に、行政担当
者のマンパワーを含めた財力が何処にどの様に投下されてきたか（こなかった
か）の積み重ねの結果であると考えられる。 
また、本論文において７つの型に類型化した細街路整備の整備類型について
も、各自治体が財政事情による制約を受けながら整備手法の選択を行った結果
であると考えられる。 
今後の課題として、①東京区部における市街化の歴史的経緯と、当時の地域
経済の状況や当時の行政支出との関係を分析すること、②現在各街づくり事業
地区で取り組まれている細街路整備類型と各区の財政状況との関係を分析する
こと、③これら経済指標を加味した分析を通して、さらに「地域分類」ひいて
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は地域特性と細街路整備諸施策のあり方との関係性を考察することが必要であ
るといえる。 
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注 
注６－１）参考文献３－１によると、「市街化予想図」は、緑地地域の廃止と
「土地区画整理を施行すべき区域」の決定の後、新都市計画法が施行された
際、これに伴う措置として、1968年度末から 1969年度初めにかけての数か月
という短期間のうちに広大な地域の細街路網図が完成し、運用がスタートし
たとされている。予想図における道路網を将来の区画整理設計と見立てて、
これに抵触する RC造建築等は指導により位置等を変更させる意図で、この「予
想図」が準備された。 
注６－２）参考文献１－１では、1900 年頃から周辺 82 町村（東京 23 区のうち
旧 15区（旧江戸の市域）を除く部分）の人口が次第に増え始め、1919年の都
市計画法制定前後には、特に山の手の区部に隣接する地帯で、農地の中の道
路がほとんど無いところに家屋がつぎつぎと建築され、市街地が「乱雑無秩
序な迷路型」をしていた状況が説明されている。この状況を指して、飯沼一
省が、「明治から大正の初期にかけては、都市計画の立場からいえば一の暗
黒時代であった」と嘆いたとされている。 
注６－３）23 区の密集市街地では、街区外周部における建替え更新が進むもの
の密集市街地の大半を占める街区内部の改善が進んでいない。このことを饅
頭の餡子（アンコ）と皮（ガワ）になぞらえ、アンコ（＝街区内部）、ガワ（＝
街区外周部）と呼ぶ、俗称がある。 
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【資料１】法制度の弾力的運用により建て替えを可能にする全国的な先進事例
資料１－１　連担建築物設計制度に関する京都市・大阪市事前ヒアリング結果まとめ
京都市 大阪市
京都市都市計画局建築指導部建築指導課
企画基準係長
大阪市計画調整局建築指導部
建築企画担当係長
2009年８月25日10：00～11：30 2009年８月25日15：00～16：30
京都市役所 大阪市役所
袋路再生事業 「法善寺横丁」連担建築物設計制度
①都心部人口の流出
②袋路（行き止まり道路）沿道の建て替え更
新の停滞
という背景から、都心居住の受け皿として規
制緩和を進め、居住空間としての袋路を再生
しようとの機運が高まっていたところ、1999年
に建築基準法86条第２項で一団地認定制度
が開始されたことを受けて、袋路再生事業が
始まった。
地元からの要望による。「路地関係者」として
市民および全国から、路地保存に関する２９
万もの署名が集まった。
江戸時代に120ｍグリッドの骨格街路が形成
され、そこに町家が建ち並んだ。表の町家が
街区の奥へ向けて路地を入れ、街区の内部
に家を建てていった。
ナニワの風情をたたえた店舗が連なっている
こと。看板や石畳から成る個性的な街並みが
あること。
現状の居住水準を確保できるかという検証を
行い、３階建てまで認めないと無理であるとい
う結論に至った。
専門委員会（専門家委員と顧問と３社協議会
で構成）が行った。従前とほぼ同程度の店舗
床を確保できる制度内容で提案された。ナニ
ワの風情の継承という観点から、４２条２項の
適用はできない、法改正前で３項道路の指定
もできない、そこで連担制度しかないというこ
とになった。とにもかくにも「早期再建」が求め
られたため、地区計画を準備する時間も無
く、行政独自のシミュレーションもやっていな
い。
市全域を対象とした「協調建替型住宅設計制
度」が法善寺横丁の火災以前からあり、この
制度の要綱（「一の敷地とみなすこと等による
制限の緩和に関する認定取扱要綱」）の中に
「協調建替型認定基準」があった。その基準
をもとに、地区特性に合わせた「法善寺横丁
への連担建築物設計制度の適用について」
を独自に定めた。
基本は500㎡までであるが、法善寺横丁
（1800㎡）に関しては独自基準によった。
①喉元敷
地の 「通
路部分の
み参加」
について
道路（２項道路でも可）への接道長さが２ｍと
れるかとれないかで、喉元敷地を連担の区域
に入れるか入れないかが決まる。通路幅が２
ｍ以上あるケースでは、喉元敷地は連担の
区域に入らない。一方、例えば通路幅が一間
しかないケースでは、喉元敷地の人は幅20㎝
の通路拡幅分のみの参加で、協定に入り、押
印（実印、印鑑証明付き）もする。この場合、
喉元敷地も連担の区域に含める。
喉元敷地の「通路部分のみ参加」を認めてい
る。区域には入るため実印・印鑑証明をもらう
が、通路提供以外の’しばり’は受けない。
１．   前提条件
ヒアリング
調査対象
ヒアリング
対象者
ヒアリング
日・時
ヒアリング
場所
ヒアリング対
象事業名等
2-3 指定要件
1-1制度導
入の契機
1-2地区特
性について
1-3事前の
効果検証に
ついて
２．   認定基準について
2-1基準適
用範囲
2-2 区域面
積の上限
②区域全
体として
接する道
路が 、 ２
項道路で
あった場
合につい
て
上記の通り、区域が接する道路が２項道路で
あっても、制度の適用は有り。
区域全体が接する道路は２項道路でも可。
③通路幅
員規定
２ｍ以上であること。 一般的要件は2.7ｍ以上。法善寺横丁の場合
は2.6ｍ以上。
④通路延
長につい
て
50ｍまでであること。データにて検証を行った
結果、京都市の都心部では、120ｍグリッドの
街路の骨格となっているため、35ｍでは本制
度により建て替えを可能にできる範囲が狭す
ぎるということになった。
基本は50ｍまでであるが、個別案件ごとに
ケース・バイ・ケースの判断を行っている。
⑤通路終
端部の規
定
通路の行き止まりは区域境界線であることを
要件とした。これにより、本制度適用区域同
士がつながって、行き止まりを解消できる可
能性に期待を残した。
特になし。
⑥階数・
用途規定
階数は３階まで、用途は専用住宅であること
が要件。
階数は３階まで。用途は住宅のみ（法善寺横
丁は独自基準による）。高さ10ｍまで。
⑦他の手
法との整
合 ・差別
化の考え
方
43条但し書きで建て替え可能とするケースが
年間10件程度あるが、それとの役割分担は
特に定めていない。具体のケースごとの判断
となっている。
43条但し書きで建て替え可能とするケースが
年間100件程度あるが、連担制度との使い分
け等の制度の体系化は未だ行っていない。
⑧その他
要件
特になし。 建物の側面での開口部禁止は、法善寺横丁
独自の運用基準である。
喉元敷地に対しては、制限（容積240％、高さ
10ｍ、階数３階まで）から除外されることを説
明した。
実績６件すべてが開発業者主体であるため、
行政は直接はタッチしていない。
協定に関して条件付けあり。 区域全体の地主が法善寺。店の人は皆、借
地または店子。関係権利者が同じような立場
なので、うまくいく面が大きい。行政から出し
た条件は協定締結。その協定書と建築基準
法８６条の認定申請書に、全員の実印と印鑑
証明を添付させた。ｺｰﾃﾞﾞｨﾈｰﾀｰは専門家委
員の大学の先生や１回目の火災の火元と
なった工事現場の竹中工務店のグループが
務めた。図面等の資料作成や、模型等の視
覚的ツールを用いた住民説明を行ったこと
が、関係権利者間のイメージの共有化につな
がり、スムーズな合意形成に効果があった。
外壁面に区域や壁面線を明示するイメージ
で、要綱では標識の設置をうたっているが、
実際にはやっていない。
地元で掲示している。
3-1喉元敷
地 へ の 対
応策
3-2住民間
の合意形
４．   認定手続きについて
３．   住民との合意形成について
4-1全員同
意に関する
手 続 き
（ルールの
明文化、協
定等による
担保等）
4-2標識の
設置(具体的
にどこに、誰
が、いつ、どの
ように、設置さ
れているか？)
有り。開発業者が残地を購入したことによる。 ２度目の火災で区域変更をしたときに、１回
事後認定があった。
開発業者による事業の論理ではなく、行政に
よる公共事業の論理で本制度を活用するな
らば、個別解を導く仕組みとして有効である。
協調建て替えの一手法であるという考え方
で、運用を図っている。本 制 度 活
用の所感
4-3最初の
認 定 以 降
の 個 別 認
定について
５．その他
資料１－２　３項道路指定に関する京都市事前ヒアリング結果まとめ
ヒアリング
調査対象 京都市
ヒアリング
対象者 京都市都市計画局建築指導部建築指導課企画基準係長
ヒアリング
日・時 2009年８月25日10：00～11：30
ヒアリング
場所 京都市役所
ヒアリング
対象地区名 祇園町南側地区
1-1 制 度
導入の契
機
歴史的街並みや個性的な商空間である細街路をどう保存していくかということが、従来か
らの行政課題であった。景観を守るという観点から、３項指定の案が浮上し、地元と専門
家との間で検討が始まった。
1-2 事 前
の効果検
証
特になし。
1-3 他 手
法との併
用
①建築基準法第43条の２に基づき「細街路条例」を定め、建築物の制限（階数制限、内装
制限）を付加した。②建築基準法第40条に基づき「防火条例」を定め、防火・準防火地域を
外して木造のお茶屋の景観を守った。③街並み誘導型地区計画による建築条例（道路斜
線の緩和等）
2-1 基 準
適用範囲
歴史的景観が残る細街路が対象
2-2 指 定
要件
①２方向避難できること
②周囲に広幅員道路があること
③地域防災がしっかりしていること（防災訓練等）
④消防水利（防火水槽、屋外消火器）が整備・配備されていること
⑤消防との連携がしっかりしている地区であること
⑥市街地防災性能が評価できること（2003年に準防火を外す段階で、準防火制度に代わ
る細街路条例で地区の防災性は担保できると評価していた）
2-3 幅 員
数値の決
定根拠
祇園町は明治期から大正期にかけての市街地建築物法時代に路地が形成されたため、
幅員は９尺というスタンダードありきであった。
3-1 ２ 項
セットバッ
ク済への
対応
特に問題にならなかった。
3-2 制 限
付加への
理解
従来から、防災意識が高いから、「現状幅員のままが認められること」と「制限の付加」とが
セットであることは受容されていた。行政からは、制度・仕組みの話を説明した。
3-3 住 民
間の合意
形成
①地区内のリーダーのリーダーシップが絶大であったこと
②大地主２名の土地所有であったため、居住者は皆借地借家人で立場が似ていたこと
③「街並みを守ろう」という意識が地区の中で共有されていたこと
以上の理由から行政はノータッチであった。
4-1 建 築
審査会の
同意等
①都市計画審議会で「街並み誘導型地区計画」を決定し、②議会での審議を経て「細街路
条例」を施行し、建築審査会の同意を得て「３項道路」を指定した。
4-2 台 帳
整備他
３項指定以外の道路と一緒に、道路判定の部署で台帳整備を行っている。祇園地区の９
路線のみ、HP上に公開している。
３．   住民との合意形成について
２．   指定基準
１．   前提条件
４．   決定手続き
  
 
 
 
【資料２】 
 
細街路整備の現状と、計画・制度に関するアンケート調査 
（2009年調査）調査票 
 
 
(Ａ)建築基準法上の道路の「判定」（存否・種別・位置）に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内）
Ⅰ． まず、貴区において現在までに扱われた道路の現状についてお聞きします。
（公道、私道の別なく集計されている場合は、公道の欄に記入し、私道の欄を斜線で消してください。）
延長（ｋｍ） 本数（本） 延長（ｋｍ） 本数（本）
総延長
12m以上
10m以上12m未満
6.5m以上10m未満
4m以上6.5m未満
42条2項
42条1項5号
付則の5号
42条3項
42条4項
43条但し書き
Ⅱ．建築基準法上の道路の存否・種別の「判定」についてお聞きします。
Ｑ１．
1．これまで、その路線に接する敷地で建築確認をおろした経緯がない。
2．これまでの建築確認における前面道路の扱いが食い違っている。
3．現在の道路形態が不鮮明である。
4．基準時の状況を再現できるだけの資料が不足している。
5．所有権境に関してトラブルが起こっている。
6．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(以下、上表最下欄(※)に本数等を記入された区の方は、Ｑ４へお進みください。)
Ｑ２．
1．4ｍ未満道路の実態を把握していないから。
2．4ｍ未満道路の実態調査は行ったが、「判定済」か「未判定」かに関するチェックは
行っていないから。
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　 　　　　　　）
Ｑ３．
1．行政需要が無いため 2．行政需要はあるが、現在の体制・人員では無理があるため
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
幅員別及び建築基準法上の扱い別に、道路延長・本数を空欄に記入してください。（把握されている範囲
で結構です。該当する道路がない場合は「無し」、不明の場合は「不明」とお書きください。）
位置
指定
Ｑ2で1、2と答えた区の方にお聞きします。その理由はどのようなものでしょうか。あてはまるもの１つ
だけ○をつけてください。
メールアドレス
(※)建築基準法上の扱い（存否・
種別）が不明確(「未判定」)
上表最下欄(※)に本数等を記入された区の方にお聞きします。建築基準法上の扱いが不明確（「未
判定」）であるとして集計された路線は、どのような路線ですか。（複数回答可）
上表最下欄(※)に本数等を記入されなかった区の方にお聞きします。その理由は何でしょうか。あ
てはまるものに1つだけ○をつけてください。
公道（国・都・区あわせて） 私道
4m未満
建築基準法
上の扱い
（存否・種
別）が明確
－１－
Ｑ４． 道路の「判定」が必要になるのはどのような場合ですか。中心となるものに○をつけてください。
1．行政需要が無いため
2．行政需要はあるが、現在の体制・人員では無理があるため窓口に相談があったケースで、前面道路の建築基準法上の扱いが不明な場合
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）庁内の関連部署より相談があったケースで、前面道路の建築基準法上の扱いが不明な場合
4．基準時の状況を再現できるだけの資料が不足している。その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ５． 既存住宅の耐震補強にあたって、前面道路の「判定」が必要になるケースがありますか。
1．よくある 2．たまにある 3．ほとんどない 4．まったくない 
Ｑ６．
1．建築物の建築 2．土地の売買 3．担保調査 4．その他（　　　　　　）
H20
H15
H10
Ｑ７． 「判定」を求められる相手方として、多いものに○印を記入してください。（複数回答可）
件数がわかる場合は、件数をご記入ください。
1．建築主 2．土地の関係権利者 3．建物の設計者 4．不動産業者 5．金融機関 6．その他（　　　　　　　　）
H20
H15
H10
Ｑ８．
1．判定委員会等の機関を設け、定期的にまとめて判定を行っている。
2．判定委員会等の機関を設け、必要に応じて個別に判定を行っている。
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ９．
○名称：
○構成：
○位置付け： 1．単なる諮問機関である 2．「判定」権限を有する
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
○機関設置年度と、以降の年間判定件数
設置年度　　　年
　　　　　 　　件
Ｑ10．
1．必ず行う 2．よく行う 3．ほとんど行わない 4．全く行わない
Ｑ11．聞き取り調査の結果をどの程度参考にしますか。該当するものに１つだけ○をお願いします。
1．決め手となる場合が多い 2．内部資料の裏付けを取る程度 3．あまり参考にならない
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
年
件
年
件
「判定」に際し、客観的資料（航空写真、測量図等）のみでは判断できず、関係権利者に聞き取り調
査を行うことがありますか。該当するものに1つだけ○をお願いします。
年年 年 年
件
年
年
年 年年 年
件 件 件 件
件 件 件 件 件 件 件 件 件
件
貴区におかれましては、4ｍ未満の道路で建築基準法上の扱いが不明確なものの解消を図るため
に、特定の機関の設置や利用を行われていますか。該当するものに１つだけ○をお願いします
Ｑ８にお答えになった区の方にお聞きします。その機関の名称、構成、位置付けはどのようなもので
すか。
「判定」が必要なものの件数は年間どれくらいありますか。年間総件数と動機別件数がわかれば、昨
年度の件数（集計が間に合わなければその前年度でも結構です）と平成10・15年度の件数を記入してく
ださい。
件数が不明の場合も、「判定」件数の多い動機の欄に○印を記入してください。（複数回答可）
年間総件数
年
建築確認申請ま は狭あい道路（細街路）拡幅整備事業の事前協議申請がなされたケース
で、前面道路の建築基準法上の扱いが不明な場合
年 年 年
件 件 件
年 年年 年
－2－
Ｑ12．
1．よくある（年間　　件くらい） 2．たまにある（年間　　件くらい） 3．全く無い
Ｑ13．Ｑ12で1、2とお答えの区にお聞きします。その場合、どのような方策をとられていますか。
Ｑ14．
1．建築基準法42条2項以外の適用や、規制誘導手法により、建て替えを可
2．建て替え不可として関係者に知らせる。
3．特に何もしない。
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ15．
1．「3項道路」指定 2．43条ただし書許可 3．「連担建築物設計制度」
4．建ぺい率特例許可 5．建築協定 6．地区計画 7．区独自の建築条例
8．共同建て替え 9．その他（　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ16．存否の「判定」に際し、トラブルが発生することがありますか。（該当するもの１つだけに○をお願いします）
1．よくある（年間　　件くらい） 2．たまにある（年間　　件くらい） 3．全く無い
Ｑ17．Ｑ16で1、2と答えた区の方にお聞きします。どのようなトラブルが多いでしょうか。
Ｑ18．
Ｑ19．
Ｑ20．Ｑ19で「ある」とお答えの区の方にお聞きします。具体的にはどのような変更でしょうか。
42条2項以外の建築基準法の弾力的運用や、その他の規制誘導手法との連携等により、建
て替えを可能にすることがある。
平成19年6月に公布された建築基準法「改正省令」により、「指定道路に関する情報管理の適正化
に係る技術的助言」が通知されました。これにより現在、あるいは来年4月以降、「判定・指定」に至る
までのプロセスに変更がありますか。　　　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
その他、建築基準法上の扱い（存否・種別）が「未判定」の道路について、直面している問題があり
ましたらお書きください。
「判定」の結果、2項道路の要件を満たさないことが明らかになった場合、どのように対処されていま
すか。（複数回答可）
Ｑ14で１．とお答えの場合、建替えを可能とした「建築基準法の弾力的運用や、その他の規制誘導
手法との連携等」とはどのようなものでしょうか。あてはまるもの全てに○をつけてください。
「判定作業」の結果、資料・証言の不足、あるいはその内容の食い違い等により、結論が出せないこ
とがありますか。該当するものに1つだけ○をお願いします。
－3－
Ⅲ． 建築基準法上の道路の位置の確定についてお聞きします。
Ｑ１．
Ｑ２．
Ｑ３．
1．現況中心 2．所有権上の公平性 3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ４．
Ｑ５． 中心位置の確定に際し、関係権利者の承諾をとられることがありますか。
1．必ずとる 2．ケースによってはとる 3．承諾をとることはない
Ｑ６． Ｑ５で1．2．の場合、承諾は何によってとられていますか。（複数回答可）
1．口頭 2．文書 3．認印 4．実印
5．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ７． また、承諾をとられるときは、どの範囲まで取られますか。
下の番号と、【　】内の当てはまるところに○をご記入ください。（複数回答可）
1．路線全体の関係権利者 【  土地所有者  ・  借地権者  ・  抵当権者  ・  その他  】
2．建替え敷地の「向こう三軒両隣」関係権利者 【  土地所有者  ・  借地権者  ・  抵当権者  ・  その他  】
3．接する敷地の関係権利者調査道路沿道の居住者
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ８．
1．公道については、道路管理者の判断に委ねる
2．官民境界査定図面を、資料として提供してもらう
3．特に道路管理者との関わりは持たない
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ９． 中心位置の確定に際し、トラブルが発生することがありますか。1つだけ○をご記入ください。
1．よくある（年間　　件くらい） 2．たまにある（年間　　件くらい） 3．全く無い
Ｑ10．Ｑ９で1、2と答えた区の方にお聞きします。どのようなトラブルが多いですか。
建築基準法上、基準時当時の道路中心が２項道路中心ということになっておりますが、貴区におかれ
ましては基準時当時の再現方法として、どのような手法・資料をとられていますか。
２項道路の中心位置の確定に際し基準時の状況が明確でない場合に、実務上“原則”とされている
ことはありますか。　　　　（   　ある 　  ・  　 ない   　　）
Ｑ2で「ある」とお答えの区の方にお聞きします。その原則とは何でしょうか。該当する１つに○をお願
いします。
前問でお答えいただいた内容について、その理由を教えてください。（特に1とお答えになった場
合、現況道路の中心が所有権上公平でないケースでは、どのような対応をされていますか。）
調査対象道路が公道である場合、その公道の中心位置確定に際し、道路管理者との連携はどのよ
うにとられていますか。当てはまるもの1つだけに○をご記入ください。
－4－
Ⅳ． 建築基準法上の道路の存否・種別・位置「判定」後の、結果の取り扱いについてお聞きします。
Ｑ１． 「判定結果」は判断理由書のような形で文書としてまとめられていますか。
（　　　はい　　・　　いいえ　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「はい」とお答えの場合、その保管方法はどのようなものでしょうか。
Ｑ３． 「判定結果」について特定行政庁としての決裁はとられていますか。　 （　　はい　・　いいえ　　）
Ｑ４． 「判定結果」について、その内容の情報公開は行われていますか。　　　ＹＥＳ・ＮＯ　）（　　はい　・　いいえ　　）
Ｑ５． Ｑ４で「はい」の場合、情報公開申請件数がわかれば教えてください。　　 年間平均約　　　　　　　件
Ｑ６． 「判定結果」について、他の部課へ事後閲覧されていますか。 （　　はい　・　いいえ　　）
Ｑ７． その他、建築行政資料として活用されていることがありましたら教えてください。（台帳の閲覧等）
Ｑ８． 前問までの方法を来年度以降、変更される予定がありますか。 （　　ある　　・　　ない　　）
Ｑ９． Ｑ８で「ある」とお答えの場合、箇条書きで結構ですので変更されるポイントをお書きください。
Ⅴ．
Ｑ１．
　
Ｑ２． Ｑ1で「考えている」とお答えの区の方にお聞きします。具体的にはどのようなことでしょうか。
　
Ｑ３．
理由
この点に関し、「判定」の基準とする時期を繰り上げて、新たに定める提案について、どう思われます
か。　　　　　（　　　　賛成　　　・　　　反対　　　　）
４ｍ未満の道路で、建築基準法上の存否・種別・位置が不明確（「未判定」）なものの今後の扱い
についてお聞きします。
Ｓ２５年を基準時として２項道路の指定が一括告示されてから60年近く経過し、基準時当時の証言
者も年々減少しています。このままいくと近い将来、証言可能者がいなくなり、基準時当時の状況再
現は困難さを極めることが予想されます。貴区ではこの問題に関し、何か解決策をお考えですか。
（　　　考えている　　・　　まだ考えていない　　　）
－5－
Ⅵ． 最後に、指定確認検査機関導入後の、道路調査、判定・指定業務についてお聞きします。 
Ｑ１．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
（
Ｑ３．
１．やりやすくなった点がある
２．やりにくくなった点がある　
３．特に変化には気付かない
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　
Ｑ４． Ｑ３で１とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
（
Ｑ５． Ｑ３で２とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
建築確認と連動した道路調査・「判定」等を行う際に、指定確認検査機関導入の前と後とで、なにか
お気づきの点がありますか。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
建築確認と連動した道路調査・「判定」等を行う上で、建築確認申請が区に出された場合と民間に
出された場合とで、何か異なる点がありますか。
－6－
(Ｂ)狭あい道路（細街路）拡幅整備事業に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内）
Ⅰ． 狭あい道路（細街路）拡幅整備事業の、経過と実績についてお聞きします。
 空欄に、平成7年度以降の、各項目の年度ごとの件数を記入してください。
確認申請受付件数
完了検査件数
内、完了検査実施件数
Ｑ１．
（　　　はい　　・　　いいえ　　　）
Ｑ２．
Ｑ３．
1．申請はされたが、未着工であった
2．申請のあと、取り下げられた
3．違反等により整備が行われなかった
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ４．
1．よくある 2．たまにある 3．ほとんどない 4．まったくない 
メールアドレス
平成 平成 平成平成 平成 平成 平成 平成
8 9 10 11 12 13
平成 平成 平成
年度 年度
4ｍ未満狭あい道路沿い確認
申請受付件数
2016 17 18 19
平成 平成 平成
7
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
14 15
拡幅整備事業申請受付件数
又は事前協議受付件数(※1)
内、後退整備確認済件数
(※2)
内、存否・種別・位置判定
作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移
設件数
年度 年度 年度年度
拡幅整備事業申請がなされた全ての物件について、整備済の現場確認を行なわれますか。
「整備済」とは、どこまでの道路整備が行われたことを指しますか。あてはまるところに○をつけ
てください。ケースによって異なる場合は、あてはまる全てに○をお願いします。
上の表で、(※1)より(※2)の件数の方が少ない要因として、考えられることは何でしょうか。（複
数回答可）
既存住宅の耐震補強にあたって、狭あい道路拡幅整備事業の事前協議を受け付けることが
ありますか。
1．中心鋲の打
設
2．塀その他の
突出物の後
退・撤去
5．Ｌ型・縁石・
石杭等の新設
移設
4．後退杭の
設置3．路面の整備
－１－
Ⅱ．
Ｑ１． 貴区におかれましては、拡幅整備後の後退用地の扱いをどのようにされていますか。　　　　
また後退整備の工事主体、後退用地の管理主体との関係はどのようになっていますか。
【記入例】：
地目の変更
（宅地→公衆用道路）
○公道の場合
（宅地→公衆用道路）
○私道の場合
（宅地→公衆用道路）
Ｑ２． 後退整備工事または後退用地管理を、申請者が行うとお答えの区の方にお聞きします。
公道の場合→（　　はい　　・　　いいえ　　・　　その他　　）
私道の場合→（　　はい　　・　　いいえ　　・　　その他　　）
Ｑ３． Ｑ２で「はい」とお答えの区の方にお聞きします。
「公道2項で、後退用地の無償使用承諾と整備承諾を受け、地目の変更はせず、非課税
手続きの代行を行い、区が後退整備工事と、後退用地管理を行う」というケース
後退用地の扱い 工事・管理の主体
底地の
権原取得
整備承諾
非課税手続きの
代行
後退整備工
事主体
後退用地管
理主体
狭あい道路（細街路）拡幅整備事業による、後退用地の扱いと整備・管理主体との関係につ
いてお聞きします。
あてはまるところを○で囲み、関係する項目同士を線で結んでください。（いくつかのパターン
がある場合は重ねて記していただいて結構です。）
買い取り
しない しない しない 申請者 申請者
権原取得ﾅｼ
寄付
する する する 区 区
無償使用承諾
寄付
する する する 区 区
無償使用承諾
後退用地の扱い 工事・管理の主体
底地の
権原取得 整備承諾
地目の変更 非課税手続き
の代行
後退整備
工事主体
後退用地
管理主体
後退用地の扱い 工事・管理の主体
整備承諾 地目の変更 非課税手続きの代行
後退整備
工事主体
後退用地
管理主体
買い取り
しない しない しない 申請者 申請者
権原取得ﾅｼ
1路線全体のセットバックが終了した時点で、区で整備または管理を行うという方法をとられて
いますか。
１路線全体の整備・管理を行われる組み合わせは、次のどれでしょうか。あてはまる組み合わ
せの欄に○印をご記入ください。
路線単位
後退整備工事 後退用地管理
する する する 区 区
しない しない しない 申請者 申請者
公　道
私　道
－2－
Ⅲ．
Ｑ１．
1．中心鋲の打設 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
2．塀その他の突出物の後退・撤去 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
3．後退用地の路面整備 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
4．後退杭の設置 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
5．Ｌ型・縁石の新移設 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
6．その他（　　　　　　　　　　） 【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
Ｑ２．
Ｑ３．
Ｑ４． 前問で「ある」とお答えの場合、それはどのようなケースですか。
Ｑ５．
Ⅳ．
Ｑ１． 貴区におかれましては、生活道路のネットワークに関する計画をお持ちですか。
（　　　もっている　　・　　もっていない　　　）
名称：
Ｑ２．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
（前問で「ない」と答えられた区の方はＱ５へお進みください。）
Ｑ３．
Ｑ４． Ｑ3であるとお答えの場合、積極的・優先的に拡幅整備を行う根拠・理由は何ですか。
1．公道であるから （複数可）
2．通り抜けているから
3．通行量が多いから
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
狭あい道路（細街路）拡幅整備を行う際に、建築基準法上の道路の存否・位置が不明なまま
の道路の存在が、ネックだと感じられることはありますか。
（　　　ある　　・　　ない　　　）
その他、狭あい道路（細街路）拡幅整備と建築行政もしくは都市計画・まちづくり行政との連携
等の関連で、直面している問題がありましたらお書きください。
狭あい道路（細街路）拡幅整備事業による、後退整備（現場の築造）の内容についてお聞き
します。
貴区におかれましては、どこまでの後退整備（現場の築造）を実施あるいは指導されています
か。（ケースによって整備内容が異なる場合は、○のついた【　】内にそのケースについてご説
明ください。）（複数回答可）
個々の建て替えと同時にＬ型・縁石・後退杭の新設、移設を行わない場合、後退位置の将来
的な担保は何によって行われていますか。
狭あい道路（細街路）拡幅整備事業と、生活道路のネットワーク計画の関わりについてお聞
きします。（ここでいう「生活道路」とは、幅員おおむね12ｍ未満で、個々の宅地の前面道路から地
区内の主要道路までを含むものとします。）
Ｑ1で「もっている」と答えられた区の方にお聞きします。狭あい道路（細街路）拡幅整備を行う
際、その計画に合わせて協議・指導をすることがありますか。
4ｍ未満の細街路のうち、特に積極的・優先的に拡幅整備を行っている路線はありますか。
（　　　ある　　・　　ない　　　）
－3－
Ｑ５．
Ｑ６．
1．「3項道路」指定 2．43条ただし書許可 3．「連担建築物設計制度」
4．建ぺい率特例許可 5．建築協定 6．地区計画 7．区独自の建築条例
8．共同建て替え 9．その他（　　　                         　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ７． Ｑ６の方策により建て替えを可能としている理由・根拠についてお書きください。
Ⅴ．最後に、指定確認検査機関導入後の、狭隘道路整備事業についてお聞きします。
Ｑ１． 区が拡幅整備工事を行う場合について、お聞きします。
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、どのように対処されていますか。
Ｑ３． 申請者が拡幅整備工事を行う場合について、お聞きします。
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ４． Ｑ３で「ある」とお答えの場合、どのように対処されていますか。
Ｑ５．
Ｑ６． Ｑ５で「ある」とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
Ｑ７．
ある場合には（　）内に、具体的にはどのようなことか、お書きください。
1．やりやすくなった点がある （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
2．やりにくくなった点がある　 （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
3．特に変化には気付かない
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４ｍ未満の細街路のうち、４ｍに拡幅しなくても、沿道建築物の建て替えが可能な路線があり
ますか。　　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
指定確認検査機関が建築確認・完了検査を行ったケースにおいて、事後測量や助成金調査等
の段階で、事前協議で決定した内容と現場の状況とが食い違っていることがありますか。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
ある場合、それを可能とする方策は何ですか。（複数手法のセットにより規制誘導を図られている場
合は、当てはまるものすべてに○をお願いします。）
指定確認検査機関が建築確認・完了検査を行ったケースにおいて、拡幅整備工事の段階
で、事前協議で決定した内容と、現場の状況とが食い違っていることがありますか。
建築確認との連携をとりながら、狭あい道路拡幅整備事業を推進する上で、指定確認検査機
関の導入の前と後とで、なにかお気づきの点がありますか。
その他、狭あい道路整備事業を推進する上で、建築確認申請が区に出された場合と民間に
出された場合とで、何か異なる点がありますか。　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
－4－
(Ｃ)建築確認と狭あい道路（細街路）拡幅整備事業に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内）
Ⅰ． 建築確認と、狭あい道路（細街路）拡幅整備事業の、実績についてお聞きします。
空欄に、平成7年度以降の、各項目の実績件数を記入してください。
Ⅱ． 幅員4ｍ未満の狭あい道路に接する敷地で、建築確認申請がされた場合についてお聞きします。
Ｑ１． 確認申請の受付に際し、狭あい道路の拡幅整備に関する事前協議を行われていますか。
（　　　している　　　・　　　していない　　　）
Ｑ２．
1．実質的な義務付け 2．協力要請 3．申請者の自主性に委ねる
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ３．
1．必ず行う 2．必要な物件のみ行う 3．専門の担当部署に任せている
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ４． 完了検査を行う際、狭あい道路の拡幅整備に関する検査をどの程度行われますか。
1．必ず行う 2．必要な物件のみ行う 3．専門の担当部署に任せている
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ５． 既存住宅の耐震補強にあたって、建築確認を要したケースがありますか。
1．よくある 2．たまにある 3．ほとんどない 4．まったくない 
メールアドレス
平成 平成 平成 平成 平成 平成
(※)の欄につきましては、過去3ヵ年分だけでも、建築計画概要書や確認申請データーベース等での集計
を行った数字を、お手数ですがご記入いただけますでしょうか。（既存データがございましたら、もちろんそ
ちらをご記入ください。）
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成
１９年度 20年度１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度
確認申請受付件数
区
１３年度７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度
民
間
完了検査件数
区
民
間
(※)4ｍ未満狭あい道
路沿い確認申請受付
件数
区
民
間
内、完了検査実施
件数
区
民
間
Ｑ1で「している」と答えられた区の方にお聞きします。具体的には拡幅整備に関し、どの程度の協
議・指導を行われていますか。最も近いと思われるものに1つだけ○をつけてください。
確認申請書の審査に際し、狭あい道路の拡幅整備に関する現場審査をどの程度行われますか。
－１－
Ⅲ．
Ｑ１． 貴区におかれまして、生活道路網の形成に関する方針をお持ちですか。
（　　　もっている　　・　　もっていない　　　）
Ｑ２．
Ｑ３．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ４．
1．公道であるから 2．通り抜けているから 3．通行量が多いから
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ５．
Ｑ６．
1．「3項道路」指定 2．43条ただし書許可 3．「連担建築物設計制度」
4．建ぺい率特例許可 5．建築協定 6．地区計画 7．区独自の建築条例
8．共同建て替え 9．その他（　　　　　                         　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ７． Ｑ６の方策により建て替えを可能にする理由・根拠についてお書きください。
　
Ⅳ．指定確認検査機関導入後の、建築確認業務についてお聞きします。
Ｑ１．
３．既に事業について周知徹底が図られており、特に尋ねられることはない。
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４ｍ未満の細街路のうち、４ｍに拡幅しなくても、沿道建築物の建て替えが可能な路線があります
か。　　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ１で「もっている」と答えられた区の方にお聞きします。建築確認に際し、その計画に合わせて協
議や指導を行うことがありますか。　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２で「ある」と答えられた区の方にお聞きします。4ｍ未満の細街路のうち、特に積極的・優先的に
細街路整備を指導する路線はありますか。
Ｑ3であるとお答えの場合、積極的・優先的に指導する根拠・理由は何でしょうか（複数回答可）
ある場合、それを可能とする方策は何ですか。（複数手法のセットにより規制誘導を図られている場合
は、当てはまるものすべてに○をお願いします。）
建築計画の事前相談で設計者等が窓口に来庁した際に、狭あい道路拡幅整備事業の周知や担
当窓口への誘導を、どのように行われていますか。
生活道路のネットワーク計画についてお聞きします。（ここでいう「生活道路」とは、幅員おおむね１２ｍ
未満で、個々の宅地の前面道路から地区内の主要道路までを含むものとします。）
区内全域対象でなくても、具体的なまちづくり事業地区内で細街路網計画をたてられている場合
には、「もっている」とお答えください。
１．積極的に担当窓口への誘導を図っている。
２．設計者等から尋ねられれば、案内している。
－2－
Ｑ２．
Ｑ３．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ４．
１．狭あい道路のセットバック寸法が記載されていない、あるいは間違っているケース
２．建築基準法上の道路種別が記載されていない、あるいは間違っているケース
３．地区計画の内容との整合が図られていないケース
４．区全域の細街路網計画等との整合が図られていないケース
５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ５． Ｑ４のようなケースでは、どのように対処されていますか。
Ｑ６．
（　　　　行っている　　　・　　　行っていない　　　　）
　
Ｑ７．
【チェックを行う部署】 １．建築確認の担当部署
２．拡幅整備事業の担当部署
３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【チェックを行うタイミング】 １．「確認済証の交付」の報告を受けたたとき
２．「完了検査合格証の交付」の報告を受けたとき
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【チェックを行う形式】 １．現場確認
２．書類確認
３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ３で「ある」とお答えの場合、それはどのようなケースですか。あてはまるもの全てに○をつけてく
ださい。
対処方策として何らかの『指示』を行った場合、指示内容が守られたかどうかのチェックは行われて
いますか。
Ｑ６で「行っている」とお答えの場合、それは、どの部署が、どのタイミングで、どのような形式で行わ
れているでしょうか。
　
Ｑ１でお答えの内容について、指定確認検査機関の導入以前と変わった点がありましたら、お気づ
きの点をお書きください。
指定確認検査機関から、建築確認申請受理後の『照会文書』（建築計画概要書添付）が送付されて
きた際に、狭あい道路（細街路）整備に関する記載が、不足していること等がありますか。
－3－
Ｑ８．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
　
Ｑ
Ｑ８． 前問の通知を行わなかったために、区が特定行政庁として責任を問われたケースがありますか。　　　　　　　　　　　　　　
（　　　ある　　・　　ない　　　）
　
Ⅴ． 最後に、建築行政と狭あい道路（細街路）拡幅整備事業、都市計画・まちづくり行政との関連で、
直面している問題等がございましたらお書きください。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
民間主事のおろした建築確認が建築基準関係規定に適合しないと認め、建築基準法第６条の２第４項
による、「適合しない旨の通知」を交付したケースがありますか。
－4－
(Ｄ)道路網計画に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内）
Ⅰ． まず、道路の現況についてお聞きします。
総延長・総本数
12m以上
10m以上12m未満
6.5m以上10m未満
4m以上6，5m未満
4m未満
Ⅱ． 次に、道路網計画についてお聞きします。
Ｑ１． 貴区におかれまして、区内全域をカバーする道路網のネットワークに関する計画がありますか。
（　　　有　　・　　無　　　）
計画の名称：
（Ｑ１で「無」とお答えの区の方は、Ｑ９へお進みください。）
Ｑ２．
幅員別及び建築基準法上の扱い別に、道路延長・本数を空欄に記入してください。（把握されている範囲
で結構です。該当するものがない場合は「無し」、不明の場合は「不明」とお書きください。）
公道（国・都・区あわせて） 私道
延長（ｋｍ） 本数（本） 延長（ｋｍ） 本数（本）
計画の諸元についてはどのようになっていますか。種類の欄を参照されて適当と思われる欄に記入
してください。（有・無についてはいずれかに○をつけてください。）
建築基準法上の扱い（存否・種別）が不
明確（「未判定」）
生 　　活 　　道 　　路
種類
①幹線道路
（広域交通を担
う）
②補助幹線道
路（地域間交
通を担う）
③地区内の主要
道路（地区内交
通の中心）
④主要な区画道
路（区画道路の
中心）
⑤区画道路
（宅地に接
続）
⑥その他
有・無
(※)具体化
方策の内容
具体化方策 有・無 有・無 有・無 有・無 有・無
メールアドレス
有・無 有・無 有・無 有・無有・無
名称
幅員
網間隔
路線指定 有・無
－１－
Ｑ３． Ｑ２で「具体化方策」が「有」とお答えの区にお聞きします。 
Ｑ４．
1．都市計画マスタープランの中に、道路網計画に関することが書き込まれている。
2．都市計画マスタープランとは別に、区内全域道路網計画を持っている。
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(Ｑ４で１とお答えの区の方は、Ｑ９へお進みください。)
Ｑ５． Ｑ４で２とお答えの区の方にお聞きします。
それは行政内部ではどのような形でオーソライズされていますか。１つだけ○をお願いします。
1．区長決裁 2．部長決裁 3．課長決裁 4．その他（　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
Ｑ６． 計画策定に際し議会の関与はありましたか。1つだけ○をお願いします。 
1．議決を経た 2．議会説明を行った 3．関与なし 4．その他（　　　　　　　　　　　）
Ｑ７． 計画策定に際し、事前に一般区民への周知、意向把握を行われましたか。 （ はい ・ いいえ ） 　　
Ｑ８． 「はい」の場合、どのような方法で行われましたか。1つだけ○をお願いします。 
1．行政需要が無いため広報誌等により周知を図り、意見を募集した 
2．行政需要はあるが、現在の体制・人員では無理があるため道路網ネットワークに関する懇談会を設け、その場に区民代表が参加した  
3．行政需要はあるが、現在の体制・人員では無理があるため地区ごとに説明会を行った
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）地区ごとの協議会等で話し合った  
5．基準時の状況を再現できるだけの資料が不足している。その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ９．
1．策定済（平成　　　年策定） 2．改訂作業中（平成　　　年改訂予定）
3．改訂済（平成　　　年改訂）  4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ10．
1．現在の都市マスに道路網計画の書き込みが有り、改訂に際しそれを継承する（した）。
2．現在の都市マスに道路網計画の書き込みが有るが、改訂に際しそれを削除する（した）。
3．現在の都市マスに道路網計画の書き込みが有るが、改訂に際しそれを変更する（した）。
4．現在の都市マスに道路網計画の書き込みは無いが、改訂に際し盛り込む（盛り込んだ）。
5．現在の都市マスに道路網計画の書き込みが無く、改訂に際しても考えない(かった)。
6．その他（　　 ）
Ｑ11．
Ｑ12．「ある」場合、それはどのようなケースですか。 
それはどのような方策ですか。Ｑ２の表の最下欄（※）に記入してください。（スペースが足りない場合
は、裏面にご記入いただけると幸いです。）
この区内全域をカバーする道路網計画は、貴区の都市計画マスタープランの中に書き込まれてい
るものでしょうか。
貴区におかれましては現在、「都市計画のマスタープラン」の策定・改訂準備は行われていますか。
あてはまるもの全てに○をつけてください。
Ｑ９で2．3．とお答えの区の方にお聞きします。先の設問でお答えいただいた道路網計画について
は、マスタープラン改訂に際し、どのような扱いになるものとしてお考えでしょうか。
都市計画の立案にあたって、建築基準法上の扱いが不明確な狭あい道路（道路になるかならない
か、中心位置はどこか等について調査が必要な路線）の存在が、ネックになると感じられることはあり
ますか。　　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
　
－２－ 次頁へ→
Ⅲ．最後に、指定確認検査機関導入後の、都市計画業務についてお聞きします。 
Ｑ１．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
（
　　てお聞きします。Ｑ３．
１．やりやすくなった点がある
２．やりにくくなった点がある　　
３．特に変化には気付かない
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ４． Ｑ３で１とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
Ｑ５． Ｑ３で２とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
地区計画等、建築確認との連携を図りながら都市計画の業務を行う際に、民間確認検査機関の導
入の前と後とで、なにかお気づきの点がありますか。
地区計画等、建築確認との連携を図りながら都市計画の業務を行う上で、建築確認申請が区に出
された場合と民間に出された場合とで、何か異なる点がありますか。
－3－　　　　
(Ｅ)まちづくりと狭あい道路（細街路）に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内） メールアドレス
Ⅰ． 幅員4ｍ未満の細街路と、まちづくりの関係についてお聞きします。　　　　　　　
Ｑ１．
１．よくある（年間　　　件くらい） 2．たまにある（年間　　　件くらい） 3．全く無い
Ｑ２．
1．セットバックの必要性について
2．セットバックの位置について
3．セットバック後の管理につて
4．所有権上の問題について
5．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　　　　）
Ｑ３．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ４． Ｑ３．で「ある」と答えられた区の方にお聞きします。それはどのような場合ですか。
Ｑ５．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ６． Ｑ５で「ある」とお答えの場合、それはどのような規制に関する点でしょうか。
1．建ぺい率 2．容積率 3．斜線制限 4．道路関係規定
5．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　　　　）
Ｑ７．
1．不接道敷地の建築物であっても対象とする。
2．２項道路突出のある（まだセットバックが終わっていない）建築物であっても対象とする。
3．建ぺい率オーバーなど、上記1．2．以外の既存不適格建築物であっても対象とする。
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
狭小化した敷地において、建替促進と連動したまちづくりを推進する上で、現在の都市計画規制
をゆるめた方が、住民合意を得られやすくなると思われる点はありますか。
まちづくりに関するアンケートや建て替え相談等で、狭あい道路（細街路）のセットバックに関係し
た要望・相談はどのくらいありますか。（カッコ内はおおむねの数字で結構ですので、わかりました
らご記入ください。）１つだけ○をお願いします。
2項道路に関係した相談等で、最も多いのはどのような内容ですか。該当する１つだけに○をお願
いします。
具体的地区の将来的なまちづくりをお考えになる際に、建築基準法上の扱いが明確でない細街
路（道路になるかならないか、中心位置はどこか等について調査が必要な路線）の存在がネックだ
と感じられることはありますか。
貴区の住宅耐震補強工事に関する助成制度等の範囲として、どこまでを助成対象とされています
か。当てはまるもの全てに○をお願いします。
－１－
Ⅱ．
Ｑ１．
Ｑ２． Ｑ１で「もっている」とお答えになった区の方にお聞きします。
Ｑ３． Ｑ２で「具体化方策」に「有」とお答えの区の方にお聞きします。
Ｑ４．
Ｑ５．
1．公道である 2．通り抜けている 3．通行量が多い
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ６．
Ｑ７．
1．「3項道路」指定 2．43条ただし書許可 3．「連担建築物設計制度」
4．建ぺい率特例許可 5．建築協定 6．地区計画 7．区独自の建築条例
8．共同建て替え 9．その他（　　　　　                         　　　　　　　　　　　　　　　）
生活道路のネットワーク計画についてお聞きします。（ここでは、右の表の③～⑥に相当する道
路のことを、「生活道路」と呼んでいます。）
貴区におかれまして、生活道路網の形成に関する方針をお持ちですか。区内全域対象でなくて
も、具体的なまちづくり事業地区内で細街路網計画をたてられている場合には、「もっている」とお
答えください。　　　　（　　　もっている　　・　　もっていない　　　）
名称；
計画の諸元についてはどのようになっていますか。種類の欄を参照されて適当と思われる欄に記
入してください。（有・無についてはいずれかに○をつけてください。）
生　　　活　　　道　　　路
種類
①幹線道
路（広域交
通を担う）
②補助幹
線道路（地
域間交通
を担う）
③地区内の主要
道路（地区内交
通の中心）
④主要な区画道
路（区画道路の
中心）
⑤区画道路（宅
地に接続）
⑥その他
名称
網間隔
幅員
それはどのような方策ですか。上表最下欄（※）に記入してください。（スペースが足りない場合は、
裏面にご記入いただけると幸いです。）
路線指定 有　・　無 有　・　無 有・無 有・無
具体化方策 有　・　無 有　・　無 有・無 有・無
（※）
具体化方策
の内容
４ｍ未満の細街路のうち、特に積極的・優先的に細街路拡幅整備を図っていくための、指定されて
いる路線はありますか。　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ4で「ある」とお答えの場合．積極的・優先的に拡幅整備が必要であるとして指定した根拠・理由
は何でしょうか。（複数回答可）
ある場合、それを可能とする方策は何ですか。（複数手法のセットにより規制誘導を図られている
場合は、当てはまるものすべてに○をお願いします。）
４ｍ未満の細街路のうち、４ｍに拡幅しなくても、沿道建築物の建て替えが可能な路線があります
か。　　　（　　　ある　　・　　ない　　　）
－２－ 次頁へ→
Ｑ８． Ｑ7の方策により建て替えを可能にする理由・根拠についてお書きください。
Ｑ９．
Ⅲ． 最後に、指定確認検査機関導入後の、まちづくり業務についてお聞きします。
Ｑ１．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
Ｑ３．
1．やりやすくなった点がある 2．やりにくくなった点がある　 3．特に変化には気付かない
4．その他（　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ４． Ｑ３で１とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
Ｑ５． Ｑ３で２とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
建築確認との連携をとりながらまちづくりを推進する上で、指定確認検査機関の導入の前と後と
で、なにかお気づきの点がありますか。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
その他、細街路の計画あるいは整備方策として、地区のまちづくり計画との関連でお考えのことが
ありましたらお書きください。
建築確認との連携をとりながらまちづくりを推進する上で、建築確認申請が区に出された場合と民
間に出された場合とで、何か異なる点がありますか。
－3－
(Ｆ)道路管理（公道）と狭あい道路（細街路）拡幅整備に関する調査・調査票
・所属部課名、お名前、電話番号、メールアドレスを記入してください。
所　属 　 区 部 課 係 お名前
電話 （　　　　　　） （内）
Ⅰ． まず、道路の現況についてお聞きします。　
総延長・総本数
12m以上
10m以上12m未満
6.5m以上10m未満
4m以上6.5m未満
4m未満
Ⅱ． 次に、道路管理と幅員4ｍ未満の狭あい道路（細街路）拡幅整備との関連についてお聞きします
Ｑ１．
　（　　　ある　　・　　ない　　　） 　
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、どのような役割を担われていますか。１つだけ○をお願いします。
1．公道の整備工事は全て、道路管理者が行う（敷地単位） 
2．公道のうち一定の要件を満たしたものに限り、整備工事を道路管理者が行う（敷地単位） 
3．路線単位で突出物がなくなった段階で、路線単位で整備工事を道路管理者が行う 
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　 　 　　　　　　）
Ｑ３． Ｑ2で2．とお答えの区の方にお聞きします。一定の要件とはどのようなものですか。　　
Ｑ４． また、後退用地の管理を道路管理者が行われることがありますか。
（　　ある　 ・ 　ない　　）　　
Ｑ５． Ｑ４で「ある」の場合、どのような役割を担われていますか。1つだけ○をお願いします。 
1．行政需要が無いため公道で整備工事が終わったものは、全て引き継ぎ管理している（敷地単位） 
2．行政需要が無いため
3．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）路線単位で整備が終了した段階で、引き継ぎを行い管理している 
4．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
メールアドレス
幅員別に、道路延長・本数を空欄に記入してください。 （なお、該当するものがない場合は「無し」、不明の
場合は「不明」とお書きください。）
公道（国・都・区あわせて） 私道
延長（ｋｍ） 本数（本） 延長（ｋｍ） 本数（本）
貴区におかれまして、狭あい道路（細街路）拡幅整備事業にともなう拡幅整備工事を、道路管理者
が行われることがありますか。
区有通路
公道で整備工事の終わったもののうち一定要件を満たしているものに限って、引き継ぎを行
い管理している（敷地単位）
－１－
Ｑ６． Ｑ５で2．とお答えの区の方にお聞きします。一定の要件とはどのようなものですか。　
Ｑ７． さらに、整備前後の測量を道路管理者が行なわれることがありますか。（　ある　　・　　ない　）
Ｑ８．
Ｑ９．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ10．Ｑ９で「ある」とお答えの場合、それはどのようなケースですか。

Ｑ11．
現況幅員4ｍ未満の公道を管理する際に、建築基準法上の道路の扱いが不明確なもの（道路にな
るかならないか、中心の位置はどこか等について調査が必要な路線）の存在が、道路管理上のネッ
クだと感じられることはありますか。
その他公道の管理に際し、狭あい道路（細街路）拡幅整備事業、まちづくり事業（主要生活道路の
拡幅整備）との関連で直面している問題がありましたらお書きください。
Ｑ７で「ある」とお答えの場合、どのような役割を担われていますか。整備の前と後とに分け、道路管
理者が測量を実施されるのはどのような場合かをご説明ください。
測量実施の要件
事前測量を行う場合
整備後測量を行う場合
－２－ 次頁へ→
Ⅲ． 最後に、民間の建築確認検査機関導入後の、道路整備・管理業務についてお聞きします。
Ｑ１．
（　　　ある　　・　　ない　　　）
Ｑ２． Ｑ１で「ある」とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
（
　　てお聞きします。Ｑ３．
１．やりやすくなった点がある
２．やりにくくなった点がある
３．特に変化には気付かない　
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ｑ４． Ｑ３で１とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。 　
Ｑ５． Ｑ３で２とお答えの場合、具体的にはどのようなことでしょうか。
公務ご多忙中のところ、アンケートにご協力くださいまして
どうもありがとうございました。
建築確認と連動したケースの道路整備・管理を行う場合に、民間による建築確認が始まった前と後
とで、なにかお気づきの点がありますか。
建築確認と連動したケースの道路整備・管理を行う上で、建築確認申請が区に出された場合と民間
に出された場合とで、何か異なる点がありますか。
－3－
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明
(2
2
年
度
わ
か
る
予
定
)
不
明
不
明
3
,9
0
0
3
,0
3
1
付
則
の
5号
0
未
集
計
3
無
し
不
明
分
け
て
い
な
い
同
上
含
む
2
4
4
無
不
明
不
明
3
8
5
42
条
3項
0
2
7
8
0
―
な
し
無
し
無
し
な
し
0
無
し
無
し
無
不
明
0
42
条
4項
0
0
―
な
し
無
し
無
し
な
し
0
無
し
無
不
明
0
43
条
但
し
書
き
0
0
な
し
不
明
不
明
未
掌
握
不
明
不
明
不
明
不
明
2
7
2
未
判
定
0
3
有
(本
数
不
明
)
4
無
し
不
明
未
掌
握
0
30
以
上
約
10
0
無
不
明
不
明
区
別
な
し 62
9
【調
査
票
A
】（
道
路
調
査
）・
・・
集
計
表
②
（設
問
Ⅱ
以
降
全
て
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
Ⅱ
Q
1
1
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
○
5
○
○
6
○
6の
（）
内
建
築
確
認
図
書
の
存
在
が
不
明
Q
２
1
○
○
○
2
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
３
の
（）
内
４
ｍ
未
満
の
ほ
と
ん
ど
の
道
路
は
、
建
築
済
み
で
あ
る
。
不
明
確
な
場
合
は
個
別
に
判
定
す
べ
て
判
定
済
み
の
た
め
２
１
年
度
調
査
中
２
項
道
路
の
指
定
は
一
括
指
定
の
た
め
、
確
認
行
為
が
あ
れ
ば
判
定
を
行
う
た
め
。
基
本
的
に
建
築
基
準
法
の
扱
い
は
明
確
。
未
判
定
路
線
は
あ
る
が
、
路
線
数
と
延
長
の
集
計
ま
で
は
、
行
っ
て
い
な
い
た
め
。
建
築
基
準
法
上
の
扱
い
は
判
定
済
Q
3
1 2
○
○
○
○
○
○
3
○
３
の
（）
内
現
在
道
路
調
査
中
で
あ
る
Q
4
1
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
4
○
○
○
４
の
（）
内
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
協
議
が
必
要
で
あ
り
、
道
路
中
心
線
が
不
明
確
な
場
合
。
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
条
例
に
よ
り
、
事
前
協
議
が
あ
り
、
明
確
で
あ
っ
て
も
現
地
調
査
を
行
う
。
Q
５
1 2
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
6
H
20
年
間
総
件
数
※
年
間
１
，
２
件
。
集
計
デ
ー
タ
の
と
り
ま
と
め
無
し
。
0
不
明
約
１
０
件
集
計
な
し
不
明
0
9
1
1
3
2
不
明
判
定
の
総
数
は
把
握
し
て
い
な
い
。
5
1
6
2
0
2
6
4
数
件
3
1
5
3
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
3
○
○
4
動
機
不
明
の
ケ
ー
ス
が
多
い
H
15
年
間
総
件
数
0
不
明
不
明
集
計
な
し
不
明
4
6
不
明
判
定
の
総
数
は
把
握
し
て
い
な
い
。
6
0
4
不
明
4
8
数
件
4
9
6
5
1
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
3
○
4
動
機
不
明
の
ケ
ー
ス
が
多
い
H
10
年
間
総
件
数
0
不
明
不
明
集
計
な
し
不
明
2
5
不
明
判
定
の
総
数
は
把
握
し
て
い
な
い
。
6
4
6
不
明
3
7
7
数
件
5
6
5
1
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
3
○
4
動
機
不
明
の
ケ
ー
ス
が
多
い
Q
7
H
20
1
※
年
間
１
，
２
件
。
集
計
デ
ー
タ
の
と
り
ま
と
め
無
し
。
○
○
未
集
計
0
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
5
○
○
6
不
明
H
15
1
○
不
明
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
3
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
5
○
○
6
不
明
H
10
1
○
不
明
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
3
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
5
○
○
6
不
明
Q
8
1
機
関
は
設
け
て
い
な
い
○
2
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
３
の
（）
内
建
築
主
事
が
個
別
に
判
断
す
る
設
け
て
い
な
い
建
築
主
事
（課
長
）を
中
心
に
課
内
で
協
議
を
行
っ
て
判
断
し
て
い
る
。
特
定
の
機
関
な
し
設
置
し
て
い
な
い
判
定
機
関
は
設
け
て
い
な
い
。
Ｈ
２
０
年
度
ま
で
は
、
１
の
内
容
を
行
っ
て
い
た
が
、
全
て
の
地
区
の
判
定
が
一
通
り
終
わ
っ
た
た
め
。
Ｈ
２
１
年
度
か
ら
、
２
の
通
り
判
定
を
行
っ
て
い
る
。
Q
9
名
称
道
路
判
定
会
議
建
築
基
準
法
第
４
２
条
２
項
道
路
判
定
委
員
会
足
立
区
建
築
基
準
法
道
路
判
定
委
員
会
構
成
建
築
指
導
課
・
建
築
審
査
課
の
職
員
建
築
主
事
（課
長
）、
担
当
係
長
（３
名
）
都
市
整
備
部
長
、
建
築
指
導
課
長
・係
長
、
市
街
地
整
備
課
長
・係
長
建
築
部
の
部
長
、
課
長
、
並
び
に
係
長
1
○
2
○
○
3
○
○
３
の
（）
内
建
築
主
事
特
に
な
し
機
関
設
置
年
度
※
年
間
１
，
２
件
。
集
計
デ
ー
タ
の
と
り
ま
と
め
無
し
。
資
料
な
し
Ｈ
元
Ｈ
２
１
位 置 づ け
年
間
判
定
件
数
Ｈ
元
/2
99
，
Ｈ
２
/4
20
，
Ｈ
３
/1
96
，
Ｈ
４
/1
27
，
Ｈ
５
/7
0，
Ｈ
６
/7
3，
Ｈ
７
/6
8，
Ｈ
８
/1
82
，
Ｈ
９
/5
28
，
Ｈ
１
０
/3
77
，
Ｈ
１
１
/4
22
，
Ｈ
１
２
/3
00
，
Ｈ
１
３
/4
32
，
Ｈ
１
４
/6
0，
Ｈ
１
５
/4
8，
Ｈ
１
６
/6
2，
Ｈ
１
７
/1
93
，
Ｈ
１
８
/6
8，
Ｈ
１
９
/8
88
，
Ｈ
２
０
/6
4，
Ｈ
２
１
/1
7
1
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
4 1
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
4
○
4の
（）
内
ケ
ー
ス
に
よ
り
異
な
る
Q
12
1 2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
２
の
件
数
2
2
5
1
2
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
（３
の
補
足
）
ほ
と
ん
ど
な
い
Q
13
（自
由
回
答
）
判
定
自
体
は
保
留
と
し
、
建
築
行
為
に
対
し
て
「道
路
に
な
っ
て
も
よ
い
よ
う
に
」後
退
等
を
し
て
い
る
。
近
隣
等
と
の
話
し
合
い
や
協
定
等
で
解
決
で
き
る
と
き
も
あ
る
が
、
個
別
に
判
断
し
て
い
る
た
め
方
策
等
は
な
い
。
新
た
な
資
料
が
出
て
く
る
ま
で
判
定
保
留
と
す
る
道
路
に
関
す
る
権
利
者
等
と
の
調
整
の
上
、
建
築
基
準
法
上
の
道
路
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
民
民
で
協
定
等
を
締
結
で
き
な
い
か
促
す
。
権
利
者
間
の
協
定
に
持
ち
込
ん
だ
り
、
判
定
不
能
と
す
る
こ
と
も
あ
る
。
２
項
道
路
の
適
否
に
つ
い
て
、
お
お
む
ね
結
論
は
出
し
て
い
る
。
結
論
を
出
す
の
が
困
難
な
場
合
、
証
言
の
書
類
提
出
等
の
例
が
あ
る
。
道
路
の
種
類
に
も
よ
る
が
、
道
路
関
係
者
か
ら
「道
路
位
置
再
現
図
」を
提
出
さ
せ
、
そ
れ
を
も
っ
て
、
道
路
位
置
を
決
定
す
る
こ
と
も
あ
る
。
関
係
者
の
理
解
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
努
め
る
。
再
度
、
関
係
権
利
者
の
方
々
か
ら
証
言
を
い
た
だ
く
。
存
在
自
体
に
食
い
違
い
が
出
る
こ
と
は
最
近
は
ほ
と
ん
ど
無
い
が
、
中
心
位
置
に
つ
い
て
は
ま
れ
に
あ
る
。
そ
の
場
合
、
公
図
等
を
参
考
に
、
後
退
の
経
緯
を
確
認
し
、
特
に
後
退
し
た
経
過
が
無
け
れ
ば
現
況
中
心
を
２
項
道
路
中
心
と
扱
っ
て
い
る
。
関
係
権
利
者
間
に
お
い
て
、
道
路
の
中
心
線
の
協
定
を
締
結
し
て
も
ら
う
。
ま
た
は
、
そ
の
道
路
に
接
道
し
て
い
る
家
屋
が
無
い
場
合
は
廃
止
申
請
を
行
っ
て
も
ら
う
。
Q
14
1
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
4
○
○
○
○
４
の
()
内
実
績
無
し
法
４
３
条
但
し
書
き
が
適
用
で
き
れ
ば
適
用
し
て
建
築
確
認
処
分
す
る
未
設
道
敷
地
と
し
て
の
対
応
相
談
者
に
連
絡
す
る
。
建
築
の
可
否
は
建
築
課
の
判
断
と
な
る
。
Q
15
1 2
○
○
○
○
○
○
Q
10
Q
11
3建
て
替
え
で
き
な
い
と
き
に
ト
ラ
ブ
ル
に
な
る
こ
と
が
時
々
あ
る
。
4
２
項
道
路
の
存
否
、
中
心
線
の
位
置
・終
端
の
位
置
、
道
路
の
所
有
権
な
ど
5
建
て
替
え
で
き
な
い
こ
と
に
対
す
る
不
満
を
訴
え
て
く
る
人
が
い
る
。
○
6
再
建
築
で
き
な
い
と
の
ト
ラ
ブ
ル
7
依
頼
人
や
関
係
権
利
者
と
の
意
見
の
食
い
違
い
。
8
過
去
に
於
け
る
建
築
確
認
処
分
の
状
況
と
の
不
一
致
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
。
9
建
築
物
の
建
て
替
え
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
○
９
の
()
内
道
路
で
は
な
く
、
自
敷
地
内
の
通
路
で
あ
る
と
主
張
し
、
２
項
道
路
と
認
め
な
い
。
区
独
自
の
要
綱
「近
隣
ま
ち
づ
く
り
支
援
制
度
要
綱
」
1
特
に
２
項
道
路
の
存
否
・中
心
位
置
、
位
置
指
定
道
路
の
位
置
の
再
現
を
め
ぐ
り
、
利
害
関
係
者
か
ら
地
元
関
係
者
よ
り
行
政
に
対
し
、
異
議
を
唱
え
ら
れ
る
。
場
合
に
よ
り
審
査
請
求
事
件
に
発
展
す
る
こ
と
も
あ
る
。
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
２
の
件
数
3
0
.5
5
2
5
数
件
3
○
○
○
○
○
（３
の
補
足
）
ほ
と
ん
ど
な
い
Q
17
（自
由
回
答
）
建
て
替
え
で
き
な
い
と
き
に
ト
ラ
ブ
ル
に
な
る
こ
と
が
時
々
あ
る
。
２
項
道
路
の
存
否
、
中
心
線
の
位
置
・終
端
の
位
置
、
道
路
の
所
有
権
な
ど
建
て
替
え
で
き
な
い
こ
と
に
対
す
る
不
満
を
訴
え
て
く
る
人
が
い
る
。
再
建
築
で
き
な
い
と
の
ト
ラ
ブ
ル
依
頼
人
や
関
係
権
利
者
と
の
意
見
の
食
い
違
い
。
過
去
に
於
け
る
建
築
確
認
処
分
の
状
況
と
の
不
一
致
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
。
建
築
物
の
建
て
替
え
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル
道
路
で
は
な
く
、
自
敷
地
内
の
通
路
で
あ
る
と
主
張
し
、
２
項
道
路
と
認
め
な
い
。
特
に
２
項
道
路
の
存
否
・中
心
位
置
、
位
置
指
定
道
路
の
位
置
の
再
現
を
め
ぐ
り
、
利
害
関
係
者
か
ら
地
元
関
係
者
よ
り
行
政
に
対
し
、
異
議
を
唱
え
ら
れ
る
。
場
合
に
よ
り
審
査
請
求
事
件
に
発
展
す
る
こ
と
も
あ
る
。
関
係
権
利
者
で
異
な
っ
た
主
張
が
で
た
と
き
、
判
断
に
苦
慮
す
る
。
私
道
で
、
基
本
的
に
は
現
況
道
路
の
幅
員
の
中
心
線
で
あ
る
が
、
地
境
中
心
の
み
で
主
張
す
る
場
合
。
相
手
方
と
道
路
の
形
状
、
幅
員
、
建
ち
並
び
等
の
認
識
の
相
違
に
よ
る
。
昭
和
２
５
年
の
基
準
時
に
、
現
在
の
道
路
形
態
が
存
在
し
た
の
か
。
ま
た
、
中
心
線
は
ど
こ
な
の
か
。
道
路
の
位
置
・
中
心
私
道
の
場
合
、
終
点
位
置
お
よ
び
中
心
位
置
に
つ
い
て
関
係
権
利
者
間
で
確
定
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
ケ
ー
ス
。
Q
16
Q
18
（自
由
回
答
）
建
築
基
準
法
制
定
か
ら
６
０
年
、
判
定
資
料
が
不
足
し
て
い
る
。
無
い
特
に
な
し
過
去
の
確
認
処
分
に
食
い
違
い
が
あ
る
場
合
に
、
判
定
業
務
に
苦
慮
し
て
い
る
。
基
準
時
の
状
況
把
握
に
困
難
を
極
め
、
資
料
収
集
に
時
間
を
と
ら
れ
る
。
基
準
時
当
時
の
物
的
・状
況
証
拠
が
乏
し
く
、
当
時
の
証
言
者
も
年
々
少
な
く
な
り
、
反
面
、
利
害
関
係
者
が
権
利
を
主
張
す
る
場
面
が
多
く
、
判
定
困
難
な
ケ
ー
ス
が
増
加
し
て
い
る
。
基
準
時
の
資
料
が
乏
し
い
の
で
判
断
に
苦
慮
す
る
。
担
当
部
署
の
職
員
数
の
関
係
で
、
未
判
定
道
路
の
全
体
像
を
把
握
す
る
こ
と
は
極
め
て
困
難
。
Q
19
あ
る
○
○
未
定
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
20
（自
由
回
答
）
平
成
２
４
年
３
月
を
め
ど
に
「指
定
道
路
図
・指
定
道
路
調
書
」の
整
備
を
行
っ
て
い
る
。
指
定
道
路
調
書
の
作
成
に
伴
い
、
再
調
査
を
行
う
予
定
で
あ
る
。
Ⅲ
Q
1
（自
由
回
答
）
指
定
・告
示
建
築
線
の
道
路
位
置
指
定
台
帳
、
基
準
時
当
時
の
住
宅
地
図
、
道
路
調
査
書
（平
成
５
年
度
に
調
査
）な
ど
・市
街
地
建
築
物
法
に
よ
る
建
築
線
指
定
図
・震
災
復
興
の
区
画
整
理
換
地
図
過
去
の
確
認
処
分
、
航
空
写
真
、
公
図
、
登
記
簿
謄
本
、
現
況
測
量
図
、
火
保
図
等
を
精
査
の
上
判
断
す
る
。
写
真
な
ど
の
当
時
の
資
料
に
基
づ
き
、
再
現
す
る
よ
う
に
努
め
て
い
る
が
、
困
難
な
場
合
が
多
い
。
建
築
確
認
等
の
過
去
の
行
政
処
分
と
の
照
合
、
公
図
・
現
地
調
査
等
に
よ
り
個
別
に
判
断
す
る
。
・過
去
の
建
築
線
指
定
申
請
図
・震
災
復
興
図
（私
道
構
図
）・
建
築
確
認
書
お
よ
び
概
要
書
・Ｈ
４
年
時
現
況
測
量
図
過
去
の
建
築
確
認
、
航
空
写
真
、
測
量
図
な
ど
、
様
々
な
資
料
と
現
地
標
示
物
、
Ｌ
型
側
溝
な
ど
に
よ
り
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
で
手
段
を
変
え
て
い
る
。
今
ま
で
の
建
築
確
認
の
概
要
書
、
こ
れ
ま
で
の
調
査
結
果
、
公
図
、
地
積
測
量
図
、
震
災
復
興
図
等
を
参
考
に
、
最
終
的
に
現
地
測
量
し
、
決
め
て
い
る
。
別
紙
資
料
を
収
集
し
て
い
る
。
私
道
に
つ
い
て
は
、
昭
和
６
０
年
代
に
現
況
測
量
し
た
図
書
、
過
去
の
建
築
計
画
概
要
書
、
公
図
、
航
空
写
真
、
火
災
保
険
地
図
等
を
利
用
し
、
必
要
に
よ
っ
て
は
関
係
者
か
ら
の
聞
き
込
み
を
し
て
中
心
線
を
判
断
し
て
い
る
。
現
況
道
路
の
中
心
を
基
本
に
考
え
、
航
空
写
真
等
を
参
考
に
す
る
。
調
査
建
築
計
画
概
要
書
、
狭
あ
い
道
路
資
料
、
過
去
の
道
路
判
定
資
料
、
道
路
台
帳
、
官
民
査
定
、
航
空
写
真
（昭
和
１
９
年
、
２
２
年
、
２
８
年
、
３
７
年
、
平
成
１
６
年
、
２
０
年
）、
公
図
、
地
積
測
量
図
、
登
記
簿
謄
本
、
な
ど
を
用
い
基
準
時
当
時
の
道
路
中
心
を
再
現
し
て
お
り
ま
す
。
中
野
区
で
は
昭
和
５
９
年
か
ら
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
業
を
行
っ
て
お
り
、
そ
の
整
備
の
た
め
に
道
路
中
心
判
定
を
お
こ
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
昭
和
５
９
年
以
降
の
判
定
資
料
を
も
と
に
現
在
も
中
心
判
定
を
行
っ
て
い
る
。
た
だ
、
古
い
判
定
資
料
だ
と
、
そ
の
再
現
の
難
し
い
も
の
も
あ
り
、
そ
の
場
合
は
公
図
、
地
積
測
量
図
、
航
空
写
真
、
近
隣
住
民
へ
の
聞
き
取
り
調
査
な
ど
を
参
考
に
再
現
を
行
っ
て
い
る
。
過
去
の
確
認
申
請
、
測
量
図
、
実
現
図
、
証
言
航
空
写
真
、
新
旧
道
路
台
帳
（土
木
情
報
）、
私
道
実
態
調
査
図
（昭
和
５
６
か
ら
６
０
年
）、
火
災
保
険
関
係
図
、
地
元
関
係
者
提
供
の
当
時
の
写
真
・確
認
通
知
書
・土
地
測
量
図
・実
測
図
・証
言
な
ど
、
旧
住
宅
地
図
、
そ
の
他
。
限
り
あ
る
資
料
の
中
で
判
断
せ
ざ
る
を
得
な
い
。
区
作
成
の
細
街
路
現
況
測
量
図
、
航
空
写
真
、
古
地
図
、
周
辺
の
建
築
確
認
概
要
書
、
現
況
調
査
、
火
保
図
等
過
去
の
資
料
、
お
よ
び
権
利
調
書
を
も
と
に
、
現
場
調
査
を
し
、
法
４
２
条
２
項
道
路
の
中
心
を
出
し
て
い
ま
す
。
公
図
等
を
中
心
に
後
退
の
経
過
を
調
査
す
る
ほ
か
、
・
公
道
で
あ
れ
ば
土
木
部
の
境
界
確
定
図
等
を
参
考
と
し
、
・私
道
で
あ
れ
ば
関
係
者
間
で
協
議
さ
せ
て
そ
の
報
告
書
を
も
っ
て
判
断
し
て
い
る
。
・航
空
写
真
・
住
宅
地
図
・過
去
の
確
認
処
分
資
料
・関
係
者
の
聞
き
取
り
等
既
存
の
確
認
申
請
、
公
図
、
借
地
図
、
契
約
書
等
と
、
聞
き
取
り
調
査
①
公
図
に
お
け
る
地
番
界
に
よ
る
判
断
②
当
該
地
に
お
け
る
過
去
の
建
築
確
認
申
請
③
当
該
路
線
に
お
け
る
過
去
の
建
築
確
認
申
請
Q
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あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
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1
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
3
○
○
○
３
の
()
内
原
則
、
公
平
性
お
よ
び
現
況
を
総
合
的
に
考
慮
道
路
に
よ
っ
て
現
況
中
心
と
所
有
権
上
の
公
平
性
を
使
い
分
け
て
い
る
。
Ｑ
１
の
と
お
り
Q
4
（自
由
回
答
）
客
観
的
か
つ
合
理
性
の
あ
る
根
拠
を
明
確
に
す
る
。
前
後
の
建
物
・
塀
な
ど
の
立
ち
並
び
で
現
在
ま
で
経
過
し
て
い
る
事
実
が
あ
る
た
め
。
ま
た
、
関
係
権
利
者
間
で
調
整
し
て
中
心
杭
を
設
置
し
、
報
告
を
受
け
る
場
合
が
あ
る
。
・一
般
の
通
行
に
供
す
る
幅
員
の
中
心
・台
東
区
告
示
１
５
号
の
３
号
を
中
心
と
し
て
判
断
し
て
い
る
建
築
基
準
法
に
は
所
有
権
に
つ
い
て
明
言
が
さ
れ
て
い
な
い
た
め
。
基
本
的
に
は
現
況
中
心
だ
が
、
過
去
の
処
分
の
経
緯
な
ど
に
よ
り
所
有
権
上
の
境
界
が
明
確
で
現
況
中
心
と
の
差
が
小
さ
い
路
線
は
所
有
権
境
を
根
拠
に
中
心
線
を
確
定
し
て
い
る
路
線
も
あ
る
。
私
道
に
お
い
て
は
、
道
路
の
中
心
に
所
有
境
界
が
な
い
か
、
そ
も
そ
も
道
路
内
に
所
有
境
界
が
無
い
こ
と
が
多
々
あ
る
。
そ
の
こ
と
か
ら
、
所
有
境
界
を
道
路
中
心
と
す
る
こ
と
は
妥
当
で
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
そ
こ
で
、
地
物
中
心
を
道
路
中
心
と
す
る
こ
と
で
、
そ
の
道
路
に
面
す
る
住
民
の
方
々
に
当
分
負
担
を
お
願
い
し
て
い
る
。
基
準
時
の
幅
員
に
変
化
が
生
じ
て
る
と
考
え
ら
れ
る
。
（ほ
と
ん
ど
）
後
退
の
形
跡
が
見
ら
れ
な
い
場
合
は
、
幅
員
が
変
わ
っ
て
も
中
心
の
位
置
に
変
化
は
無
い
と
考
え
る
。
し
か
し
、
過
去
に
長
い
距
離
に
渡
っ
て
、
後
退
が
あ
っ
た
場
合
は
注
意
（公
園
、
学
校
、
屋
敷
等
）所
有
権
上
の
公
平
性
に
つ
い
て
は
、
法
の
趣
旨
を
説
明
し
、
理
解
を
得
て
い
る
。
幅
員
確
定
が
容
易
で
な
い
道
路
を
除
き
、
宅
地
と
道
路
の
境
を
見
極
め
、
幅
員
を
確
定
す
る
。
現
況
道
路
の
中
心
が
所
有
権
上
公
平
で
な
い
ケ
ー
ス
と
の
質
問
で
あ
る
が
、
基
準
法
で
「基
準
時
に
於
け
る
現
に
存
す
る
道
」と
し
て
い
る
以
上
、
原
則
、
所
有
権
境
は
道
路
中
心
位
置
の
根
拠
に
な
ら
な
い
こ
と
か
ら
問
題
に
し
な
い
。
た
だ
し
、
現
況
幅
員
が
確
定
で
き
な
い
状
況
で
、
か
つ
、
道
路
が
地
境
を
意
識
し
て
成
り
立
ち
、
公
図
・
地
積
測
量
図
な
ど
整
備
さ
れ
、
中
心
位
置
が
妥
当
性
を
も
っ
て
導
き
出
せ
る
条
件
が
そ
ろ
っ
て
い
る
場
合
、
所
有
権
境
で
決
め
る
こ
と
も
あ
る
。
説
明
し
、
理
解
を
得
る
よ
う
努
め
る
。
Ｓ
２
５
年
の
建
築
基
準
法
施
行
時
の
現
況
道
路
に
基
づ
い
て
い
る
の
で
、
現
況
中
心
で
あ
る
。
所
有
権
と
は
違
う
の
で
、
そ
の
旨
を
説
明
し
て
い
る
。
中
心
位
置
が
不
明
の
場
合
は
、
負
担
割
合
が
同
じ
に
（公
平
に
）な
る
よ
う
に
判
断
す
る
場
合
が
あ
る
。
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○
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○
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○
○
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Q
7
1
土
地
所
有
者
○
○
○
○
○
○
○
○
借
地
権
者
○
○
○
○
○
○
抵
当
権
者
そ
の
他
○
○
（そ
の
他
の
中
身
）
建
物
所
有
者
2
土
地
所
有
者
○
○
○
○
○
○
借
地
権
者
○
○
○
○
○
抵
当
権
者
そ
の
他
○
（そ
の
他
の
中
身
）
建
物
所
有
者
3
○
4
○
○
○
○
４
の
()
内
路
線
全
体
の
関
係
権
利
者
の
範
囲
で
と
る
の
が
望
ま
し
い
が
、
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー
ス
と
な
る
。
中
心
位
置
を
確
定
す
る
範
囲
の
土
地
所
有
者
・借
地
権
者
・他
状
況
に
よ
る
。
個
々
の
ケ
ー
ス
に
よ
っ
て
、
権
利
者
の
承
諾
を
得
て
い
る
。
調
査
依
頼
者
Q
8
1
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
4
○
○
○
○
４
の
()
内
原
則
、
公
道
の
認
定
幅
員
の
中
心
が
２
項
道
路
の
中
心
線
と
し
て
い
る
。
公
道
の
２
項
道
路
は
な
い
Q
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1
○
○
１
の
件
数
3
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
２
の
件
数
3
2
1
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2
2
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数
件
1
2
１
～
２
3
○
Q
10
（自
由
回
答
）
確
定
し
た
中
心
線
の
扱
い
に
関
し
て
時
々
あ
る
。
住
民
間
の
主
張
の
食
い
違
い
昭
和
２
５
年
当
時
の
中
心
位
置
や
過
去
に
後
退
し
た
経
緯
等
に
つ
い
て
の
近
隣
ト
ラ
ブ
ル
所
有
権
上
、
公
平
で
は
な
い
。
依
頼
人
や
関
係
権
利
者
の
意
見
の
食
い
違
い
。
過
去
の
確
認
申
請
に
お
い
て
、
中
心
の
取
り
方
が
統
一
し
て
い
な
い
ケ
ー
ス
過
去
の
確
認
処
分
が
異
な
る
判
定
の
ケ
ー
ス
。
所
有
権
と
の
関
係
性
に
つ
い
て
問
わ
れ
る
こ
と
が
多
い
。
中
心
線
の
位
置
に
つ
い
て
お
互
い
の
意
見
が
異
な
る
。
千
差
万
別
地
物
の
取
り
方
に
疑
義
が
あ
る
と
し
て
、
た
ま
に
陳
情
が
あ
り
ま
す
。
中
心
線
の
位
置
が
自
分
の
敷
地
側
に
寄
っ
て
い
る
。
・過
去
に
後
退
済
み
で
あ
り
、
後
退
す
る
必
要
は
無
い
と
の
主
張
・中
心
の
位
置
に
つ
い
て
納
得
で
き
な
い
と
の
主
張
基
準
法
の
道
路
の
中
心
位
置
と
土
地
所
有
権
に
纏
わ
る
問
題
、
又
は
道
の
対
面
の
塀
が
突
出
し
道
幅
を
狭
く
し
た
と
い
う
よ
う
な
相
隣
問
題
を
含
む
ト
ラ
ブ
ル
が
多
い
。
中
心
の
考
え
方
に
理
解
を
得
ら
れ
な
い
。
私
道
で
、
現
況
中
心
と
地
境
中
心
と
の
認
識
の
違
い
。
公
道
で
、
現
況
中
心
と
現
況
道
路
に
国
有
地
等
が
含
ん
で
い
る
場
合
、
そ
の
中
心
線
の
と
ら
え
方
の
認
識
の
違
い
。
法
４
２
条
２
項
道
路
の
中
心
位
置
の
認
識
の
相
違
道
路
の
両
側
の
住
民
が
互
い
に
「自
分
は
既
に
後
退
し
て
い
る
」と
主
張
し
て
譲
ら
な
い
。
昭
和
２
５
年
の
基
準
時
に
、
現
在
の
道
路
形
態
が
存
在
し
た
の
か
。
ま
た
、
中
心
線
は
ど
こ
な
の
か
。
調
査
依
頼
者
と
区
の
考
え
方
の
相
違
道
路
中
心
の
協
定
を
結
ぶ
上
で
関
係
者
間
で
な
か
な
か
合
意
に
達
し
な
い
。
Ⅳ
Q
1
は
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
い
い
え
○
○
Q
2
各
道
路
ご
と
に
調
査
書
を
と
り
ま
と
め
て
い
る
。
道
路
ご
と
に
整
理
番
号
を
付
け
そ
れ
に
基
づ
き
道
路
ご
と
に
資
料
等
を
フ
ァ
イ
ル
に
保
管
し
て
い
る
。
紙
ベ
ー
ス
で
ス
ト
ッ
ク
し
て
い
る
。
路
線
ご
と
に
フ
ァ
イ
ル
に
し
て
保
管
し
て
い
る
道
路
ご
と
に
紙
ベ
ー
ス
の
デ
ー
タ
と
し
て
整
理
し
て
い
る
。
文
書
と
し
て
保
管
長
期
保
管
通
常
の
文
書
と
同
様
、
永
年
保
存
。
道
路
調
査
資
料
を
調
書
と
し
て
ま
と
め
、
以
後
の
道
路
判
断
に
活
用
し
て
い
る
。
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
を
行
い
永
久
保
存
し
て
い
る
。
道
路
調
書
と
称
す
る
文
書
を
作
成
、
永
久
保
存
と
す
る
。
建
築
課
内
部
で
決
済
を
取
り
、
フ
ァ
イ
ル
に
綴
っ
て
い
る
。
当
該
年
度
分
は
執
務
室
内
の
キ
ャ
ビ
ネ
ッ
ト
に
収
納
し
て
い
る
。
過
年
度
分
は
文
書
箱
に
収
納
し
書
庫
に
保
管
し
て
い
る
。
資
料
を
整
理
し
決
済
後
、
収
納
庫
へ
保
管
。
法
４
２
条
道
路
関
係
調
査
書
と
し
て
、
文
書
フ
ァ
イ
ル
に
て
書
棚
に
保
存
。
今
後
全
て
の
調
査
書
を
Ｄ
Ｖ
Ｄ
化
し
て
保
存
す
る
予
定
。
調
書
と
し
て
記
録
に
残
し
て
い
る
。
「道
路
相
談
票
」と
し
て
永
久
保
存
し
て
い
る
。
相
談
時
に
す
ぐ
出
せ
る
よ
う
に
フ
ァ
イ
ル
で
身
近
に
保
管
し
て
い
る
。
文
書
に
管
理
番
号
を
付
与
し
、
地
図
台
帳
に
そ
の
番
号
を
記
載
し
て
管
理
し
て
い
る
。
判
定
結
果
な
ら
び
に
資
料
を
キ
ャ
ビ
ネ
等
に
保
管
し
、
窓
口
相
談
等
が
あ
れ
ば
、
そ
れ
を
活
用
し
て
い
る
。
現
在
、
判
定
結
果
な
ら
び
に
資
料
を
電
子
化
し
て
い
る
。
調
査
年
度
ご
と
に
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
し
、
調
査
箇
所
を
図
帳
に
記
入
道
路
位
置
に
つ
い
て
は
江
戸
川
区
で
使
用
し
て
い
る
「建
築
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
」
に
記
入
。
決
定
経
過
や
中
心
位
置
の
協
定
書
等
は
紙
ベ
ー
ス
で
別
途
永
年
保
存
。
Q
3
は
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
い
い
え
○
○
○
○
○
○
Q
4
は
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
い
い
え
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
５
0
1
1
1
1
3
2
0
告
示
し
て
い
る
1
3
0
0
Q
6
は
い
○
○
○
○
○
○
○
○
求
め
が
あ
れ
ば
閲
覧
さ
せ
て
い
る
○
○
い
い
え
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
7
（自
由
回
答
）
（Ｑ
６
）要
求
が
あ
れ
ば
見
せ
て
い
る
。
別
に
な
い
窓
口
な
ど
問
い
合
わ
せ
が
あ
っ
た
場
合
判
定
後
、
直
ち
に
都
市
開
発
部
、
お
よ
び
土
木
部
の
必
要
部
署
の
み
が
ア
ク
セ
ス
で
き
る
「建
築
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
」に
位
置
の
明
示
が
さ
れ
る
の
で
、
必
要
図
書
に
つ
い
て
は
そ
の
都
度
確
認
に
来
て
も
ら
っ
て
い
る
。
Q
8
あ
る
○
未
定
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
9
（自
由
回
答
）
２
項
道
路
の
指
定
、
変
更
、
廃
止
な
ど
、
道
路
種
別
の
変
更
は
告
示
を
出
す
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
指
定
道
路
台
帳
の
新
シ
ス
テ
ム
が
完
成
、
４
月
１
日
以
降
そ
れ
が
稼
働
す
る
。
現
在
紙
ベ
ー
ス
で
の
道
路
種
別
照
会
を
、
電
子
化
し
た
も
の
で
照
会
で
き
る
よ
う
、
作
業
を
進
め
て
い
る
。
Ⅴ
Q
1
考
え
て
い
る
○
○
○
ま
だ
考
え
て
い
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
（自
由
回
答
）
調
査
を
す
る
。
建
築
基
準
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
に
よ
る
改
正
に
よ
り
、
現
在
渋
谷
区
で
は
区
内
の
指
定
道
路
の
調
書
と
図
面
を
作
成
中
で
あ
る
。
証
言
可
能
者
が
全
て
で
は
な
い
。
判
定
は
あ
く
ま
で
も
行
政
側
で
あ
る
。
基
準
時
当
時
の
状
況
再
現
の
資
料
と
し
て
は
困
難
さ
を
極
め
る
こ
と
は
予
想
さ
れ
る
が
、
そ
の
都
度
、
既
存
資
料
に
よ
っ
て
解
決
し
て
い
く
。
Q
3
賛
成
○
○
○
○
○
○
反
対
○
○
○
○
○
○
○
○
理
由
６
０
年
前
の
状
況
の
復
元
が
難
し
く
な
っ
て
い
る
。
時
期
の
変
更
を
し
て
も
あ
ま
り
状
況
は
変
わ
ら
な
い
の
で
、
反
対
で
あ
る
。
建
築
基
準
法
で
道
路
の
位
置
を
管
理
す
る
こ
と
自
体
に
無
理
が
生
じ
て
い
る
の
で
、
道
路
法
等
で
の
管
理
に
変
え
る
べ
き
で
は
な
い
か
。
こ
れ
ま
で
の
判
定
が
覆
る
の
で
。
よ
く
わ
か
ら
な
い
昭
和
２
５
年
の
基
準
時
に
お
け
る
資
料
、
関
係
者
か
ら
の
証
言
等
、
道
路
の
位
置
等
を
明
確
に
出
せ
る
も
の
が
な
い
状
況
で
は
、
基
準
時
を
見
直
す
こ
と
も
必
要
か
と
考
え
る
。
過
去
の
処
分
と
の
整
合
性
が
と
れ
な
い
。
す
る
必
要
が
想
定
で
き
な
い
。
詳
し
い
説
明
が
無
い
の
で
よ
く
わ
か
ら
な
い
が
、
今
の
基
準
法
で
は
、
基
準
時
以
前
に
道
路
後
退
し
て
い
る
場
合
、
再
度
後
退
が
必
要
と
な
る
。
そ
れ
と
同
じ
よ
う
に
、
時
期
を
繰
り
上
げ
る
と
、
現
在
適
法
に
後
退
が
完
了
し
て
い
て
も
、
そ
の
幅
員
を
現
況
と
捉
え
、
再
後
退
が
必
要
と
な
る
状
況
が
生
ま
れ
る
の
で
は
な
い
か
？
少
な
く
と
も
航
空
写
真
や
地
積
測
量
図
や
公
図
な
ど
、
判
定
に
使
用
さ
れ
る
資
料
か
ら
明
確
に
判
断
で
き
る
年
度
ま
で
、
基
準
時
を
引
き
上
げ
て
も
ら
い
た
い
。
（希
望
；昭
和
３
５
年
程
度
）
基
準
時
を
変
更
せ
ず
、
今
の
現
状
置
か
れ
て
い
る
状
況
で
改
善
で
き
る
方
法
を
検
討
す
べ
き
。
あ
く
ま
で
も
建
築
基
準
法
施
行
時
で
あ
る
。
不
接
道
が
原
因
で
、
合
法
的
に
再
建
築
で
き
な
い
宅
地
が
多
く
、
中
に
は
違
反
で
建
て
て
し
ま
う
例
も
あ
る
。
基
本
的
に
は
、
合
法
的
に
適
法
な
建
築
を
さ
せ
る
こ
と
が
、
良
好
な
市
街
地
環
境
を
整
備
す
る
上
で
重
要
と
考
え
る
。
判
定
の
基
準
を
繰
り
上
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
判
定
材
料
（写
真
、
地
図
、
関
係
者
の
証
言
な
ど
）の
明
確
化
が
図
れ
る
こ
と
か
ら
、
国
に
是
非
検
討
し
て
も
ら
い
た
い
。
現
状
、
ど
れ
だ
け
未
判
定
の
路
線
が
あ
る
か
不
明
で
あ
り
、
ま
た
未
判
定
の
路
線
の
多
く
は
私
道
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
現
況
図
、
中
心
位
置
の
協
定
等
を
区
が
行
う
こ
と
は
、
過
去
の
協
定
締
結
者
に
対
し
て
、
費
用
的
な
面
で
も
不
公
平
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。
Ⅵ
Q
1
あ
る
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
（自
由
回
答
）
区
に
出
さ
れ
た
場
合
は
、
審
査
担
当
と
道
路
調
査
担
当
が
連
携
と
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
た
め
、
問
題
の
発
生
は
少
な
い
が
、
民
間
の
場
合
は
調
整
に
手
間
取
る
こ
と
が
多
い
。
指
定
確
認
検
査
機
関
に
建
築
確
認
申
請
が
提
出
さ
れ
、
接
す
る
道
路
が
狭
あ
い
道
路
（２
項
道
路
、
指
定
処
分
が
古
い
位
置
指
定
道
路
な
ど
）に
つ
い
て
は
、
最
終
的
に
建
築
指
導
課
へ
照
会
の
た
め
の
書
類
が
回
覧
さ
れ
、
必
要
な
道
路
情
報
を
記
載
し
、
指
定
確
認
検
査
機
関
へ
戻
し
て
い
る
。
Q
3
1 2
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
４
の
()
内
特
に
な
し
Q
4
（自
由
回
答
）
Q
５
（自
由
回
答
）
指
定
確
認
検
査
機
関
か
ら
、
道
路
・敷
地
調
査
依
頼
が
来
る
た
め
、
結
局
区
内
の
建
築
計
画
に
つ
い
て
の
道
路
調
査
は
簡
略
化
さ
れ
ず
、
む
し
ろ
間
に
指
定
確
認
機
関
が
入
る
た
め
、
連
絡
が
遅
く
な
っ
た
り
、
２
項
道
路
な
ど
に
つ
い
て
行
政
と
し
て
の
指
導
が
後
手
に
ま
わ
る
こ
と
に
な
る
場
合
が
あ
る
。
事
前
相
談
な
し
に
直
接
民
間
確
認
検
査
機
関
へ
申
請
し
、
区
の
考
え
る
中
心
と
違
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。
ま
た
、
民
間
確
認
検
査
機
関
の
担
当
者
も
現
地
の
状
況
を
把
握
し
て
お
ら
ず
、
道
路
に
つ
い
て
は
全
て
区
へ
丸
投
げ
ｒ
状
態
で
あ
る
。
建
築
確
認
の
申
請
前
に
事
前
調
査
を
区
と
適
切
に
し
て
お
か
な
い
と
、
受
付
後
に
道
路
の
取
り
扱
い
が
変
わ
る
こ
と
で
、
申
請
書
の
内
容
に
大
き
く
影
響
す
る
こ
と
が
あ
る
。
こ
ち
ら
の
判
断
が
、
正
確
に
民
間
機
関
に
通
じ
て
い
る
か
ど
う
か
不
安
で
あ
る
。
確
認
処
分
を
急
ぐ
建
て
主
な
ど
は
、
道
路
位
置
を
確
定
し
な
い
と
、
い
っ
た
ん
確
認
審
査
を
中
断
し
た
り
、
中
心
位
置
を
確
定
す
る
ま
で
待
っ
て
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
、
ト
ラ
ブ
ル
に
な
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
第
三
者
機
関
に
道
路
相
談
無
く
確
認
申
請
が
提
出
さ
れ
、
敷
地
照
会
さ
れ
た
場
合
に
対
応
に
苦
慮
す
る
区
で
道
路
相
談
票
を
申
請
者
か
ら
提
出
し
て
も
ら
い
、
そ
の
道
路
に
つ
い
て
申
請
者
に
回
答
し
て
い
る
が
、
そ
の
回
答
内
容
が
指
定
確
認
検
査
機
関
に
提
出
し
た
申
請
図
に
反
映
さ
れ
て
い
な
い
場
合
が
あ
る
。
よ
く
照
会
の
中
で
訂
正
を
指
示
し
て
い
る
。
【調査票B】（狭あい事業）・・・集計表①（設問Ⅰのみ）
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数
内、後退整備確認済件数 
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数
内、後退整備確認済件数 
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 3 4 5 5 1 4 1 9 8 9 9 5
内、後退整備確認済件数 6 8
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 3 4 5 5 1 4 1 9 8 9 9 5
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 3 4 5 5 1 4 1 9 6 9 8 5
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 458 456 426 470 434 460 413
内、後退整備確認済件数 270 204 174 160 134 153 66
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数 140 144 132 169 176 207 236
後退用地の路面整備件数 56 99 82 126 150 96 120
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 340 386 287 266 299 280 272 296 284 300 312 290 244 184
内、後退整備確認済件数 148 232 209 208 219 192 188 230 199 231 230 201 124 25
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数 237 259 324 240 232 204 224 188 237 295 306 285 228 193
後退用地の路面整備件数 140 150 229 235 193 176 192 184 153 165 173 154 176 207
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 140 150 229 235 193 176 192 184 153 165 173 154 176 207
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 121 119 166 116 108 137 119 133 149 150 145 172 165 136
内、後退整備確認済件数 77 77 128 90 85 108 99 110 106 107 116 94 85 88
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地面積の測量件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地の路面整備件数 77 77 128 90 85 108 99 110 106 107 116 94 85 88
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 77 77 128 90 85 108 99 110 106 107 116 94 85 88
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 221 250 216 220 195 201 182 185 182 226 220 224 192 202
内、後退整備確認済件数 113 101 107 102 96 99 96 73 82 99 112 106 136 124
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 113 101 107 102 96 99 96 73 82 99 112 106 136 124
後退用地面積の測量件数 58 57 53 54 61 55 55 53 44 52 51 71 60 53
後退用地の路面整備件数 113 101 107 102 96 99 96 73 82 99 112 106 136 124
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 113 101 107 102 96 99 96 73 82 99 112 106 136 124
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 13 18 29 16 21 24 31 51 45 64 68 107 95 106
内、後退整備確認済件数 13 18 25 13 20 21 24 37 25 43 40 71 70 73
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 13 18 25 13 20 21 24 37 25 43 40 71 70 73
後退用地面積の測量件数 5 11 10 2 10 10 8 15 13 18 15 22 26 20
後退用地の路面整備件数 13 18 25 13 20 21 24 37 25 43 40 71 70 73
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 13 18 25 13 20 21 24 37 25 43 40 71 70 73
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 353 405 380 354 354 328 356 333
内、後退整備確認済件数 84 92 107 107 74 60 54 66
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数 84 92 107 107 74 60 54 66
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 84 92 107 107 74 60 54 66
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 571 619 520 544 570 513 444 484 493 569 470 476 427 469
内、後退整備確認済件数 63 95 121 91 136 196 202 179 183 222 255 320 325 318
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 44 29 134 152 117
後退用地面積の測量件数 32 26 30 28 39 32 55 34 61 50 63 51 49 46
後退用地の路面整備件数 63 95 121 91 136 196 202 179 183 178 226 186 173 201
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 159 148 165
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 594 717 681 648 520
内、後退整備確認済件数 235 399 332 328 297
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 796 1163 1117 905 1088 1025 1008 988 991 984 1052 963 877 790
内、後退整備確認済件数 187 144 257 368 403 486 433 456 433 491 437 430 388 371
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地面積の測量件数 341 313 291 300 244
後退用地の路面整備件数 187 144 257 368 403 486 433 456 433 491 437 430 388 371
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 187 144 257 368 403 486 433 456 433 491 437 430 388 371
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 412 463 435 367 369 402 317 307 286 262 228 218 165 189
内、後退整備確認済件数 148 155 132 166 133 148 161 163 143 104 107 91 98 96
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地の路面整備件数 148 155 132 166 133 148 161 163 143 104 107 91 98 96
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 130 132 120 147 139 124 119 123 100 82 78 62 79 67
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 714 818 638 646 741 692 696 576 604 517 614 535 517 463
内、後退整備確認済件数 494 518 539 500 503 414 469 592 514 441 488 435 458 484
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 949 1029 855 875 878 862 739 804 802 779 741 816 735 658
内、後退整備確認済件数 
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 949 1029 855 875 878 862 739 804 802 779 741 816 735 658
後退用地面積の測量件数 617 707 625 656 716 606 661 570 577 580 494 513 525 458
後退用地の路面整備件数 629 678 630 581 594 629 620 539 582 546 488 502 514 428
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 629 678 630 581 594 629 620 539 582 546 488 502 514 428
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 716 755 602 548 573 645 538 587 532 506 508 636 631 508
内、後退整備確認済件数 477 547 592 506 483 433 517 403 416 390 333 381 373 344
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 716 755 602 548 573 645 538 587 532 506 508 636 631 508
後退用地面積の測量件数 516 533 589 535 524 456 483 438 415 412 356 370 401 339
後退用地の路面整備件数 477 547 592 506 483 433 517 403 416 390 333 381 373 344
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 477 547 592 506 483 433 517 403 416 390 333 381 373 344
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 464 485 456 391 391 410 382 350 356 333 334 303 298 327
内、後退整備確認済件数 161 245 299 242 269 316 369 337 347 301 308 289 292 319
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 161 245 299 242 269 316 369 337 347 301 308 289 292 319
後退用地面積の測量件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地の路面整備件数 148 235 288 233 253 301 360 314 330 252 261 234 239 283
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 148 235 288 233 253 301 360 314 330 252 261 234 239 283
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 318 359 312 275 290 295 246 246 257 284 276 350 269 236
内、後退整備確認済件数 320 321 287 264 301 270 238 201 230 235 236 257 225 204
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地の路面整備件数 324 328 315 270 259 279 244 237 214 173 202 223 237 246
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 324 328 315 270 259 279 244 237 214 173 202 223 237 246
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 307 329 253 251 275 273 236 240 261 282 267 294 269 264
内、後退整備確認済件数 201 215 178 179 204 195 176 175 196 195 176 197 128 91
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
後退用地面積の測量件数 224 221 204 218 185 184 193 163 144 210 163 176 152 166
後退用地の路面整備件数 224 221 204 218 185 184 193 163 144 210 163 176 152 166
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 224 221 204 218 185 184 193 163 144 210 163 176 152 166
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 67 236 164 181 159 187 136 151 114 125 129 130 120 103
内、後退整備確認済件数 
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数 33 142 157 190 155 159 150 151 123 114 120 145 114 113
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 213 181 156 144 150 154 147 165 165 167 170 173 157 142
内、後退整備確認済件数 
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数
後退用地面積の測量件数 170 145 156 114 111 145 132 129 137 148 164 140 151 141
後退用地の路面整備件数 170 145 156 114 111 145 132 129 137 148 164 140 151 141
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 170 145 156 114 111 145 132 129 137 148 164 140 151 141
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 609 645 523 469 562 542 565 491 534 475 511 519 499 454
内、後退整備確認済件数 224 265 309 222 247 263 267 276 243 232 229 235 210 230
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 224 265 309 222 247 263 267 276 243 232 229 235 210 230
後退用地面積の測量件数 224 265 309 222 247 263 267 276 243 232 229 235 210 230
後退用地の路面整備件数 224 265 309 222 247 263 267 276 243 232 229 235 210 230
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 224 265 309 222 247 263 267 276 243 232 229 235 210 230
拡幅整備事業申請受付件数又は事前協議受付件数 461 494 350 262 292 244 225 236 211 225 274 303 254 295
内、後退整備確認済件数 89 137 217 196 208 177 192 199 190 181 228 192 225 258
内、存否・種別・位置判定作業を必要とした件数 36 35
後退用地面積の測量件数
後退用地の路面整備件数
Ｌ型・縁石・石杭等の新移設件数 89 137 217 196 208 177 192 199 190 181 228 192 218 251
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Ⅱ
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台
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Ⅰ
Q
1
は
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
い
い
え
○
○
○
○
○
○
○
工
事
を
行
う
も
の
に
つ
い
て
は
現
場
立
ち
会
い
、
検
査
、
申
請
は
し
た
が
分
筆
、
境
界
等
で
取
り
や
め
有
り
。
Q
２
1
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
5
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
3
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
○
○
４
の
（）
内
自
主
整
備
・
自
主
管
理
の
物
件
も
多
い
た
め
建
築
行
為
を
伴
わ
な
い
任
意
の
件
数
を
含
む
た
め
工
事
す
る
か
は
任
意
で
強
制
で
は
な
い
の
で
、
事
前
協
議
数
よ
り
少
な
く
な
る
。
申
請
は
さ
れ
た
が
Ｌ
型
等
の
移
設
が
さ
れ
て
い
な
い
。
自
主
整
備
と
な
っ
た
も
の
年
度
を
ま
た
が
る
申
請
・
受
理
等
で
数
字
を
押
さ
え
る
時
点
で
差
が
多
少
出
る
。
不
動
産
評
価
等
Q
4
1 2
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Ⅱ
Q
1
寄
付
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
無
償
使
用
承
諾
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
○
◎
○
○
◎
○
○
○
○
買
い
取
り
権
原
取
得
ナ
シ
○
す
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
○
○
◎
○
○
○
◎
○
○
○
○
し
な
い
○
○
す
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
し
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
◎
○
◎
○
○
○
○
す
る
○
○
○
○
○
◎
◎
○
○
○
○
○
○
し
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
○
区
○
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
○
○
◎
○
○
◎
○
○
○
○
申
請
者
○
○
○
○
区
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
◎
○
○
◎
○
○
○
◎
○
○
○
○
申
請
者
○
○
す
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
し
な
い
○
○
○
す
る
○
○
し
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
す
る
○
○
○
○
○
○
し
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
区
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
申
請
者
○
○
○
○
○
○
○
区
○
申
請
者
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
後
退
用
地
の
扱
い 工
事
・
管
理
の
主
体 後
退
用
地
の
扱
い 工
事
・
管
理
の
主
体
公 道 の 場 合 私 道 の 場 合
非
課
税
手
続
き
代
行
後
退
整
備
主
体
後
退
用
地
管
理
主
体
底
地
の
権
原
取
得 整
備
承
諾 地
目
の
変
更
非
課
税
手
続
き
代
行
後
退
整
備
主
体
後
退
用
地
管
理
主
体
整
備
承
諾 地
目
の
変
更
Q
２
は
い
○
工
事
前
に
寄
付
、
無
償
使
用
の
手
続
き
を
行
い
、
区
で
部
分
管
理
い
い
え
○
○
○
○
○
○
○
○
○
そ
の
他
○
○
○
○
４
ｍ
未
満
で
も
区
道
と
し
て
管
理
し
て
い
る
こ
と
か
ら
整
備
後
も
従
来
通
り
区
が
管
理
す
る
。
は
い
い
い
え
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
そ
の
他
○
Q
3
公
道
で
路
線
単
位
の
後
退
整
備
公
道
で
路
線
単
位
の
後
退
用
地
管
理
私
道
で
路
線
単
位
の
後
退
整
備
私
道
で
路
線
単
位
の
後
退
用
地
管
理
Ⅲ
Q
1
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
（１
の
説
明
）
公
道
の
み
打
設
中
心
鋲
を
打
設
し
な
い
と
道
路
中
心
が
わ
か
ら
な
い
場
合
区
で
打
設
寄
付
の
場
合
、
区
が
業
者
委
託
に
よ
り
実
施
特
に
求
め
ら
れ
た
場
合
区
道
は
道
路
管
理
者
が
打
設
。
私
道
は
申
請
者
が
打
設
。
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
（２
の
説
明
）
建
主
側
に
後
退
・撤
去
等
を
指
導
し
て
い
る
。
工
事
費
の
一
部
を
助
成
し
て
い
る
（除
外
規
定
有
り
）
助
成
、
奨
励
金
制
度
を
利
用
し
申
請
者
が
工
事
申
請
者
が
撤
去
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
（３
の
説
明
）
後
退
線
を
明
確
に
し
、
既
存
道
路
の
舗
装
に
合
わ
せ
る
区
で
施
行
施
行
基
準
に
定
め
る
基
準
に
従
い
実
施
す
る
整
備
承
諾
を
得
て
区
が
整
備
（除
外
規
定
有
り
）
個
人
又
は
中
小
企
業
者
を
対
象
と
し
、
そ
れ
以
外
は
自
費
工
事
申
請
に
基
づ
き
区
が
施
工
4
○
○
○
○
○
○
（４
の
説
明
）
公
道
の
場
合
区
で
設
置
寄
付
の
場
合
設
置
区
道
拡
幅
の
場
合
に
区
の
標
示
杭
を
支
給
す
る
。
後
退
杭
支
給
に
よ
り
申
請
者
が
設
置
5
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
（５
の
説
明
）
後
退
線
を
明
確
に
す
る
。
（目
地
等
を
入
れ
る
）
既
存
道
路
の
勾
配
に
よ
り
整
備
拡
幅
分
の
舗
装
工
事
と
併
せ
て
施
行
公
道
で
の
Ｌ
型
移
設
は
境
界
確
定
済
み
を
条
件
と
し
て
い
て
、
で
き
な
い
事
例
も
多
い
。
私
道
で
区
施
行
は
、
Ｌ
型
を
移
設
し
て
い
る
。
施
行
基
準
に
定
め
る
基
準
に
従
い
実
施
す
る
整
備
承
諾
を
得
て
区
が
移
設
（除
外
規
定
有
り
）
状
況
に
よ
り
既
存
Ｌ
型
等
は
移
設
、
新
設
は
行
わ
な
い
。
6
○
○
○
○
公 道 の 場 合
私 道 の
場 合
（６
の
説
明
）
雨
水
マ
ス
等
の
新
設
・移
設
個
々
の
敷
地
で
の
建
て
替
え
に
伴
う
申
請
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
り
、
確
認
申
請
時
に
事
前
協
議
で
拡
幅
申
請
を
行
わ
な
い
と
確
認
の
受
付
を
行
わ
な
い
こ
と
は
し
て
い
な
い
。
確
認
申
請
と
リ
ン
ク
さ
せ
る
と
申
請
率
の
向
上
と
工
事
率
の
減
少
が
考
え
ら
れ
る
。
公
共
の
福
祉
の
も
と
、
ど
こ
ま
で
公
権
力
を
行
使
す
る
か
問
題
が
残
る
。
電
柱
移
設
依
頼
、
区
設
置
の
街
路
灯
・
交
通
標
識
の
移
設
水
道
メ
ー
タ
ー
等
の
移
設
。
Q
2
（自
由
回
答
）
確
認
済
証
お
よ
び
検
査
済
証
に
基
づ
き
、
後
退
部
分
の
整
備
を
確
認
し
て
い
る
た
め
、
後
退
部
分
に
建
築
物
の
付
属
物
お
よ
び
工
作
物
を
作
る
造
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
個
々
の
建
て
替
え
協
議
で
使
用
し
た
資
料
。
建
築
主
に
区
で
も
工
事
す
る
旨
説
明
し
、
拡
幅
に
協
力
し
て
い
た
だ
く
。
な
し
後
退
杭
を
設
置
さ
せ
て
い
る
。
・狭
あ
い
道
路
の
中
心
線
等
の
事
前
協
議
書
を
永
年
で
保
存
し
て
い
る
。
特
に
な
し
建
築
基
準
法
第
４
２
条
担
保
さ
れ
な
い
。
後
退
位
置
に
目
地
等
を
入
れ
て
も
ら
っ
て
い
る
。
自
主
整
備
の
よ
う
に
Ｌ
型
・
縁
石
・後
退
杭
の
新
設
、
移
設
を
伴
わ
な
い
場
合
、
将
来
的
な
担
保
は
と
れ
な
い
の
で
、
後
退
済
み
と
は
位
置
づ
け
て
い
な
い
。
条
例
に
よ
り
Ｌ
型
等
の
後
退
を
指
導
原
則
と
し
て
、
Ｌ
型
等
の
新
設
を
行
わ
な
い
場
合
は
な
い
の
で
、
担
保
を
取
っ
て
い
な
い
。
自
主
整
備
計
画
書
の
移
設
質
問
の
趣
旨
が
理
解
で
き
ま
せ
ん
後
退
線
に
沿
っ
た
塀
の
築
造
、
目
地
棒
等
に
よ
る
後
退
線
の
明
示
な
ど
、
視
覚
的
に
道
路
境
界
が
わ
か
る
よ
う
な
整
備
を
提
案
す
る
。
申
請
者
自
身
の
負
担
で
道
路
境
界
敷
地
内
に
縁
石
を
設
置
さ
せ
る
よ
う
に
指
導
し
て
い
る
。
中
心
鋲
の
打
設
（中
心
線
確
定
図
（中
心
鋲
の
測
量
））
目
地
棒
等
に
よ
る
境
界
標
示
細
街
路
整
備
に
お
い
て
は
、
後
退
位
置
に
必
ず
Ｌ
型
や
縁
石
等
を
新
設
お
よ
び
移
設
す
る
。
行
わ
れ
て
い
な
い
江
戸
川
区
よ
り
支
給
し
た
後
退
杭
を
申
請
者
が
後
退
箇
所
に
設
置
し
、
後
退
線
部
分
に
目
地
等
で
明
示
す
る
。
Q
3
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
4
（自
由
回
答
）
私
道
の
場
合
の
建
築
基
準
法
第
４
２
条
２
項
の
道
路
中
心
線
の
位
置
建
築
基
準
法
が
昭
和
２
５
年
か
ら
施
行
さ
れ
て
か
ら
、
約
６
０
年
が
経
過
し
、
基
準
時
の
状
態
が
わ
か
ら
な
い
も
の
が
多
々
あ
る
。
・道
路
形
状
が
、
基
準
時
か
ら
何
度
も
変
わ
っ
て
い
る
場
所
（塀
の
改
修
が
多
い
等
）・
中
途
の
交
代
し
た
時
期
が
あ
る
・塀
等
の
工
作
物
を
撤
去
し
た
ま
ま
で
、
道
路
形
状
が
わ
か
り
に
く
い
建
築
基
準
法
上
の
道
路
種
別
が
わ
か
ら
な
い
場
合
は
、
未
接
道
で
建
築
で
き
な
い
こ
と
か
整
備
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
。
特
定
行
政
庁
が
指
定
し
た
道
路
位
置
に
基
づ
い
て
拡
幅
工
事
を
行
う
の
で
、
確
認
申
請
上
に
つ
い
て
は
問
題
が
残
る
。
基
準
時
以
前
の
市
街
地
建
築
物
法
の
規
定
に
よ
っ
て
指
定
さ
れ
た
建
築
線
で
そ
の
間
の
距
離
が
４
ｍ
以
上
の
も
の
で
、
そ
の
建
築
線
の
位
置
に
つ
い
て
再
現
が
困
難
な
場
合
が
あ
る
。
ま
た
、
中
心
線
を
決
め
る
に
あ
た
っ
て
、
基
準
時
を
推
定
す
る
履
歴
の
な
い
４
２
条
２
項
道
路
な
ど
、
拡
幅
整
備
に
至
ら
な
い
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
前
問
の
質
問
に
は
答
え
て
い
ま
せ
ん
が
、
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
の
申
請
手
続
き
は
、
ま
ず
道
路
調
査
グ
ル
ー
プ
に
て
受
付
し
、
そ
の
時
点
で
存
否
・お
よ
び
位
置
が
不
明
確
な
道
路
は
。
同
グ
ル
ー
プ
で
並
行
し
て
調
査
を
行
い
、
明
確
に
し
た
状
態
で
狭
あ
い
道
路
整
備
の
事
務
処
理
を
行
う
。
特
に
私
道
の
場
合
。
基
本
的
に
は
現
況
の
道
路
を
も
っ
て
、
そ
の
中
心
線
を
定
め
る
が
、
地
境
中
心
等
、
申
請
者
が
現
況
中
心
と
異
な
る
意
見
を
強
く
主
張
し
た
場
合
。
全
て
Q
５
（自
由
回
答
）
行
き
止
ま
り
部
分
の
道
路
形
状
の
相
違
特
に
な
し
境
界
確
定
が
直
線
で
決
ま
っ
て
い
て
も
、
建
築
行
政
が
現
況
主
義
で
あ
る
た
め
、
申
請
者
が
現
況
の
曲
が
り
を
図
面
に
記
入
し
て
く
る
と
そ
れ
が
後
退
ラ
イ
ン
と
な
り
、
道
路
に
多
数
の
曲
が
り
が
で
き
て
し
ま
う
。
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
部
分
を
道
路
と
し
て
整
備
し
な
く
て
も
建
築
許
可
が
お
り
る
点
。
特
に
あ
り
ま
せ
ん
建
築
基
準
法
で
は
、
道
路
境
界
線
ま
で
の
道
路
状
築
造
法
的
強
制
力
が
な
い
た
め
、
建
築
主
や
土
地
所
有
者
等
の
理
解
と
協
力
が
不
可
欠
で
あ
る
。
Ⅳ
Q
1
も
っ
て
い
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
も
っ
て
い
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
名
称
：
新
宿
区
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
主
要
生
活
道
路
事
業
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
事
業
、
防
災
生
活
圏
促
進
事
業
目
黒
区
生
活
道
路
の
基
本
的
な
計
画
地
先
道
路
整
備
方
針
Q
2
あ
る
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
Q
3
あ
る
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
4
1 2 3 4
Q
５
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
6
1
○
○
○
2
○
○
○
○
3 4 5 6 7 8 9
○
Q
7
（自
由
回
答
）
昭
和
３
５
年
に
建
築
基
準
法
第
４
２
条
３
項
で
指
定
さ
れ
た
道
路
が
あ
り
ま
す
。
（東
京
都
が
指
定
）４
ｍ
未
満
で
指
定
し
た
道
路
で
あ
る
が
当
該
道
路
に
接
道
し
て
い
る
敷
地
に
お
い
て
は
、
建
て
替
え
・機
能
更
新
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。
月
島
地
区
（８
地
区
）に
お
い
て
、
街
並
み
誘
導
型
地
区
計
画
を
活
用
し
た
建
て
替
え
ル
ー
ル
を
定
め
て
い
る
。
３
項
道
路
の
指
定
を
し
て
い
る
た
め
基
準
法
上
は
、
み
な
し
道
路
境
界
ま
で
拡
幅
す
る
義
務
は
な
い
。
法
律
が
認
め
て
い
る
か
ら
建
築
基
準
法
第
４
３
条
但
し
書
き
の
許
可
基
準
に
合
っ
て
い
る
た
め
。
４
３
条
但
し
書
き
適
用
に
あ
た
り
、
私
道
で
あ
れ
ば
関
係
権
利
者
に
よ
る
協
定
を
締
結
し
て
も
ら
い
、
将
来
的
に
４
ｍ
の
道
を
確
保
す
る
よ
う
に
し
て
い
る
た
め
。
Ⅴ
Q
1
あ
る
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
（自
由
回
答
）
事
前
協
議
の
代
理
人
に
確
認
し
、
図
面
を
差
し
替
え
さ
せ
る
等
で
対
処
す
る
。
境
界
塀
等
、
後
退
す
べ
き
部
分
に
突
出
し
て
い
る
部
分
が
残
っ
て
い
る
場
合
が
あ
り
、
建
て
主
等
所
有
者
に
撤
去
す
る
よ
う
指
導
し
て
い
る
。
支
障
物
が
後
退
用
地
に
あ
る
場
合
、
支
障
物
が
除
却
さ
れ
る
ま
で
整
備
工
事
を
行
わ
な
い
。
Q
3
あ
る
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
4
（自
由
回
答
）
道
路
整
備
の
前
に
現
場
立
ち
会
い
を
行
っ
て
い
る
。
立
ち
会
い
時
に
協
議
内
容
と
の
違
い
が
あ
れ
ば
是
正
さ
せ
て
い
る
。
塀
の
未
撤
去
や
後
退
寸
法
の
相
違
な
ど
把
握
し
て
い
な
い
Ｑ
２
と
同
様
の
指
導
を
し
て
い
る
。
協
議
内
容
に
現
場
の
状
況
を
合
わ
せ
る
よ
う
に
要
請
し
て
い
る
。
事
前
協
議
の
内
容
通
り
是
正
を
指
導
す
る
。
豊
島
区
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
条
例
に
基
づ
く
確
定
現
況
図
に
よ
り
、
正
し
い
位
置
に
施
行
す
る
よ
う
指
導
を
行
い
、
再
検
査
を
実
施
。
助
成
金
、
奨
励
金
の
支
給
は
適
正
状
態
を
見
届
け
、
支
給
す
る
。
Q
５
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
6
（自
由
回
答
）
区
申
請
の
場
合
、
受
付
時
に
協
議
指
導
で
き
る
が
、
民
間
の
場
合
、
確
認
申
請
対
象
物
件
に
事
業
の
案
内
通
知
を
発
送
し
て
い
る
の
で
、
事
業
量
の
増
加
が
あ
る
。
区
で
は
協
力
い
た
だ
く
と
い
う
ス
タ
ン
ス
で
直
接
確
認
申
請
と
リ
ン
ク
し
て
い
な
い
。
事
前
協
議
が
未
提
出
の
ま
ま
確
認
申
請
が
出
さ
れ
、
「建
築
基
準
法
の
確
認
が
下
り
る
の
が
区
条
例
に
よ
４
ｍ
る
協
議
で
遅
く
な
る
の
は
困
る
」と
主
張
し
「で
は
至
急
出
し
て
く
だ
さ
い
」
と
依
頼
す
る
も
、
い
つ
ま
で
も
協
議
が
出
て
こ
な
い
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
（公
道
２
項
や
１
項
５
号
等
で
現
況
幅
員
が
４
ｍ
未
満
で
あ
る
場
合
な
ど
）
未
協
議
地
に
民
間
確
認
検
査
機
関
が
確
認
を
お
ろ
し
て
し
ま
う
ケ
ー
ス
が
、
年
に
３
～
４
件
く
ら
い
あ
る
。
何
か
あ
っ
た
場
合
の
事
務
連
絡
が
民
間
で
は
す
ぐ
に
連
絡
が
取
れ
な
い
た
め
、
ト
ラ
ブ
ル
に
な
る
こ
と
が
あ
る
。
道
路
に
つ
い
て
照
会
が
あ
る
が
、
全
て
の
指
定
確
認
検
査
機
関
が
照
会
を
行
っ
て
い
お
ら
ず
、
そ
の
場
合
に
、
事
前
に
指
導
し
た
道
路
と
違
っ
た
結
果
が
出
る
恐
れ
が
あ
る
。
Q
7
1 2
○
○
○
○
○
２
の
（）
内
隣
地
境
界
塀
が
存
在
す
る
場
合
な
ど
の
取
り
扱
い
が
バ
ラ
バ
ラ
で
あ
る
未
協
議
地
に
民
間
確
認
検
査
機
関
が
確
認
を
お
ろ
し
て
し
ま
う
ケ
ー
ス
が
、
年
に
３
～
４
件
く
ら
い
あ
る
。
Ｑ
６
の
回
答
と
同
じ
検
査
等
の
実
施
日
と
報
告
書
類
到
着
日
の
ず
れ
が
大
き
い
こ
と
が
ま
れ
に
あ
る
。
照
会
が
な
い
場
合
、
目
が
行
き
届
か
な
い
。
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
４
の
（）
内
特
に
な
し
本
区
の
場
合
は
確
認
申
請
の
３
０
日
前
に
事
前
協
議
を
行
い
、
事
前
協
議
済
み
証
を
添
付
し
て
民
間
確
認
検
査
機
関
に
申
請
す
る
の
で
、
特
に
変
化
は
無
い
。
条
例
に
よ
り
建
築
確
認
申
請
を
す
る
３
０
日
前
ま
で
に
事
前
協
議
を
義
務
づ
け
て
い
る
。
指
定
確
認
検
査
機
関
で
は
道
路
標
示
が
不
足
し
て
い
る
※
別
紙
に
記
載
あ
り
※
目
黒
区
で
は
公
道
で
道
路
後
退
用
地
を
無
償
使
用
承
諾
に
よ
り
道
路
に
編
入
す
る
た
め
に
は
、
境
界
確
定
済
み
で
あ
る
こ
と
を
必
要
条
件
に
し
て
お
り
、
か
つ
Ｌ
型
側
溝
を
官
民
の
管
理
境
と
厳
密
に
捉
え
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
建
て
替
え
等
で
狭
あ
い
道
路
拡
幅
協
議
・整
備
が
行
わ
れ
て
、
土
地
所
有
者
が
道
路
へ
の
編
入
と
区
に
よ
る
管
理
を
希
望
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
Ｌ
型
を
移
設
し
な
い
整
備
（背
面
整
備
）を
未
だ
に
行
っ
て
い
る
。
整
備
後
の
管
理
も
所
有
者
の
ま
ま
な
の
で
、
し
ば
ら
く
し
て
花
壇
や
ゴ
ミ
置
き
場
に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
多
く
、
道
路
空
間
が
効
果
的
に
広
が
っ
て
い
な
い
実
態
が
あ
る
。
現
在
他
区
の
ほ
と
ん
ど
で
は
、
境
界
が
未
確
定
で
あ
っ
て
も
、
現
況
位
置
か
ら
道
路
後
退
線
ま
で
を
無
償
使
用
承
諾
に
よ
り
区
が
Ｌ
型
を
後
退
移
設
す
る
工
事
を
行
い
、
道
路
区
域
に
編
入
し
て
管
理
を
行
っ
て
い
る
。
区
民
や
代
理
人
の
方
か
ら
は
、
他
区
に
比
べ
、
空
間
整
備
よ
り
も
管
理
面
な
い
し
は
法
の
厳
密
な
運
用
ば
か
り
を
優
先
・重
視
し
て
い
る
と
苦
情
や
批
判
が
寄
せ
ら
れ
て
い
る
。
【調査票C】（建築確認）・・・集計表①（設問Ⅰのみ）
平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成
7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20
年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度
確認申請受付件数 区 135 196 163 158 309 304 247 204 143 95 68 66 66 60
民間 2 9 21 77 72 105 100 85 57 79
完了検査受付件数 区 96 99 119 116 129 170 161 153 126 92 47 37 77 41
民間 0 3 6 37 47 79 100 73 80 62
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 199 246 246 253 297 423 346 387 323 246 203 231 196 126
民間 0 0 0 0 0 13 54 132 192 197 204 196 164 151
完了検査受付件数 区 105 111 121 154 159 115 149 161 155 121 90 84 108 66
民間 0 0 0 0 0 1 8 35 66 38 81 77 78 61
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 48 34 20
民間 46 36 58
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 614 432 376 260 145 140 131 167 126
民間 110 212 252 251 301 320 217 199
完了検査受付件数 区 349 285 244 198 120 65 87 92 88
民間 73 128 172 82 266 280 209 184
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 39 32 41
民間 126 98 87
内、完了検査実施件数 区 29 23 29
民間 106 88 64
確認申請受付件数 区 1015 1269 1073 999 986 948 796 587 345 235 158 159 113 146
民間 46 121 282 517 598 595 592 475 613
完了検査受付件数 区 410 365 397 326 212 161 423 350 241 144 107 112 94 114
民間 3 29 136 296 431 454 434 470 469
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 156 143 131 128 108
民間 634 596 550 414 491
完了検査受付件数 区 75 78
民間 322 440
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 26
民間 238
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 542 522 549 466 535 567 562 379 319 239 196 212 167 146
民間 3 20 52 139 316 384 458 472 357 381
完了検査受付件数 区 185 177 191 184 202 230 230 214 148 114 110 95 107 94
民間 8 58 116 190 255 248 246 218
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 42
民間 92
内、完了検査実施件数 区 20
民間 52
確認申請受付件数 区 347 260 225 172 193
民間 521 706 716 522 545
完了検査受付件数 区 215 148 166 133 141
民間 373 526 556 604 451
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 823 932 749 697 768 862 892 579 548 296 201 230 199 216
民間 8 50 95 301 390 623 645 725 598 619
完了検査受付件数 区 95 281 410 339 131 171 118 130 112 132
民間 205 386 442 433 437 464
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
確認申請受付件数 区 1139 1228 1243 1009 1020 1093 889 720 536 345 279 289 216 232
民間 4 52 192 473 711 753 663 672 550 737
完了検査受付件数 区 302 288 279 249 335 385 465 415 335 250 135 224 177 217
民間 7 46 166 403 585 545 530 574 607
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 1288 1436 1185 1243 1515 1537 777 714 525 295 261 240 192 203
民間 0 0 0 0 14 73 282 462 751 955 899 705 516 651
完了検査受付件数 区 260 301 160 170 170 154 148
民間 0 0 0 0 622 480 548
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 71 75 74
民間 301
内、完了検査実施件数 区 53 63 53
民間 267
確認申請受付件数 区 2917 3284 2686 2525 3045 3043 2527 2063 1317 887 757 632 556 426
民間 988 1690 2275 2414 2185 1912 2027
完了検査受付件数 区 1175 1057 800 508 409 441 375 335
民間 572 930 1626 2027 1756 1882 1841
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 497 617 610 576 457
民間 同上含 同上含 同上含 同上含 同上含
内、完了検査実施件数 区 332 328 297
民間
確認申請受付件数 区 3928 4445 3623 3532 4113 4025 3948 3183 2472 1543 1263 1176 1196 1098
民間 6 99 733 1466 2328 2967 2996 3226 2607 2453
完了検査受付件数 区 656 606 693 未集計
民間 2319 2292 1857 未集計
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 963 877 790
民間 未集計 未集計 未集計
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 836 1071 1003 866 913 883 687 447 279 211 179 205 172 193
民間 5 41 151 331 461 602 522 477 327 459
完了検査受付件数 区 270 386 340 278 346 315 328 226 137 106 86 131 124 100
民間 4 32 116 261 333 461 280 368 247 300
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 73 55 61
民間
内、完了検査実施件数 区 54 39 35
民間
確認申請受付件数 区 1460 1259 1182 1306 1342 1078 936 675 409 331 349 339 348
民間 2 18 74 214 460 737 814 674 638 602
完了検査受付件数 区 573 424 258 222 304 281 305
民間 322 556 689 669 662 395
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 2671 3057 2448 2435 3055 2948 2521 1999 1652 973 716 726 716 816
民間 1 39 179 677 1209 1867 1947 1865 1546 1479
完了検査受付件数 区 625 691 728 748 860 1062 1250 1062 849 680 352 477 430 537
民間 10 73 396 788 1211 1468 1301 1317 1164
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 973 1147 944 844 866 940 784 562 365 195 171 190 137 168
民間 16 71 296 492 589 596 644 545 613
完了検査受付件数 区 111 331 414 330 217 152 82 127 97 158
民間 3 21 160 312 447 478 469 493 466
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 84 81 83
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 1180 1274 1164 985 1080 1110 1003 734 576 397 319 364 279 310
民間 18 87 304 450 539 700 740 541 615
完了検査受付件数 区 200 573 554 522 380 253 213 227 245 255
民間 16 20 145 376 334 558 621 430 489
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 91 117 83
民間 212 181 244
内、完了検査実施件数 区
民間
件数は出ませんが、確認
件数の３割が狭あい道路
に接していると思われま
す。
データはないが上との按分
比率と大体同じ。
品
川
区
目
黒
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
確認申請受付件数 区
民間
完了検査受付件数 区
民間
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 1681 2096 1735 1612 1883 2111 1879 1590 1184 798 521 583 380 354
民間 2 31 127 388 890 1259 1286 1151 1002 953
完了検査受付件数 区 279 171 378 331 550 678 659 547 488 352 122 284 233 290
民間 3 58 213 480 994 554 943 471 838
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 2357 1577 1244 1187 942 812
民間 1348 2018 2255 2267 1955 1755
完了検査受付件数 区 974 1110 815 859 707 705
民間 895 1563 1907 2016 1979 1581
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 130 120 103
民間 同上含 同上含 同上含
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 2490 2485 2297 1953 1498 985 826 665 568
民間 23 65 426 733 1239 1961 1885 1671 1864
完了検査受付件数 区 936 1308 1237 1307 832 521 539 388 485
民間 9 24 238 580 912 1394 1591 1549 1738
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
確認申請受付件数 区 1972 2256 1684 1656 1764 1793 1713 1585 1450 1019 618 532 469 518
民間 4 8 61 302 502 786 1335 1298 885 1013
完了検査受付件数 区 310 370 404 384 518 626 907 808 877 632 375 366 344 492
民間 5 8 166 385 570 878 1026 965 918
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区 87 80 110
民間 198 166 266
内、完了検査実施件数 区 52 61 94
民間 178 158 251
確認申請受付件数 区 2626 3025 2546 2357 2659 3035 2384 2266 2000 1456 911 569 447 479
民間 38 120 429 925 1221 1824 1720 1467 1481
完了検査受付件数 区 411 450 497 564 660 649 1057 1051 970 650 424 417 254 341
民間 8 36 232 597 834 1174 1447 1190 1230
４ｍ未満沿い確認申請受付件数 区
民間
内、完了検査実施件数 区
民間
板
橋
区
練
馬
区
データとして総計していな
いので不明
江
戸
川
区
荒
川
区
足
立
区
葛
飾
区
【調
査
票
C
】（
建
築
確
認
）・
・・
集
計
表
②
（設
問
Ⅱ
以
降
全
て
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
Ⅱ
Q
1
し
て
い
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
※
拡
幅
整
備
の
具
体
的
協
議
で
は
な
く
て
、
道
路
の
位
置
等
の
事
前
協
議
を
行
っ
て
い
る
。
港
区
で
は
狭
あ
い
道
路
整
備
事
業
は
区
道
を
除
い
て
行
っ
て
い
な
い
。
２
項
道
路
と
し
て
の
協
し
て
い
な
い
○
○
Q
２
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
3
○
4
○
○
○
４
の
（）
内
個
別
に
協
議
・
指
導
等
を
行
う
狭
あ
い
整
備
で
は
な
く
、
２
項
道
路
の
幅
員
等
を
確
認
す
る
た
め
に
相
談
時
点
で
協
議
し
て
い
る
。
専
門
の
担
当
部
署
に
任
せ
て
い
る
。
Q
3
1
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
４
の
（）
内
狭
あ
い
整
備
で
は
な
く
、
２
項
道
路
の
幅
員
等
を
確
認
す
る
た
め
に
現
場
調
査
し
て
い
る
。
建
築
基
準
法
上
の
審
査
に
関
し
て
は
必
ず
行
う
が
、
そ
の
他
は
専
門
の
担
当
部
署
に
任
せ
て
い
る
。
Q
4
1
○
○
○
○
○
2
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
４
の
（）
内
狭
あ
い
整
備
で
は
な
く
、
２
項
道
路
後
退
部
分
を
道
路
状
に
し
て
い
る
か
検
査
時
に
確
認
し
て
い
る
。
民
間
確
認
検
査
機
関
に
よ
る
場
合
は
機
関
に
ゆ
だ
ね
る
。
１
お
よ
び
３
拡
幅
整
備
と
は
別
に
、
後
退
し
て
い
る
か
確
認
す
る
。
Q
５
1 2 3
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Ⅲ
Q
1
も
っ
て
い
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
も
っ
て
い
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
あ
る
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
Q
3
あ
る
な
い
○
○
○
○
○
○
Q
4
1 2 3 4
○
４
の
（）
内
延
焼
の
拡
大
防
止
と
避
難
空
間
を
確
保
す
る
た
め
（住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業
）
Q
５
あ
る
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
６
1
○
○
○
2
○
○
○
3 4 5 6 7 8 9
○
９
の
（）
内
近
隣
ま
ち
づ
く
り
制
度
（住
環
境
整
備
課
）
Q
7
（自
由
回
答
）
昭
和
３
５
年
に
建
築
基
準
法
第
４
２
条
３
項
で
指
定
さ
れ
た
道
路
が
あ
り
ま
す
。
（東
京
都
が
指
定
）４
ｍ
未
満
で
指
定
し
た
道
路
で
あ
る
が
当
該
道
路
に
接
道
し
て
い
る
敷
地
に
お
い
て
は
、
建
て
替
え
・機
能
更
新
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。
建
築
基
準
法
に
よ
る
法
的
救
済
措
置
（４
３
条
）
４
３
条
但
し
書
き
の
適
用
を
受
け
る
上
で
、
そ
の
道
に
接
道
し
て
い
る
土
地
・建
物
所
有
者
全
員
で
４
ｍ
の
道
を
確
保
す
る
協
定
を
締
結
す
る
こ
と
で
、
当
該
地
の
建
て
替
え
を
可
能
と
し
て
い
る
。
つ
ま
り
、
現
状
は
４
ｍ
確
保
し
て
い
な
く
て
も
、
将
来
的
に
確
保
す
る
約
束
の
下
、
建
築
審
査
会
の
合
意
を
得
て
許
可
を
取
っ
て
い
る
。
①
戦
前
か
ら
の
既
成
市
街
地
で
、
関
東
大
震
災
後
、
区
画
整
理
が
行
わ
れ
、
線
形
が
明
確
な
４
ｍ
未
満
の
道
路
と
し
て
整
備
さ
れ
、
既
に
耐
火
建
築
物
が
建
ち
並
ん
で
い
た
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
法
が
整
備
さ
れ
た
の
を
契
機
に
放
題
４
２
条
３
項
に
よ
る
告
示
を
行
い
、
今
日
に
至
る
。
②
戦
前
か
ら
長
屋
等
の
木
造
住
宅
が
明
治
の
都
市
計
画
に
基
づ
き
建
ち
並
ん
で
お
り
、
ま
た
、
法
第
４
２
条
２
項
に
面
し
た
敷
地
に
お
い
て
建
て
替
え
を
行
う
と
、
敷
地
面
積
が
減
少
し
、
住
宅
等
の
住
環
境
に
支
障
が
出
る
た
め
地
区
計
画
（従
前
の
規
模
の
住
宅
の
建
て
替
え
が
可
能
、
地
区
施
設
と
し
て
生
活
道
路
を
確
保
等
）を
導
入
し
、
ま
ち
づ
く
り
を
行
っ
て
き
た
。
そ
し
て
、
法
整
備
に
伴
い
、
法
第
４
２
条
２
項
道
路
を
同
第
３
項
道
路
と
し
て
、
平
成
１
６
年
４
月
１
日
に
指
定
替
え
（告
示
）を
し
、
同
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
に
よ
り
生
活
道
路
の
確
保
を
行
っ
た
。
Ⅳ
Q
1
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
3
○
4
○
○
○
４
の
（）
内
道
路
種
別
の
確
認
・相
談
の
際
に
行
っ
て
い
る
。
狭
あ
い
整
備
で
は
な
く
、
設
計
者
が
２
項
道
路
の
幅
員
等
の
相
談
に
来
た
時
点
で
協
議
を
し
て
い
る
。
建
築
確
認
申
請
の
前
に
行
う
手
続
き
一
覧
を
配
布
し
、
積
極
的
に
誘
導
Q
2
（自
由
回
答
）
特
に
な
し
特
に
な
し
事
前
相
談
が
増
え
て
い
る
。
特
に
な
し
特
に
な
し
区
独
自
の
条
例
や
ま
ち
づ
く
り
事
業
等
の
事
前
協
議
や
届
け
出
に
関
す
る
手
続
き
漏
れ
が
増
加
し
た
。
特
に
な
い
特
に
な
し
導
入
以
前
は
、
確
認
受
付
の
際
に
チ
ェ
ッ
ク
し
、
必
要
な
も
の
は
そ
の
場
で
狭
あ
い
道
路
の
担
当
に
誘
導
で
き
た
が
、
導
入
後
は
設
計
者
に
来
庁
し
て
も
ら
う
な
ど
、
時
間
、
手
間
が
か
か
特
に
な
い
Q
3
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
狭
あ
い
道
路
整
備
で
は
な
く
、
２
項
道
路
と
し
て
不
明
確
な
場
合
が
時
々
あ
る
。
な
い
○
Q
4
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
4
○
○
5
○
○
○
○
○
５
の
（）
内
指
定
確
認
検
査
機
関
が
、
整
備
路
線
の
把
握
を
し
て
い
な
い
。
生
活
道
路
の
整
備
に
関
し
て
未
協
議
後
退
整
備
申
請
書
が
提
出
さ
れ
て
い
な
い
ケ
ー
ス
①
戦
前
か
ら
の
既
成
市
街
地
で
、
関
東
大
震
災
後
、
区
画
整
理
が
行
わ
れ
、
線
形
が
明
確
な
４
ｍ
未
満
の
道
路
と
し
て
整
備
さ
れ
、
既
に
耐
火
建
築
物
が
建
ち
並
ん
で
い
た
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
法
が
整
備
さ
れ
た
の
を
契
機
に
放
題
４
２
条
３
項
に
よ
る
告
示
を
行
い
、
今
日
に
至
る
。
②
戦
前
か
ら
長
屋
等
の
木
造
住
宅
が
明
治
の
都
市
計
画
に
基
づ
き
建
ち
並
ん
で
お
り
、
ま
た
、
法
第
４
２
条
２
項
に
面
し
た
敷
地
に
お
い
て
建
て
替
え
を
行
う
と
、
敷
地
面
積
が
減
少
し
、
住
宅
等
の
住
環
境
に
支
障
が
出
る
た
め
地
区
計
画
（従
前
の
規
模
の
住
宅
の
建
て
替
え
が
可
能
、
地
区
施
設
と
し
て
生
活
道
路
を
確
保
等
）を
導
入
し
、
ま
ち
づ
く
り
を
行
っ
て
き
た
。
そ
し
て
、
法
整
備
に
伴
い
、
法
第
４
２
条
２
項
道
路
を
同
第
３
項
道
路
と
し
て
、
平
成
１
６
年
４
月
１
日
に
指
定
替
え
（告
示
）を
し
、
同
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
に
よ
り
生
活
道
路
の
確
保
を
行
っ
た
。
Q
５
（自
由
回
答
）
指
定
確
認
検
査
機
関
か
ら
の
敷
地
・道
路
照
会
の
際
に
、
誤
記
等
が
あ
れ
ば
補
正
を
指
導
し
ま
す
。
指
定
確
認
検
査
機
関
に
連
絡
し
、
内
容
を
伝
え
、
直
し
て
も
ら
う
。
２
項
道
路
と
し
て
の
不
具
合
が
あ
っ
た
ら
指
定
確
認
検
査
機
関
に
連
絡
し
て
、
指
定
確
認
検
査
機
関
で
修
正
を
求
め
る
。
必
要
に
応
じ
て
設
計
者
に
直
接
連
絡
し
て
修
正
を
求
め
る
。
指
定
確
認
検
査
機
関
が
確
認
処
分
し
た
際
に
、
処
分
時
の
建
築
計
画
概
要
書
が
送
ら
れ
て
く
る
の
で
、
そ
の
時
点
で
修
正
さ
れ
て
い
る
か
確
認
し
て
い
る
。
訂
正
を
求
め
て
い
る
。
・回
答
欄
に
記
載
し
て
訂
正
の
指
示
。
・場
合
に
よ
っ
て
は
直
接
設
計
者
へ
連
絡
し
て
指
示
す
る
。
道
路
照
会
時
に
各
担
当
が
当
該
道
路
の
確
認
を
し
、
細
街
路
整
備
担
当
に
協
議
が
整
っ
て
い
る
か
を
確
認
し
、
未
協
議
の
場
合
は
そ
の
旨
指
導
す
る
よ
う
に
回
答
す
る
。
指
摘
事
項
を
記
載
し
、
照
会
文
書
を
返
信
し
て
い
る
。
指
定
確
認
検
査
機
関
お
よ
び
確
認
申
請
の
代
理
者
宛
に
電
話
連
絡
す
る
。
併
せ
て
照
会
文
書
（道
路
・敷
地
関
係
調
査
票
）に
記
載
事
項
不
足
の
旨
を
記
載
し
て
返
送
し
て
い
る
。
設
計
者
ま
た
は
指
定
確
認
検
査
機
関
へ
訂
正
指
示
必
ず
協
議
を
行
う
よ
う
、
生
活
道
路
整
備
担
当
か
ら
指
定
確
認
検
査
機
関
に
連
絡
し
て
い
る
。
照
会
の
回
答
時
に
、
１
．
狭
あ
い
道
路
の
事
前
協
議
済
み
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
「狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
前
協
議
書
」
の
と
お
り
記
載
す
る
よ
う
お
願
い
し
て
い
る
。
２
．
事
前
協
議
が
行
わ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、
建
築
主
に
協
議
す
る
よ
う
連
絡
を
お
願
い
し
て
い
る
。
照
会
文
書
の
回
答
に
そ
の
旨
を
記
載
し
て
い
る
。
照
会
文
書
に
対
す
る
回
答
の
中
で
指
示
す
る
。
訂
正
さ
せ
て
い
る
そ
の
都
度
指
摘
し
て
い
る
。
（敷
地
照
会
の
返
信
時
）
寸
法
の
記
入
、
狭
あ
い
道
路
協
議
等
の
指
示
。
各
々
担
当
係
か
ら
の
意
見
を
記
入
す
る
欄
が
あ
る
の
で
、
そ
こ
の
記
載
が
さ
れ
て
い
な
い
、
も
し
く
は
間
違
っ
て
い
る
旨
、
指
示
す
る
。
Q
6
行
っ
て
い
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
行
っ
て
い
な
い
○
○
○
Q
7
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3 1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
3
○
３
の
（）
内
協
議
に
来
庁
し
た
と
き
1
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
３
の
（）
内
現
場
ま
た
は
書
留
確
認
（概
要
書
）
場
合
に
よ
り
現
場
を
確
認
す
る
。
Q
８
あ
る
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
９
あ
る
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Ⅴ
（自
由
回
答
）
特
に
な
し
生
活
道
路
整
備
部
門
と
建
築
行
政
と
の
連
携
は
円
滑
に
行
わ
れ
て
い
る
。
特
に
な
い
特
に
な
し
後
退
部
分
に
駐
車
場
、
車
止
め
、
花
壇
な
ど
、
建
築
部
で
な
い
障
害
物
を
工
事
完
了
後
に
設
置
す
る
な
ど
、
近
隣
と
の
ト
ラ
ブ
ル
が
多
く
見
ら
れ
る
。
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
部
署
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
タ
イ
ミ
ン
グ
チ
ェ
ッ
ク
を
行
う
形
式
【調
査
票
D
】（
都
市
計
画
）・
・・
集
計
表
①
（設
問
Ⅰ
の
み
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
延
長
総
延
長
1
6
5
.5
0
0
3
0
1
.4
9
1
2
0
6
.0
0
0
2
4
8
.9
3
8
3
9
8
.5
5
8
8
3
3
.0
0
0
#
#
#
#
#
#
#
23
1（
区
道
の
み
）
3
9
9
.0
0
0
7
5
2
.3
8
0
(
区
道
6
8
4
.9
4
4
)
3
0
2
.9
0
0
2
1
4
.3
4
6
7
2
3
.0
0
0
#
#
#
#
#
#
#
9
0
5
.5
0
0
6
0
8
.9
0
8
（㎞
）
１
２
ｍ
以
上
6
4
.8
0
0
不
明
2
0
.4
2
8
不
明
13
ｍ
以
上
1.
01
6㎞
4
7
7
.0
0
0
不
明
不
明
不
明
不
明
2
9
.5
0
9
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
1
9
.0
0
0
不
明
3
8
.8
3
8
不
明
8.
5～
13
未
満
14
.4
17
㎞
8.
5m
以
上
39
㎞
不
明
区
道
8.
5m
以
上
1
2
.6
4
1
不
明
不
明
不
明
5
4
.8
0
5
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
3
3
.8
0
0
不
明
3
8
.8
3
8
不
明
6.
5～
8.
5
未
満
42
.3
85
㎞
6.
5以
上
8.
5未
満
32
㎞
不
明
区
道
6.
5m
以
上
8.
5m
未
満
5
8
.6
5
7
不
明
不
明
不
明
1
6
9
.4
1
4
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
3
7
.0
0
0
不
明
1
0
3
.6
5
0
不
明
4.
5～
6.
5
未
満
1
6
2
.5
8
9
㎞
4.
5以
上
6.
5未
満
76
㎞
不
明
区
道
　
4m
以
上
6.
5m
未
満
2
1
0
.1
1
4
不
明
不
明
不
明
2
5
8
.3
0
6
４
ｍ
未
満
1
0
.9
0
0
不
明
5
0
.4
3
8
不
明
4.
5ｍ
未
満 11
0
.6
7
8
㎞
4.
5未
満
83
㎞
区
道
3
0
3
.5
3
2
不
明
不
明
1
2
1
.8
6
0
8
7
.2
6
1
未
判
定
不
明
区
有
道
路 15
.0
38
㎞
区
で
は
把
握
し
て
い
ま
せ
ん
0
.0
0
0
不
明
無
し
本
数
総
本
数
7
4
9
1
1
1
1
1
1
8
7
不
明
不
明
1
8
5
5
3
1
2
不
明
不
明
(区
道
25
61
)
1
4
9
4
9
8
2
不
明
6
5
3
5
2
8
1
8
（本
）
１
２
ｍ
以
上
1
0
1
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
5
2
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
1
5
7
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
2
7
5
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
未
満
1
6
4
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
1
4
9
1
不
明
未
判
定
不
明
区
で
は
把
握
し
て
い
ま
せ
ん
不
明
無
し
延
長
総
延
長
不
明
不
明
無
し
不
明
不
明
9
3
.0
0
0
1
1
8
.0
0
0
3
2
2
.9
0
0
1
2
4
.4
0
0
不
明
2
7
7
.0
0
0
2
0
8
.7
0
0
2
4
3
.0
0
0
（㎞
）
１
２
ｍ
以
上
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
(4
m
以
上
)
5
8
.0
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
93
㎞
(4
m
未
満
)
2
6
4
.9
0
0
不
明
5
7
.2
5
0
不
明
未
判
定
無
し
不
明
無
し
本
数
総
本
数
不
明
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
6
6
0
3
不
明
（本
）
１
２
ｍ
以
上
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
未
満
不
明
無
し
不
明
不
明
不
明
1
2
3
0
不
明
未
判
定
無
し
不
明
無
し
公 道 私 道
Ⅰ
公
私
不
明
46
42
本
21
0.
2㎞
道
路
現
況
調
査
(国
・都
)
の
幅
員
仕
分
け
が
異
な
る
た
め
記
入
不
能
　
調
査
票
(Ｆ
)で
回
答
済
調
査
票
Ａ
・Ｆ
で
回
答
都
市
計
画
課
で
は
、
当
該
調
査
に
該
当
す
る
集
計
は
行
っ
て
お
り
ま
せ
ん
。
参
考
(平
成
8年
2
月
デ
ー
タ
)：
狭
あ
い
道
路
に
関
し
て
1
6
3
.9
2
7
㎞
の
う
ち
、
公
道
83
.4
92
㎞
(2
項
7
9
.7
5
0
㎞
、
1項
5
号
3.
74
2
㎞
)　
私
道
80
.4
35
㎞
(2
項
7
3
.8
7
5
㎞
、
1項
5
号
6.
56
0
㎞
)
国
及
び
都
が
管
理
し
て
い
る
道
路
の
情
報
は
、
区
で
は
把
握
し
て
い
ま
せ
ん
。
区
道
に
関
す
る
情
報
は
、
別
添
資
料
を
参
照
く
だ
さ
い
。
各
路
線
は
幅
員
別
に
管
理
し
て
い
な
い
た
め
、
集
計
不
可
能
で
行
政
が
管
理
し
て
い
な
い
道
路
の
情
報
は
、
世
田
谷
区
で
は
把
握
し
て
い
ま
せ
ん
。
【調
査
票
D
】（
都
市
計
画
）・
・・
集
計
表
②
（設
問
Ⅱ
以
降
全
て
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
Ⅱ
Q
1
有
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
無
○
○
○
○
○
○
○
○
○
千
代
田
区
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
道
路
・交
通
体
系
整
備
の
目
標
と
方
針
都
市
計
画
道
路 港
区
都
市
計
画
概
要
の
一
部
を
参
考
に
送
り
ま
す
文
京
区
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
江
東
区
道
路
網
整
備
計
画
策
定
中
区
内
全
域
の
道
路
を
対
象
と
し
た
計
画
は
な
い
が
、
都
市
計
画
道
路
に
つ
い
て
は
、
区
と
都
で
策
定
し
た
「区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
」が
あ
る
。
目
黒
区
生
活
道
路
の
基
本
的
な
計
画
東
京
都
市
計
画
道
路
世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
、
世
田
谷
区
地
先
道
路
整
備
方
針
(地
域
地
先
道
路
整
備
計
画
)
そ
の
他
添
付
資
料
参
照
東
京
都
市
計
画
道
路
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
計
画
（中
野
区
独
自
の
も
の
は
な
い
）
体
系
的
な
道
路
網
の
整
備
豊
島
区
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
練
馬
区
道
路
網
計
画
細
街
路
整
備
助
成
事
業
（足
立
区
細
街
路
整
備
助
成
条
例
、
足
立
区
細
街
路
計
画
図
）
葛
飾
区
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
Q
２
①
名
称
主
要
幹
線
道
路
主
要
幹
線
道
路
東
京
都
市
計
画
道
路
幹
線
街
路
　
放
射
・
環
状
幹
線
道
路
主
要
道
路
網
主
要
幹
線
道
路
放
射
・環
状
街
路
主
要
幹
線
道
路
幅
員
25
m
以
上
22
m
以
上
18
m
以
上
概
ね
25
m
以
上
25
～
50
m
網
間
隔
①
+②
=1
.0
㎞
1～
2㎞
1㎞
概
ね
2k
m
路
線
指
定
有
有
有
有
有
有
有
有
具
体
化
方
策
無
無
有
有
有
有
有
無
具
体
化
方
策
の
内
容
区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
主
要
道
路
網
は
都
市
の
骨
格
を
形
成
す
る
都
市
計
画
道
路
に
よ
り
構
成
さ
れ
、
都
市
計
画
道
路
事
業
と
し
て
順
次
整
備
を
進
め
て
い
く
。
都
市
計
画
事
業
・街
路
事
業
認
可
に
よ
る
買
収 ・面
整
備
事
業
に
よ
る
道
路
整
備
な
ど
②
名
称
幹
線
道
路
幹
線
道
路
東
京
都
市
計
画
道
路
幹
線
街
路
　
補
助
線
街
路
地
区
幹
線
道
路
補
助
幹
線
道
路
地
区
道
路
網
幹
線
道
路
補
助
線
街
路
地
域
幹
線
道
路
幅
員
15
m
以
上
15
m
以
上
16
m
程
度
6.
5m
以
上
概
ね
15
m
～
30
m
程
度
15
～
60
m
18
m
～
22
m
網
間
隔
1㎞
①
+②
=1
.0
㎞
約
1㎞
5
0
0
m
1
0
0
0
m
1㎞
概
ね
1k
m
①
+②
・道
路
網
計
画
は
、
都
市
計
画
法
に
よ
り
都
市
計
画
決
定
さ
れ
て
お
り
、
事
業
は
都
市
計
画
法
に
よ
る
道
路
事
業
で
整
備
す
る
こ
と
が
一
般
的
。
・一
部
で
、
市
街
地
再
開
発
事
業
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ
っ
て
事
業
を
行
う
事
例
も
あ
る
。
・幹
線
道
路
は
、
国
ま
た
は
都
に
よ
る
事
業
。
・補
助
幹
線
道
路
は
、
都
ま
た
は
区
に
よ
る
事
業
と
な
り
、
事
業
主
体
、
整
備
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
は
、
平
成
16
年
に
東
京
都
と
特
別
区
で
策
定
し
た
「区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
」及
び
平
成
12
年
策
定
の
「世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
」
で
定
め
ら
れ
て
い
る
。
計
画
の
名
称
；
別
添
　
19
96
文
京
区
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
「道
路
・
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
方
針
」（
写
）を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
路
線
指
定
有
有
有
有
有
無
有
有
有
具
体
化
方
策
無
無
有
有
有
無
有
有
有
具
体
化
方
策
の
内
容
区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
①
の
欄
に
記
載
都
市
計
画
道
路
の
整
備
具
体
的
方
策
は
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
全
路
線
に
つ
い
て
、
順
次
ま
ち
づ
く
り
の
動
向
を
踏
ま
え
、
実
施
計
画
等
の
策
定
を
検
討
す
る
と
と
も
に
、
建
替
時
の
拡
幅
指
導
、
特
定
地
区
の
ま
ち
づ
く
り
に
お
け
る
整
備
の
推
進
、
開
発
許
可
制
度
、
ア
メ
ニ
テ
ィ
形
成
届
出
制
度
等
に
よ
る
誘
導
を
行
う
方
針
で
あ
る
。
都
市
計
画
事
業
・街
路
事
業
認
可
に
よ
る
買
収 ・面
整
備
事
業
に
よ
る
道
路
整
備
な
ど
・街
路
事
業
(都
市
計
画
道
路
)
・市
街
地
再
開
発
事
業
(地
区
計
画
等
)
・区
画
整
理
事
業
③
名
称
地
区
内
主
要
道
路
主
要
生
活
道
路
東
京
都
市
計
画
道
路
幹
線
街
路
　
補
助
線
街
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
補
助
幹
線
道
路
生
活
幹
線
道
路
生
活
幹
線
道
路
幅
員
1
3
m
8～
14
m
10
～
13
m
8～
13
m
4m
以
上
概
ね
11
m
～
20
m
程
度
12
m
以
上
12
m
～
14
m
網
間
隔
3
0
0
m
5
0
0
m
5
0
0
m
約
50
0m
5
0
0
m
5
0
0
m
概
ね
50
0m
路
線
指
定
有
有
有
有
有
無
有
有
有
具
体
化
方
策
無
無
有
有
無
無
有
、
無
有
有
具
体
化
方
策
の
内
容
区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
・道
路
法
に
よ
る
道
路
事
業
に
よ
り
整
備
す
る
こ
と
が
一
般
的
。
・一
部
で
、
都
市
計
画
事
業
に
よ
る
整
備
を
行
っ
た
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
・整
備
主
体
は
区 ・配
置
計
画
、
整
備
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
は
、
「世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
」に
定
め
ら
れ
て
い
る
。
具
体
的
方
策
は
な
い
が
、
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
個
別
建
替
え
に
合
わ
せ
た
「狭
隘
道
路
拡
幅
整
備
事
業
」の
推
進
を
基
本
に
し
つ
つ
、
特
定
地
区
で
は
「居
住
環
境
総
合
整
備
事
業
」等
の
ま
ち
づ
く
り
手
法
も
活
用
し
て
整
備
を
進
め
て
い
く
方
針
で
あ
る
。
方
策
が
有
る
路
線
と
無
い
路
線
が
存
在
す
る
。
方
策
と
し
て
は
、
都
市
計
画
事
業
、
道
路
事
業
生
活
幹
線
道
路
の
整
備
に
関
す
る
要
綱
に
基
づ
く
買
収
④
名
称
主
要
区
画
道
路
主
要
区
画
道
路
東
京
都
市
計
画
道
路
区
画
街
路
地
先
道
路
主
要
区
画
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
細
街
路
主
要
区
画
道
路
幅
員
6～
8m
6m
以
上
6～
8m
6m
程
度
概
ね
8m
～
13
m
程
度
6m
以
上
4
.0
m
8m
～
10
m
網
間
隔
1
5
0
m
2
5
0
m
2
5
0
m
約
25
0m
2
5
0
m
2
5
0
m
10
0m
×
50
m
間
隔
概
ね
25
0m
路
線
指
定
有
有
有
有
無
有
有
有
無
具
体
化
方
策
無
無
有
有
無
有
、
無
無
有
有
別
添
　
19
96
文
京
区
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
「道
路
・
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
方
針
」（
写
）を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
具
体
化
方
策
の
内
容
区
部
に
お
け
る
都
市
計
画
道
路
の
整
備
方
針
④
+⑤
・整
備
方
法
は
、
地
域
特
性
に
応
じ
て
、
一
般
的
な
道
路
法
に
よ
る
道
路
事
業
の
ほ
か
、
地
区
計
画
、
密
集
市
街
地
の
整
備
事
業
、
土
地
区
画
整
理
事
業
な
ど
の
面
的
な
街
づ
く
り
の
制
度
を
活
用
し
進
め
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
・4
m
未
満
の
道
路
は
、
狭
あ
い
道
路
整
備
事
業
（建
築
基
準
法
42
条
2項
関
係
）に
よ
り
、
個
々
の
宅
地
の
建
築
行
為
に
あ
わ
せ
て
整
備
を
推
進
し
て
い
る
。
・地
先
道
路
整
備
に
関
す
る
基
本
的
な
考
え
方
は
、
平
成
7年
策
定
の
「世
田
谷
区
地
先
道
路
整
備
方
針
」で
定
め
ら
れ
て
お
り
、
具
体
的
な
配
置
計
画
と
し
て
、
各
総
合
支
所
単
位
で
、
「地
域
地
先
道
路
整
備
計
画
」
を
策
定
し
て
い
る
。
方
策
が
有
る
路
線
と
無
い
路
線
が
存
在
す
る
。
方
策
と
し
て
は
、
道
路
事
業
、
密
集
事
業
な
ど
た
だ
し
、
開
発
事
業
に
よ
る
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
は
行
っ
て
い
る
助
成
金
支
払
い
に
よ
る
拡
幅
誘
導
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
促
進
事
業
⑤
名
称
区
画
道
路
区
画
道
路
地
先
道
路
区
画
道
路
生
活
道
路
区
画
街
路
・細
街
路
幅
員
4m
以
上
4m
以
上
4m
以
上
4～
8m
程
度
6m
以
下
網
間
隔
路
線
指
定
無
無
無
無
無
無
具
体
化
方
策
無
無
有
有
有
有
具
体
化
方
策
の
内
容
④
の
欄
に
記
載
幅
員
4m
以
上
を
目
標
と
し
て
狭
隘
道
路
の
拡
幅
を
行
う
。
狭
隘
道
路
整
備
事
業
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
促
進
事
業
⑥
名
称
無
し
歩
行
者
・自
転
車
系
道
路
幅
員
無
し
網
間
隔
無
し
路
線
指
定
無
無
無
具
体
化
方
策
無
無
無
（Q
3）
Q
4
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
3
○
（前
問
回
答
欄
に
含
ま
れ
る
）
具
体
化
方
策
の
内
容
別
添
　
19
96
文
京
区
都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
「道
路
・
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
整
備
方
針
」（
写
）を
ご
参
照
く
だ
さ
い
。
３
の
（）
内
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
で
あ
る
「世
田
谷
区
都
市
整
備
方
針
」の
分
野
別
計
画
と
し
て
、
「世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
」を
策
定
し
、
こ
こ
に
区
内
の
道
路
網
計
画
に
関
す
る
具
体
的
な
内
容
を
定
め
て
い
る
。
Q
５
1
○
○
○
2 3 4
Q
６
1 2
○
○
○
3 4
Q
7
は
い
○
○
○
い
い
え
○
Q
８
1
○
2 3 4 5
○
５
の
（）
内
区
の
広
報
誌
で
周
知
し
た
。
Q
９
1
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
1
0
1
8
1
3
1
6
7
1
2
1
2
1
2
2
1
１
３
，
１
５
1
8
2
○
○
○
○
○
○
○
2
3
2
3
2
3
2
2
2
3
2
3
3
○
○
○
○
○
1
8
1
9
2
0
1
7
2
1
4
○
○
○
策
定
・改
訂
一
切
無
し
来
年
度
か
ら
改
訂
作
業
を
予
定
し
て
い
る
予
定
Q
10
1
○
○
○
○
○
○
○
2 3
○
○
4
○
5 6
○
○
○
６
の
（）
内
原
則
継
承
で
す
が
、
こ
れ
か
ら
の
改
訂
作
業
の
中
で
変
更
す
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
現
在
の
都
市
マ
ス
に
道
路
整
備
の
方
針
に
つ
い
て
の
書
き
込
み
が
あ
り
、
改
訂
に
際
し
そ
れ
を
継
承
し
た
。
現
在
の
都
市
マ
ス
に
道
路
網
計
画
の
書
き
込
み
が
あ
る
が
、
改
訂
に
際
し
削
除
も
含
め
検
討
す
る
。
Q
11
あ
る
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
策
定
年
度
平
成
改
訂
予
定
年
度
平
成
策
定
年
度
平
成
４
の
（）
内
Q
12
（自
由
回
答
）
地
域
地
区
等
の
範
囲
を
道
路
境
界
や
中
心
と
す
る
場
合
に
、
将
来
道
路
の
位
置
が
動
く
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
注
意
を
要
す
る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
建
築
基
準
法
上
の
扱
い
が
な
い
道
路
の
地
形
を
も
っ
て
、
都
市
計
画
の
計
画
線
や
地
区
計
画
等
の
地
区
施
設
の
位
置
を
定
め
た
場
合
で
、
そ
の
道
の
現
況
が
無
く
な
り
、
計
画
線
の
指
導
が
困
難
に
な
る
ケ
ー
ス
が
あ
り
う
る
。
地
区
計
画
等
の
都
市
計
画
を
立
案
す
る
上
で
、
地
区
施
設
と
な
る
「区
画
道
路
」は
、
具
体
的
に
築
造
す
る
道
路
（施
設
）で
あ
り
、
建
築
基
準
法
上
の
取
り
扱
い
は
、
重
要
な
要
素
と
な
る
。
Q
1
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
（自
由
回
答
）
民
間
確
認
の
場
合
は
、
都
市
計
画
に
関
す
る
申
請
と
確
認
申
請
が
別
処
理
と
な
る
の
で
、
通
常
よ
り
処
理
日
数
が
か
か
っ
て
く
る
事
例
が
見
受
け
ら
れ
る
。
地
区
計
画
の
内
容
で
、
制
限
条
例
化
さ
れ
て
い
る
も
の
に
対
す
る
実
効
性
に
つ
い
て
は
、
確
認
申
請
が
区
か
民
間
か
に
よ
っ
て
差
異
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
感
じ
る
。
（5
8条
の
2の
届
け
出
も
。
）一
方
、
条
例
化
さ
れ
て
い
な
い
部
分
に
対
し
て
、
地
区
計
画
の
目
標
の
方
針
等
に
沿
っ
て
、
指
導
し
て
い
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
設
計
の
早
い
段
階
で
相
談
を
受
け
な
い
と
反
映
さ
れ
難
い
場
合
が
あ
り
、
民
間
に
申
請
を
出
す
場
合
、
そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
遅
い
傾
向
は
あ
る
と
感
じ
る
。
建
築
確
認
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
、
行
政
指
導
に
よ
り
履
行
さ
れ
る
機
会
が
あ
る
か
ど
う
か
異
な
る
。
確
認
申
請
が
民
間
に
出
さ
れ
た
場
合
は
、
地
区
計
画
届
け
出
審
査
部
門
と
の
情
報
交
換
が
で
き
て
い
な
い
。
民
間
の
場
合
、
都
市
計
画
等
の
内
容
を
詳
細
に
把
握
し
て
い
な
い
た
め
、
や
や
も
す
る
と
事
業
を
見
落
と
す
可
能
性
が
あ
る
。
区
確
認
の
場
合
は
、
確
認
担
当
者
が
各
種
都
市
計
画
に
つ
い
て
十
分
な
理
解
を
有
し
て
い
る
の
で
、
関
係
資
料
を
基
に
担
当
者
自
ら
が
都
市
計
画
の
照
査
を
行
っ
て
い
る
。
一
方
、
指
定
確
認
検
査
機
関
の
場
合
は
、
関
係
資
料
を
保
有
す
る
も
の
の
、
さ
ら
に
、
個
々
の
建
築
確
認
ご
と
に
区
に
対
し
、
照
会
・回
答
と
い
う
形
で
都
市
計
画
の
照
査
が
行
わ
れ
る
。
都
市
計
画
法
第
53
条
の
事
務
処
理
を
、
区
確
認
の
場
合
は
建
築
課
が
、
民
間
確
認
の
場
合
は
都
市
計
画
課
が
、
行
っ
て
い
る
。
申
請
の
時
期
と
指
導
の
時
期
が
ず
れ
る
た
め
、
ス
ム
ー
ズ
な
対
応
処
理
が
互
い
に
で
き
な
い
可
能
性
が
あ
る
。
・指
定
確
認
検
査
機
関
の
場
合
、
照
会
に
添
付
さ
れ
る
建
築
計
画
概
要
書
だ
け
で
は
、
地
区
計
画
等
の
適
合
し
て
い
る
か
ど
う
か
は
判
断
が
つ
か
な
い
。
・地
区
計
画
等
の
届
け
出
は
建
築
確
認
申
請
の
受
付
要
件
で
な
い
。
し
か
し
、
先
に
指
定
確
認
検
査
機
関
に
よ
る
建
築
確
認
が
な
さ
れ
、
仮
に
指
定
確
認
検
査
機
関
の
地
区
計
画
等
の
解
釈
の
誤
り
な
ど
、
審
査
上
の
不
備
が
あ
っ
た
場
合
、
是
正
さ
せ
る
こ
と
の
難
し
さ
が
あ
る
。
・地
区
計
画
等
を
建
築
基
準
法
第
68
条
の
２
も
基
づ
く
建
築
条
例
に
定
め
て
い
る
場
合
、
都
市
計
画
の
計
画
書
・計
画
図
、
お
よ
び
条
例
等
の
情
報
を
持
た
な
い
指
定
確
認
検
査
機
関
が
、
ど
の
よ
う
に
審
査
し
て
い
る
の
か
疑
問
に
思
う
こ
と
が
あ
る
。
地
区
計
画
の
届
出
書
が
提
出
さ
れ
、
適
合
通
知
を
受
け
て
か
ら
、
確
認
済
み
証
が
発
行
さ
れ
て
い
る
か
ど
う
か
が
確
認
で
き
な
い
。
用
途
地
域
、
地
区
計
画
、
高
度
地
区
等
の
内
容
に
つ
い
て
は
、
民
間
指
定
確
認
検
査
機
関
か
ら
照
会
が
あ
る
の
で
、
特
に
問
題
な
い
。
Q
3
1 2
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
Ⅲ
４
の
（）
内
民
間
確
認
の
場
合
は
、
都
市
計
画
に
関
す
る
申
請
と
確
認
申
請
が
別
処
理
と
な
る
の
で
、
通
常
よ
り
処
理
日
数
が
か
か
っ
て
く
る
事
例
が
見
受
け
ら
れ
る
。
確
認
申
請
が
民
間
に
出
さ
れ
た
場
合
は
、
地
区
計
画
届
け
出
審
査
部
門
と
の
情
報
交
換
が
で
き
て
い
な
い
。
確
認
検
査
機
関
と
の
連
携
の
重
要
性
を
感
じ
る
。
Q
4
（自
由
回
答
）
地
区
計
画
の
内
容
で
、
制
限
条
例
化
さ
れ
て
い
る
も
の
に
対
す
る
実
効
性
に
つ
い
て
は
、
確
認
申
請
が
区
か
民
間
か
に
よ
っ
て
差
異
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
感
じ
る
。
（5
8条
の
2の
届
け
出
も
。
）一
方
、
条
例
化
さ
れ
て
い
な
い
部
分
に
対
し
て
、
地
区
計
画
の
目
標
の
方
針
等
に
沿
っ
て
、
指
導
し
て
い
る
部
分
に
つ
い
て
は
、
設
計
の
早
い
段
階
で
相
談
を
受
け
な
い
と
反
映
さ
れ
難
い
場
合
が
あ
り
、
民
間
に
申
請
を
出
す
場
合
、
そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
が
遅
い
傾
向
は
あ
る
と
感
じ
る
。
民
間
確
認
検
査
機
関
が
全
国
に
分
布
さ
れ
て
お
り
、
連
携
を
図
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
都
市
計
画
の
手
続
き
に
お
け
る
建
築
計
画
と
指
定
確
認
検
査
機
関
の
確
認
建
築
計
画
が
、
同
一
と
な
っ
て
い
る
か
の
チ
ェ
ッ
ク
が
行
い
に
く
く
な
っ
た
。
指
定
確
認
検
査
機
関
が
、
地
区
計
画
等
都
市
計
画
の
内
容
を
ど
の
程
度
理
解
し
て
い
る
の
か
危
惧
す
る
こ
と
も
あ
る
。
①
都
市
計
画
法
に
限
定
し
た
広
義
の
都
市
計
画
事
務
に
つ
い
て
で
は
あ
る
が
、
民
間
確
認
の
場
合
、
景
観
条
例
等
関
係
条
例
や
要
綱
の
手
続
き
の
停
滞
や
届
け
出
時
期
の
遅
延
な
ど
が
時
折
あ
る
。
②
Q
2で
回
答
し
た
と
お
り
、
都
市
計
画
法
第
53
条
の
事
務
処
理
が
区
確
認
の
場
合
は
建
築
課
で
同
時
に
行
え
る
が
、
民
間
確
認
の
場
合
、
確
認
は
民
間
、
第
53
条
は
区
都
都
市
計
画
課
と
な
り
、
申
請
者
に
と
っ
て
煩
雑
と
な
る
。
申
請
の
時
期
と
指
導
の
時
期
が
ず
れ
る
た
め
、
ス
ム
ー
ズ
な
対
応
処
理
が
互
い
に
で
き
な
い
可
能
性
が
あ
る
。
導
入
前
は
、
建
築
確
認
と
の
連
携
が
取
れ
る
た
め
、
地
区
計
画
の
制
限
等
が
確
実
に
反
映
さ
れ
て
い
た
が
、
導
入
後
は
、
民
間
に
確
認
申
請
が
提
出
さ
れ
た
場
合
、
確
認
す
る
こ
と
が
難
し
く
、
地
区
計
画
に
適
合
し
て
い
な
い
場
合
の
指
導
は
勧
告
と
い
う
の
が
あ
る
が
、
確
認
済
み
証
が
発
行
さ
れ
た
後
で
は
、
現
実
的
に
は
無
理
が
あ
る
。
Ⅲ
・指
定
確
認
検
査
機
関
か
ら
の
照
会
や
通
知
に
よ
る
審
査
の
事
務
量
が
増
加
し
た
。
・指
定
確
認
検
査
機
関
か
ら
の
特
定
行
政
庁
へ
の
道
路
・都
市
計
画
等
の
照
会
に
際
し
、
特
定
行
政
庁
側
の
調
査
に
要
す
る
日
数
が
必
要
で
あ
る
が
、
指
定
確
認
検
査
機
関
の
審
査
の
都
合
等
で
、
性
急
な
回
答
を
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
・地
区
計
画
等
の
制
限
に
適
合
す
る
か
否
か
建
築
基
準
法
の
解
釈
で
疑
義
が
生
じ
た
場
合
、
建
築
主
事
の
建
築
基
準
法
の
解
釈
と
不
整
合
が
生
じ
な
い
よ
う
、
特
定
行
政
庁
内
で
調
整
し
て
き
た
。
指
定
確
認
検
査
機
関
の
建
築
基
準
法
上
の
解
釈
が
建
築
主
事
と
異
な
っ
た
場
合
な
ど
、
地
区
計
画
の
届
け
出
と
建
築
確
認
申
請
で
不
整
合
等
が
生
じ
る
恐
れ
が
出
て
き
た
。
Q
５
（自
由
回
答
）
【調
査
票
E
】（
ま
ち
づ
く
り
）・
・・
集
計
表
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
世
田
谷
支
所
世
田
谷
区
玉
川
支
所
世
田
谷
区
砧
支
所
世
田
谷
区
烏
山
支
所
世
田
谷
区
北
沢
支
所
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
Ⅰ
Q
1
1
○
○
○
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
年
間
件
数
2
4
0
0
1
5
5
3
0
0
2
2
0
2
0
5
2～
3
1
0
1
0
0
6
0
0
5
0
3
○
○
○
○
○
○
Q
２
1
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3 4 5
○
○
○
○
○
○
○
○
５
の
（）
内
密
集
事
業
の
制
度
と
狭
あ
い
道
路
の
関
係
に
つ
い
て
建
て
替
え
に
伴
う
後
退
距
離
な
ど
玉
川
支
所
で
は
狭
あ
い
道
路
の
指
導
・相
談
を
行
っ
て
い
な
い
。
（所
管
は
都
市
整
備
部
地
域
整
備
）
担
当
所
管
は
「都
市
整
備
部
地
域
整
備
課
建
築
線
狭
あ
い
道
路
担
当
」
地
域
整
備
課
で
な
い
の
で
わ
か
ら
な
い
ま
ち
づ
く
り
に
関
連
し
た
相
談
は
無
し
す
み
き
り
部
の
電
柱
移
設
道
の
中
心
や
起
点
終
点
に
つ
い
て
Q
3
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
4
（自
由
回
答
）
区
域
・範
囲
の
設
定
、
関
係
権
利
者
の
把
握
・同
意
等
基
準
時
の
中
心
位
置
が
わ
か
ら
な
い
の
で
、
妥
当
で
あ
ろ
う
中
心
位
置
を
協
議
し
て
、
中
心
位
置
を
確
定
し
て
い
る
。
拡
幅
計
画
路
線
が
細
街
路
対
象
路
線
の
場
合
、
片
側
拡
幅
の
計
画
で
、
拡
幅
が
先
行
し
て
も
2項
道
路
の
指
定
は
残
る
た
め
、
見
か
け
上
４
ｍ
以
上
の
幅
員
が
あ
っ
て
も
細
街
路
対
象
路
線
と
な
る
。
旧
法
で
指
定
さ
れ
た
法
第
42
条
1項
5号
（た
と
え
ば
18
尺
道
路
等
）道
路
で
、
現
況
幅
員
が
４
ｍ
未
満
の
狭
小
道
路
お
よ
び
現
況
の
道
路
形
態
が
な
い
も
の
。
一
括
告
示
さ
れ
た
道
路
の
位
置
が
、
現
況
道
路
状
況
に
比
べ
明
確
で
な
い
も
の
。
道
路
で
あ
る
か
否
か
、
道
路
中
心
の
位
置
が
不
明
確
な
ど
、
建
築
基
準
法
上
の
取
り
扱
い
上
問
題
の
あ
る
道
路
の
存
在
は
、
そ
こ
に
面
し
た
建
築
物
の
所
有
者
に
、
建
て
替
え
を
躊
躇
さ
せ
る
要
因
と
な
り
、
最
終
的
に
は
道
路
調
査
に
よ
り
問
題
の
解
決
が
図
ら
れ
る
こ
と
と
な
る
が
、
建
て
替
え
に
よ
る
不
燃
化
を
進
め
る
に
あ
た
り
、
障
害
の
一
つ
に
な
る
。
細
街
路
の
中
心
か
ら
、
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
道
路
拡
幅
等
を
行
う
場
合
現
行
の
建
築
基
準
法
で
は
「道
路
」と
し
て
位
置
づ
け
て
い
る
が
、
建
て
替
え
等
に
際
し
て
は
、
道
路
の
中
心
線
か
ら
２
ｍ
後
退
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
か
し
な
が
ら
、
後
退
し
た
部
分
の
道
路
整
備
は
あ
く
ま
で
も
地
権
者
の
任
意
と
な
っ
て
い
る
。
今
後
、
こ
う
し
た
道
路
整
備
を
義
務
付
け
る
よ
う
な
何
ら
か
の
仕
組
み
づ
く
り
が
必
要
だ
と
考
え
ま
す
。
未
接
道
敷
地
の
住
宅
等
の
建
て
替
え
促
進
が
進
め
ら
れ
な
い
。
法
42
条
2項
に
つ
い
て
、
中
心
位
置
が
不
明
確
な
例
が
多
く
、
道
路
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
や
拡
幅
計
画
を
行
う
際
に
ネ
ッ
ク
と
な
る
こ
と
が
あ
る
。
Q
５
あ
る
○
○
ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
6
1
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
5
○
○
○
○
５
の
（）
内
区
内
指
定
は
な
い
が
、
木
密
地
域
の
新
防
火
の
指
定
等
、
現
行
制
度
の
中
で
対
応
。
日
影
規
制
当
区
に
お
い
て
適
用
は
難
し
い
と
思
う
が
、
地
区
の
状
況
に
よ
り
1～
4
を
適
宜
適
用
で
き
れ
ば
合
意
は
得
ら
れ
や
す
い
と
思
わ
れ
る
。
建
ぺ
い
率
を
緩
和
し
た
場
合
、
通
風
や
日
照
な
ど
住
環
境
が
改
善
さ
れ
な
い
の
で
問
題
が
多
い
。
Q
7
1
○
○
※
た
だ
し
、
43
条
但
し
書
き
の
適
用
が
可
能
な
程
度
。
（耐
震
診
断
の
み
助
成
）
2
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
※
た
だ
し
、
建
ぺ
い
率
20
％
オ
ー
バ
ー
等
の
よ
う
に
極
端
な
も
の
は
助
成
し
な
い
。
4
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
４
の
（）
内
特
殊
な
事
例
に
つ
い
て
は
個
別
に
協
議
し
て
判
定
し
て
い
ま
す
。
ま
ち
づ
く
り
事
業
と
し
て
は
行
っ
て
い
な
い
。
基
本
的
に
集
団
規
定
は
適
法
で
あ
る
こ
と
。
担
当
が
実
査
に
よ
り
判
断
。
現
行
法
に
適
合
し
た
建
築
物
に
助
成
を
行
う
こ
と
が
原
則
で
あ
る
。
既
存
不
適
格
建
築
物
に
つ
い
て
は
、
違
法
と
異
な
る
の
で
、
ケ
ー
ス
に
よ
り
判
断
し
て
い
る
。
担
当
外
建
築
基
準
法
に
定
期
号
し
て
い
る
も
の
と
し
て
い
る
。
（助
成
の
所
管
は
都
市
整
備
部
建
築
調
整
課
）
担
当
所
管
は
「都
市
整
備
部
地
域
整
備
課
建
築
線
狭
あ
い
道
路
担
当
」
所
管
の
建
築
調
整
課
で
な
い
と
わ
か
ら
な
い
建
築
担
当
所
管
個
別
に
対
応
し
て
い
る
。
上
記
２
・３
等
に
つ
い
て
は
、
耐
震
補
強
工
事
に
と
も
な
い
、
適
法
な
建
築
物
に
な
る
こ
と
を
条
件
に
助
成
対
象
と
す
る
。
上
記
の
全
て
を
対
象
と
し
て
い
る
が
、
適
法
に
建
て
た
建
物
と
差
を
付
け
て
助
成
し
て
い
る
。
Ⅱ
Q
1
も
っ
て
い
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
も
っ
て
い
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
名
称
；
月
島
地
区
地
区
計
画
新
宿
区
総
合
計
画
（都
市
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
）
密
集
住
宅
市
街
地
整
備
促
進
事
業
道
路
網
整
備
計
画
策
定
中
目
黒
区
生
活
道
路
の
基
本
的
な
計
画
地
先
道
路
整
備
方
針
玉
川
地
域
地
先
道
路
整
備
計
画
地
先
道
路
整
備
計
画
世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
杉
並
区
ま
ち
づ
く
り
基
本
方
針
（杉
並
区
都
市
計
画
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
）
居
住
環
境
総
合
整
備
j
事
業
の
各
事
業
地
区
の
整
備
計
画
（東
池
袋
４
・５
丁
目
地
区
、
上
池
袋
地
区
、
池
袋
本
町
地
区
）
密
集
事
業
内
で
主
要
生
活
道
路
、
防
災
生
活
道
路
を
位
置
づ
け
（ほ
か
、
都
市
マ
ス
で
方
針
を
位
置
づ
け
）
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業
（密
集
住
宅
市
街
地
整
備
型
）整
備
計
画
・事
業
計
画
練
馬
区
道
路
網
計
画
足
立
区
細
街
路
整
備
（助
成
条
例
）・
防
災
街
区
整
備
計
画
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
事
業
（密
集
市
街
地
整
備
型
）
Q
２
③
名
称
地
区
内
主
要
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
地
区
幹
線
道
路
生
活
幹
線
道
路
主
要
生
活
道
路
幅
員
お
お
む
ね
8
ｍ
以
上
4～
6
6～
12
8～
14
10
～
13
10
～
13
10
～
12
8～
13
11
～
20
8.
5～
12
、
今
後
は
12
以
上
6
網
間
隔
5
0
0
5
0
0
5
0
0
5
0
0
路
線
指
定
有
有
有
有
？
有
有
有
無
有
有
具
体
化
方
策
建
物
保
障
お
よ
び
用
地
買
収
有
無
有
有
有
無
有
有
具
体
化
方
策
の
内
容
密
集
事
業
地
区
で
は
優
先
整
備
路
線
を
設
定
し
、
用
地
買
収
を
伴
う
拡
幅
整
備
を
し
て
い
る
。
そ
れ
以
外
の
路
線
で
は
建
て
替
え
時
に
壁
面
後
退
の
依
頼
を
し
て
い
る
。
道
路
法
、
都
市
計
画
法
世
田
谷
区
道
路
整
備
方
針
（担
当
所
管
；道
路
整
備
部
道
路
計
画
・外
環
調
整
課
）
買
収
都
市
マ
ス
、
所
管
で
選
定
し
指
定
・
着
手
買
収
用
地
買
収
方
式
。
路
線
沿
道
の
老
朽
木
造
住
宅
を
除
却
し
て
い
る
。
④
名
称
主
要
区
画
道
路
主
要
区
画
道
路
地
先
道
路
主
要
区
画
道
路
地
先
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
区
画
道
路
防
災
道
路
（東
池
）、
主
要
生
活
道
路
（上
池
）、
防
災
通
り
（池
本
）
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
主
要
生
活
道
路
防
災
生
活
道
路
幅
員
お
お
む
ね
６
ｍ
以
上
4
6以
上
6
6
6
10
～
12
6
6以
上
6～
13
6
6以
上
5.
5～
6.
0
網
間
隔
2
5
0
2
5
0
2
5
0
お
お
む
ね
２
５
０
2
5
0
2
5
0
20
0～
25
0
路
線
指
定
有
有
有
？
有
有
有
無
有
有
有
有
有
具
体
化
方
策
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
業
無
無
有
有
有
有
有
有
有
具
体
化
方
策
の
内
容
一
部
、
地
区
計
画
国
の
補
助
事
業
を
導
入
し
、
道
路
事
業
を
起
こ
し
、
整
備
を
促
進
し
て
い
る
。
道
路
事
業
買
収
国
・都
の
補
助
金
を
活
用
し
、
用
地
買
収
方
式
に
よ
り
整
備
都
市
マ
ス
で
位
置
づ
け
す
る
。
密
集
事
業
で
は
、
具
体
的
手
法
を
含
め
て
指
定
す
る
。
建
て
替
え
連
動
型
に
よ
る
拡
幅
は
進
捗
し
な
い
状
況
に
あ
る
が
、
用
地
買
収
型
に
よ
る
拡
幅
整
備
実
績
は
1路
線
あ
り
。
条
例
に
よ
り
、
中
心
３
ｍ
の
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
密
集
事
業
⑤
名
称
区
画
道
路
区
画
道
路
地
先
道
路
地
先
道
路
区
画
道
路
区
画
道
路
生
活
道
路
細
街
路
幅
員
お
お
む
ね
４
ｍ
以
上
4以
上
6
6～
8
4
6
4
網
間
隔
お
お
む
ね
１
０
０
10
0×
５
０
ｍ
路
線
指
定
無
無
？
有
無
有
無
有
具
体
化
方
策
無
無
有
有
無
有
具
体
化
方
策
の
内
容
一
部
、
地
区
計
画
寄
付
沿
道
の
建
て
替
え
ご
と
の
セ
ッ
ト
バ
ッ
ク
部
分
の
整
備
４
ｍ
未
満
は
2項
と
す
る
細
街
路
整
備
助
成
事
業
⑥
名
称
３
項
道
路
幅
員
2
.7
網
間
隔
路
線
指
定
有
無
具
体
化
方
策
有
具
体
化
方
策
の
内
容
地
区
計
画
上
の
地
区
施
設
と
し
て
も
位
置
づ
け
、
建
築
の
際
は
道
路
境
界
線
よ
り
０
．
３
ｍ
の
壁
面
の
位
置
の
制
限
を
定
め
て
い
る
。
（Q
3）
Q
4
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
５
1
○
○
○
○
○
2
○
○
○
（前
問
回
答
欄
に
含
ま
れ
る
）
3 4
○
○
○
○
○
○
４
の
（）
内
密
集
事
業
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
地
区
街
づ
く
り
計
画
の
整
備
す
べ
き
主
要
区
画
道
路
に
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る
。
消
防
活
動
困
難
区
域
の
解
消
等
、
防
災
性
の
向
上
密
集
事
業
上
の
防
災
生
活
道
路
消
防
活
動
困
難
区
域
の
解
消
等
を
目
的
と
す
る
。
地
区
内
の
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（消
防
活
動
困
難
区
域
解
消
等
）
Q
6
あ
る
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
7
1
○
○
○
2
○
○
3 4 5 6
○
7 8 9
Q
8
（自
由
回
答
）
昭
和
３
５
年
に
建
築
基
準
法
第
４
２
条
３
項
で
指
定
さ
れ
た
道
路
が
あ
り
ま
す
。
（東
京
都
が
指
定
）
４
ｍ
未
満
で
指
定
し
た
道
路
で
あ
る
が
当
該
道
路
に
接
道
し
て
い
る
敷
地
に
お
い
て
は
、
建
て
替
え
・機
能
更
新
が
図
ら
れ
て
い
ま
す
。
戦
前
か
ら
長
屋
等
の
木
造
住
宅
が
建
ち
並
ん
で
お
り
、
ま
た
、
法
第
４
２
条
２
項
に
面
し
た
敷
地
に
お
い
て
建
て
替
え
を
行
う
と
、
敷
地
面
積
が
減
少
し
、
住
宅
等
の
住
環
境
に
支
障
が
出
る
た
め
地
区
計
画
（従
前
の
規
模
の
住
宅
の
建
て
替
え
が
可
能
、
地
区
施
設
と
し
て
生
活
道
路
を
確
保
等
）を
導
入
し
、
ま
ち
づ
く
り
を
行
っ
て
き
た
。
そ
し
て
、
法
整
備
に
伴
い
、
法
第
４
２
条
２
項
道
路
を
同
第
３
項
道
路
と
し
て
、
平
成
１
６
年
４
月
１
日
に
指
定
替
え
（告
示
）を
し
、
同
年
７
月
１
日
か
ら
施
行
に
よ
り
生
活
道
路
の
確
保
を
行
っ
た
。
法
４
２
条
３
項
の
指
定
を
し
て
い
る
た
め
将
来
、
2項
道
路
を
同
様
に
４
ｍ
以
上
の
幅
員
を
確
保
さ
せ
る
担
保
を
と
る
。
そ
の
道
に
接
道
し
て
い
る
土
地
・建
物
所
有
者
全
員
の
道
の
協
定
を
も
っ
て
、
建
築
審
査
会
の
同
意
を
も
っ
て
、
建
て
替
え
の
許
可
を
行
っ
て
い
る
。
Q
9
（自
由
回
答
）
2項
道
路
の
後
退
に
つ
い
て
は
、
道
路
整
備
ま
で
す
る
か
は
別
と
し
て
、
建
築
主
の
理
解
は
あ
る
。
2項
後
退
す
る
と
、
面
積
が
狭
小
と
な
り
、
建
築
物
が
建
て
ら
れ
な
い
状
況
の
場
合
は
、
隣
家
と
の
共
同
建
て
替
え
等
の
提
案
は
す
る
が
、
権
利
者
間
の
調
整
が
と
れ
な
い
の
が
現
状
で
あ
る
。
細
街
路
の
拡
幅
整
備
事
業
に
つ
い
て
は
、
災
害
時
に
お
い
て
も
安
全
で
安
心
し
て
住
め
る
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
た
め
に
、
地
権
者
の
協
力
の
下
に
道
路
の
拡
幅
整
備
を
行
っ
て
い
る
の
で
、
特
定
の
道
路
等
の
指
定
を
す
る
こ
と
は
行
っ
て
い
な
い
。
区
画
道
路
を
地
区
計
画
で
定
め
る
こ
と
が
、
整
備
の
促
進
策
と
し
て
有
効
な
一
手
段
で
あ
る
と
考
え
る
。
密
集
市
街
地
に
お
い
て
は
、
細
街
路
整
備
計
画
を
策
定
し
、
併
せ
て
国
や
都
の
補
助
事
業
等
を
活
用
し
て
整
備
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
考
え
ま
す
。
屋
外
駐
車
場
な
ど
に
お
い
て
は
、
建
築
物
の
建
築
時
に
と
ら
わ
れ
な
い
2
項
道
路
の
積
極
的
整
備
を
行
っ
て
い
き
た
い
。
基
本
的
に
は
、
消
防
活
動
困
難
区
域
と
、
建
築
基
準
法
42
条
2項
。
た
だ
し
、
密
集
地
域
で
は
道
路
率
が
や
た
ら
高
く
な
っ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る
。
密
集
事
業
の
終
了
に
あ
た
っ
て
は
、
遅
れ
ば
せ
な
が
ら
地
区
計
画
の
策
定
お
よ
び
国
の
狭
隘
道
路
拡
幅
整
備
に
係
る
補
助
制
度
等
の
導
入
を
検
討
し
て
い
る
。
木
造
住
宅
密
集
地
域
で
は
、
消
防
活
動
困
難
区
域
の
解
消
を
目
的
に
、
密
集
事
業
に
よ
り
細
街
路
を
６
ｍ
に
拡
幅
し
て
い
る
が
、
防
災
街
区
整
備
地
区
計
画
を
か
け
て
（実
施
予
定
を
含
む
）
地
区
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
る
。
Ⅲ
Q
1
あ
る
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
2
（自
由
回
答
）
建
築
確
認
申
請
を
区
に
提
出
す
る
（又
は
事
前
相
談
の
）
場
合
に
は
情
報
提
供
が
あ
る
が
、
民
間
確
認
の
場
合
に
は
情
報
提
供
が
な
い
。
任
意
の
行
政
計
画
や
地
区
計
画
等
、
強
制
力
の
な
い
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
る
際
に
、
民
間
確
認
検
査
機
関
で
は
事
前
協
議
が
行
わ
れ
ず
に
申
請
さ
れ
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る
。
細
街
路
整
備
に
お
け
る
承
諾
書
を
提
出
し
て
も
ら
う
た
め
、
区
か
ら
連
絡
し
て
申
請
者
に
手
間
を
か
け
る
こ
と
に
な
っ
た
。
最
近
は
少
な
い
が
、
敷
地
照
会
な
ど
の
事
前
相
談
を
回
答
す
る
前
に
、
確
認
が
お
り
て
し
ま
い
、
条
例
等
の
手
続
き
が
未
了
の
こ
と
が
あ
っ
た
。
地
区
内
の
建
築
動
向
等
の
情
報
伝
達
が
遅
く
な
る
こ
と
。
Q
3
1 2
○
○
○
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
○
○
○
４
の
（）
内
特
に
な
し
建
築
審
査
の
レ
ベ
ル
は
ダ
ウ
ン
し
た
が
、
ま
ち
づ
く
り
と
は
別
問
題
。
確
認
箇
所
が
事
業
地
区
内
に
あ
る
と
き
は
、
事
業
者
お
よ
び
指
定
確
認
検
査
機
関
等
に
連
絡
を
密
に
周
知
し
て
い
る
。
Q
4
（自
由
回
答
）
Q
５
（自
由
回
答
）
３
と
答
え
ま
し
た
が
、
区
の
情
勢
と
し
て
、
江
東
区
で
は
、
ま
ち
づ
く
り
の
部
署
で
は
既
成
市
街
地
よ
り
も
臨
海
部
等
の
大
規
模
開
発
を
重
点
的
に
指
導
し
て
お
り
ま
す
。
地
区
計
画
の
指
定
等
で
事
前
協
議
に
よ
る
指
導
に
よ
り
、
指
定
確
認
検
査
機
関
に
よ
る
確
認
で
も
大
き
な
差
は
見
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。
【調
査
票
F】
（道
路
管
理
）・
・・
集
計
表
①
（設
問
Ⅰ
の
み
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
延
長
1
6
5
.8
1
8
2
3
0
1
.4
9
1
区
道
の
み
2
9
0
.5
3
1
2
0
6
2
5
8
.6
区
道
の
み
2
5
4
3
9
8
.5
5
8
（自
動
車
専
用
道
延
長
14
.8
72
㎞
除
く
）
区
道
3
3
1
.6
9
6
13
m
以
上
1
.0
1
6
km
8
3
1
.4
1
1
7
8
.4
2
0
2
6
9
.8
7
3
6
3
8
0
4
.0
2
8
4
3
8
2
国
+都
+区
(含
む
管
理
通
路
)
2
2
2
.2
4
3
1
0
3
9
1
0
1
8
.5
0
6
0
8
.9
0
8
（㎞
）
１
２
ｍ
以
上
不
明
区
道
の
み
/8
.5
m
以
上 42
.5
0
3
不
明
4
9
区
道
の
み
2
4
不
明
区
道
/車
道
19
.5
m
以
上
1
.0
7
8
8.
5～
13
未
満
1
4
.4
1
7
km
不
明
1
8
.8
7
6
不
明
不
明
1
2
不
明
区
道
8.
5m
以
上
2
9
.5
8
1
不
明
8
.4
5
(1
3
m
以
上
)
2
9
.5
0
9
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
不
明
不
明
5
.6
区
道
の
み
4
0
不
明
区
道
/車
道
13
.0
m
以
上
8
.4
4
2
6.
5～
8.
5
未
満
4
2
.3
8
5
km
不
明
5
8
.6
2
8
不
明
不
明
5
不
明
区
道
6.
5m
以
上
8.
5m
未
満
1
9
.6
3
2
不
明
4
9
6
.2
6
(5
.
5～
13
m
)
5
4
.8
0
5
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/6
.5
m
以
上
8.
5m
未
満 36
.6
3
8
不
明
3
4
.9
区
道
の
み
4
3
不
明
区
道
/車
道
 5
.5
m
以
上
1
2
8
.2
1
5
4.
5～
6.
5
未
満
1
6
2
.5
8
9
k
m
不
明
不
明
不
明
不
明
3
6
不
明
区
道
4.
0m
以
上
6.
5m
未
満
9
5
.4
6
7
不
明
3
3
8
.6
0
(5
.
5m
未
満
)
1
6
9
.4
1
4
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/4
.5
m
以
上
6.
5m
未
満 83
.7
9
5
不
明
9
8
.1
区
道
の
み
8
8
不
明
区
道
/車
道
5.
5m
未
満 19
1
.1
1
1
4.
5m
未
満
1
1
0
.6
7
8
k
m
不
明
不
明
不
明
不
明
1
3
6
不
明
4.
0m
未
満
5
2
.9
5
8
不
明
2
5
8
.3
0
6
４
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/4
.5
m
未
満 12
7
.5
7
7
不
明
4
1
.2
区
道
の
み
5
9
不
明
不
明
不
明
1
6
1
3
5
7
.9
9
5
不
明
不
明
8
7
.2
6
1
区
有
通
路
不
明
無
し
資
料
な
し
2
1
.9
区
道
の
み
2
2
6
.7
1
8
2
.8
5
1
5
.0
3
8
1
1
.5
不
明
3
0
5
1
.9
不
明
1
3
不
明
4
4
.5
9
9
.6
1
3
本
数
不
明
7
3
9
1
1
1
1
区
道
の
み
1
7
1
5
1
1
8
7
1
2
7
5
区
道
の
み
1
8
0
5
不
明
不
明
6
5
1
4
2
0
1
3
不
明
1
4
9
1
1
9
3
1
国
+都
+区
(含
む
管
理
通
路
)
10
77
本
不
明
不
明
2
8
1
8
（本
）
１
２
ｍ
以
上
不
明
区
道
の
み
/8
.5
m
以
上 56
3
.5
2
0
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
１
０
ｍ
以
上
１
２
ｍ
未
満
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
６
．
５
ｍ
以
上
１
０
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/6
.5
m
以
上
8.
5m
未
満 26
9
.9
0
8
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
以
上
６
．
５
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/4
.5
m
以
上
6.
5m
未
満 46
5
.6
4
2
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
４
ｍ
未
満
不
明
区
道
の
み
/4
.5
m
未
満 44
9
.1
7
7
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
不
明
区
有
通
路
不
明
無
し
資
料
な
し
3
9
6
1
3
1
2
4
1
4
7
?
不
明
不
明
4
0
6
不
明
不
明
1
9
6
不
明
不
明
5
2
9
1
4
2
Ⅰ
公 道
幅 員 別 等
総
延
長
幅 員 別 等
総
本
数
こ
の
様
な
幅
員
別
で
は
、
管
理
し
て
い
な
い
為
記
入
不
可
こ
の
様
な
幅
員
別
で
は
、
管
理
し
て
い
な
い
為
記
入
不
可
道
路
現
況
調
書
（国
・
都
）と
幅
員
の
仕
分
け
が
異
な
る
た
め
不
可 道
路
現
況
調
書
（国
・
都
）と
幅
員
の
仕
分
け
が
異
な
る
た
め
不
可
こ
の
幅
員
別
で
集
計
し
た
も
の
は
な
い
1
1
9
9
区
道
の
み
：同
一
路
線
内
で
幅
員
が
様
々
で
あ
る
の
で
内
訳
不
明
【調
査
票
F】
（道
路
管
理
）・
・・
集
計
表
②
（設
問
Ⅱ
以
降
全
て
）
千
代
田
区
中
央
区
港
区
新
宿
区
文
京
区
台
東
区
墨
田
区
江
東
区
品
川
区
目
黒
区
大
田
区
世
田
谷
区
渋
谷
区
中
野
区
杉
並
区
豊
島
区
北
区
荒
川
区
板
橋
区
練
馬
区
足
立
区
葛
飾
区
江
戸
川
区
Ⅱ
Q
1
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
拡
幅
整
備
事
業
は
申
請
に
基
づ
い
て
行
う
事
業
で
あ
り
、
公
道
に
つ
い
て
も
、
担
当
部
署
に
申
請
さ
れ
た
も
の
を
、
工
事
の
執
行
委
任
し
て
お
り
ま
す
。
実
際
は
道
路
管
理
者
で
な
い
所
管
が
整
備
工
事
を
発
注
す
る
。
Q
２
1
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
3 4
○
○
○
４
の
（）
内
公
共
施
設
（区
）が
後
退
の
必
要
が
あ
っ
た
場
合
等
私
道
に
つ
い
て
も
行
う
公
道
・私
道
に
か
か
わ
ら
ず
申
請
者
が
希
望
し
た
場
合
は
道
路
管
理
者
が
行
う
Q
3
（自
由
回
答
）
・別
紙
「狭
隘
道
路
拡
幅
整
備
事
業
」パ
ン
フ
レ
ッ
ト
参
照
。
・基
本
的
に
は
「底
地
の
権
原
取
得
（寄
付
又
は
無
償
使
用
承
諾
）」
「整
備
依
頼
が
発
さ
れ
る
こ
と
」「
後
退
幅
10
セ
ン
チ
以
上
」と
な
り
ま
す
。
（狭
隘
道
路
拡
幅
整
備
事
業
（工
事
含
）実
施
部
門
）・
後
退
部
分
が
区
有
地
（公
共
施
設
等
）の
場
合
は
、
こ
の
事
業
は
適
用
せ
ず
、
施
設
を
所
管
す
る
部
署
が
k建
築
工
事
等
に
合
わ
せ
て
整
備
を
実
施
す
る
こ
と
が
原
則
。
（道
路
財
産
管
理
部
門
）
適
用
除
外
者
（大
企
業
・不
動
産
販
売
等
）
に
該
当
し
な
い
場
合
、
区
が
整
備
を
行
う
拡
幅
地
の
「寄
付
」か
「無
償
使
用
承
諾
」が
得
ら
れ
た
場
合
の
み
北
区
狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
要
綱
（別
添
）第
4条
の
要
件
を
満
た
し
建
築
申
請
者
が
工
事
申
請
書
・承
諾
書
を
提
出
し
た
場
合
敷
地
の
寄
付
、
道
路
敷
地
無
償
使
用
承
諾
等
、
権
原
を
取
得
し
た
も
の
に
つ
い
て
道
路
区
域
に
編
入
し
、
管
理
し
て
い
る
。
Q
4
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
Q
５
1
○
○
○
○
○
2
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
3 4
○
○
○
○
４
の
（）
内
細
街
路
協
議
に
基
づ
き
、
整
備
・寄
付
後
、
区
域
変
更
・供
用
開
始
手
続
き
が
完
了
し
た
段
階
で
管
理
し
て
い
ま
す
。
整
備
工
事
完
了
後
に
敷
地
の
寄
付
お
よ
び
20
04
年
度
以
降
の
整
備
工
事
が
完
了
し
て
い
る
も
の
を
管
理
し
て
い
る
。
実
態
管
理
は
し
て
い
る
江
戸
川
区
細
街
路
拡
幅
整
備
要
綱
に
基
づ
き
実
施
Q
6
（自
由
回
答
）
細
街
路
拡
幅
整
備
次
号
担
当
部
署
よ
り
依
頼
が
あ
っ
た
場
合
。
道
路
区
域
線
確
定
（境
界
確
定
又
は
道
路
区
域
境
界
確
定
（同
意
）済
み
の
箇
所
で
、
道
路
後
退
用
地
を
寄
付
（分
筆
・所
有
権
移
転
登
記
可
能
箇
所
の
み
）又
は
土
地
の
無
償
使
用
承
諾
（民
民
界
確
認
書
済
み
の
み
）
の
申
し
出
（申
請
書
）が
あ
り
、
道
路
法
に
基
づ
き
道
路
区
域
編
入
告
示
が
可
能
な
場
合
。
（路
線
、
敷
地
単
位
に
関
わ
ら
ず
、
以
上
の
条
件
ク
リ
ア
で
道
路
管
理
者
が
管
理
し
て
い
る
。
）
拡
幅
部
分
の
無
償
使
用
承
諾
も
し
く
は
寄
付
受
領
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
底
地
の
権
原
取
得
（寄
付
又
は
無
償
使
用
承
諾
）を
経
て
、
後
退
用
地
を
特
別
区
道
（道
路
法
）又
は
区
管
理
道
路
（区
条
例
で
指
定
）の
区
域
に
編
入
す
る
手
続
き
（区
域
変
更
等
）を
行
っ
た
場
合
。
一
定
の
要
件
と
言
う
よ
り
も
、
自
主
管
理
を
希
望
す
る
者
を
除
い
て
、
区
が
管
理
す
る
。
寄
付
あ
る
い
は
無
償
使
用
承
諾
の
場
合
拡
幅
地
の
「寄
付
」か
「無
償
使
用
承
諾
」が
得
ら
れ
た
場
合
の
み
無
償
使
用
承
諾
を
徴
し
た
も
の
に
限
る
。
後
退
用
地
の
寄
付
、
も
し
く
は
無
償
使
用
承
諾
に
よ
っ
て
、
権
原
を
取
得
し
た
場
合
道
路
敷
地
無
償
使
用
の
承
諾
が
あ
っ
た
場
合
、
区
道
区
域
に
編
入
し
管
理
し
て
い
る
。
後
退
用
地
の
区
へ
の
寄
付
（権
原
の
取
得
）
Q
7
あ
る
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
Q
8
事
前
測
量
を
行
う
場
合
区
の
施
設
が
行
う
場
合
区
が
行
う
整
備
工
事
、
区
域
変
更
、
非
課
税
手
続
き
用
の
図
面
の
作
成
事
前
測
量
は
行
わ
な
い
公
道
の
場
合
区
が
整
備
を
行
う
（整
備
工
事
を
発
注
・監
督
す
る
）場
合
。
（後
退
線
の
位
置
明
確
化
、
標
識
設
置
、
道
路
区
域
変
更
図
作
成
）
寄
付
・無
償
使
用
承
諾
に
よ
り
後
退
地
を
区
道
に
編
入
す
る
こ
と
が
事
前
協
議
さ
れ
て
い
る
こ
と
。
（適
用
除
外
者
の
う
ち
）
行
わ
な
い
寄
付
申
請
書
を
地
権
者
か
ら
区
に
提
出
さ
れ
た
場
合
道
路
中
心
の
確
認
、
設
置
拡
幅
箇
所
が
区
有
通
路
も
し
く
は
認
定
外
区
道
で
あ
っ
た
場
合
、
道
路
境
界
お
よ
び
中
心
鋲
の
打
設
を
道
路
管
理
者
で
あ
る
江
戸
川
区
で
行
う
整
備
後
測
量
を
行
う
場
合
道
路
法
に
基
づ
い
て
、
道
路
台
帳
の
補
正
を
行
う
た
め
後
退
部
分
が
新
た
な
区
道
境
界
と
な
る
の
で
そ
の
図
面
作
成
の
た
め
の
測
量
を
行
う
。
拡
幅
整
備
部
分
を
寄
付
又
は
無
償
使
用
承
諾
に
よ
り
区
道
区
域
に
編
入
す
る
場
合
道
路
区
域
に
編
入
す
る
場
合
道
路
台
帳
補
正
時
道
路
区
域
決
定
図
（変
更
図
）の
作
成
お
よ
び
現
況
平
面
図
の
修
正
を
行
う
場
合
後
退
用
地
の
寄
付
又
は
使
用
合
意
Q
9
あ
る
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
Q
10
（自
由
回
答
）
建
築
基
準
法
の
中
心
と
公
道
の
中
心
が
異
な
る
場
合
。
旧
建
設
省
認
定
外
等
で
幅
員
が
狭
く
、
建
築
基
準
法
上
適
用
が
な
い
道
路
の
存
在
Q
11
（自
由
回
答
）
特
に
な
し
な
し
特
に
な
い
特
に
あ
り
ま
せ
ん
こ
の
調
査
票
は
、
道
路
管
理
者
の
任
務
の
う
ち
の
「財
産
管
理
」担
当
部
門
と
「狭
あ
い
道
路
拡
幅
整
備
事
業
」実
施
部
門
と
で
作
成
し
ま
し
た
。
い
ず
れ
の
所
管
も
整
備
完
了
後
・供
用
開
始
後
の
「機
能
管
理
」（
維
持
・修
繕
等
）
は
担
当
し
て
い
な
い
こ
と
を
、
付
言
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
（役
割
分
担
が
細
分
化
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
区
組
織
図
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。
）
狭
あ
い
道
路
・・
・権
原
（寄
付
）の
取
得
　
　
　
主
要
生
活
道
路
・・
・
拡
幅
の
強
制
力
に
乏
し
い
狭
あ
い
道
路
で
公
道
に
面
す
る
箇
所
す
べ
て
の
協
力
が
得
ら
れ
な
い
。
ま
ち
づ
く
り
事
業
の
中
で
、
後
退
用
地
の
買
収
協
力
が
得
ら
れ
な
い
。
特
に
な
し
Ⅲ
Q
1
あ
る
○
○
な
い
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
建
築
確
認
と
の
連
動
性
は
と
っ
て
い
ま
せ
ん
わ
か
ら
な
い
Q
2
（自
由
回
答
）
民
間
の
場
合
、
道
路
調
査
を
十
分
に
行
わ
な
い
で
確
認
を
行
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
見
受
け
ら
れ
た
。
道
路
と
敷
地
の
関
係
で
民
間
確
認
の
場
合
、
詳
細
打
ち
合
わ
せ
が
で
き
な
い
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
Q
3
1 2
○
○
3
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
4
Q
4
（自
由
回
答
）
Q
５
（自
由
回
答
）
土
地
境
界
確
定
線
と
道
路
区
域
線
が
異
な
っ
て
い
る
（敷
地
民
有
道
路
）場
合
、
確
認
作
業
未
了
の
場
合
（水
路
境
界
確
認
も
あ
り
）な
ど
多
少
見
受
け
ら
れ
る
。
建
築
担
当
部
門
と
の
連
携
が
ス
ム
ー
ズ
に
進
ま
な
い
局
面
が
あ
る
。
